
１．総括票 団体名 神奈川県横浜市

a)温室効果ガス
の削減（暫定）

平成２３年度　環境モデル都市フォローアップ（施策の進捗状況等）

（４）平成23年度の取組結果を踏まえた平成24年度以降に向けての課題と改善点
・経済産業省の「次世代エネルギー・社会システム実証地域」に選定された「横浜スマートシティプロジェクト（YSCP）」と本市のリーディングプロジェクトとして進めている「横浜グ
リーンバレー構想（YGV）」の取組をさらに加速させ、再生可能エネルギーの導入拡大を図る。特に平成24年度は家庭におけるエネルギーマネジメントの更なる推進のため、
HEMSの設置にあたり補助対象エリア（5区→全市18区）及び補助件数（1,000件→1,400件）を拡大する。
・市民向けの普及活動は、東日本大震災を契機とした節電・省エネ意識の高まりを持続させ、温暖化対策やエネルギー問題に対する意識向上へとつなげていく。また、引き続き
YESにおいて講座数や協働パートナーの拡大を図っていく。

【業務・産業・エネ転、運輸】横浜グリーンバレー構想（YGV）において、市民、大学、地元企業が参加することによって温暖化対策への関心が高まった。また、電
気自動車のシェアリング事業において、地元企業の技術を活用して自動車運転免許証により本人認証ができるシステムを開始するなど、地域産業の活力創出
が図られた。

全体総括

【家庭】省エネ型住宅の普及（CASBEE横浜の推進：4,296.8t-CO2、次世代省エネ基準適合住宅の普及：3,039t-CO2）
【市役所】・照明の高効率化（LED化）（地下鉄駅舎：2,300灯・113t-CO2、区庁舎：2,200灯・32.2t-CO2、防犯灯：4,600灯・76.1t-CO2）
　　　　　  ・水道局青山水源事務所へ小水力発電設備を設置（発電容量49kW、153t-CO2）

【再エネ普及】住宅用PV（3,368件、4,531.9t-CO2）等の設置補助

【業務・産業・エネ転】中小製造業向けに節電対策設備への助成を実施（28件、509t-CO2）
【運輸】電気自動車等（リーフ、アイミーブ、プリウスPHV等）の購入補助（合計358台、441t-CO2）

（２）取組の進捗状況
平成２３年度の取組は全体として計画どおりに進捗している。
・ハード面の取組では、太陽光発電システムの設置補助、電気自動車の購入補助等が大きく拡大した。また、市役所の取組としては、市営地下鉄駅舎へのLED導入、区庁舎の
一部LED化、小水力発電の設置などを当初の計画以上に進めた。
・ソフト面の取組では、「ヨコハマ・エコ・スクール（YES（イエス））」として地球温暖化問題に関連した様々な講座やイベントを開催し、家庭での脱温暖化行動・省エネ行動を喚起・促
進した。
・「横浜スマートシティプロジェクト（YSCP)」において、市民・事業者・行政が一体となり再生可能エネルギーの導入や「YOKOHAMA Mobility “Project ZERO”（YMPZ）」の一環とし
て国内初となる「二人乗り超小型電動車両」に関する実証実験を行う等の取組を推進した。このような低炭素社会実現に向けたYSCPの取組が高く評価され、平成23年12月にス
ペイン・バルセロナ市で開催された『スマートシティエキスポ国際会議2011』において、「ワールドスマートシティ・アワード」を都市部門において受賞した。

（１）平成22年度の取組結果を踏まえた平成23年度の取組方針

平成２３年度は、平成２２年度に策定した「環境モデル都市アクションプラン」を着実に推進するとともに、さらに新たな取組の掘り起こしを行った。あわせて、取組による温室効果
ガス削減効果の定量化を進めた。

（５）特筆すべき市民のライフスタイル等

（３）取組の主な成果

【家庭】YESにおいて466講座を実施（参加者数延約34,800人）。市民、大学、地元企業、行政が協働して市域での温暖化対策への関心を高めた。
【業務・産業・エネ転】中小製造業向けに節電対策設備への助成を実施することにより、東日本大震災の影響で電力供給の逼迫が危惧されるなか、中小製造業
の安定した事業推進に寄与した。b)地域の活力

の創出等
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※1 取組の成果については、定量的に把握することが可能なものについては、定量的に記載するものとする。　また、統計データからは定量的に把握できないものについても、
　　市民意識調査の実施等により、可能な限り定量的に把握し、これを記載するものとする。以上により定量的に記載することができない場合は、定性的に記載すること。

※2 地域活力の創出等については、都市・地域の活力の創出や住民生活の質の向上等、地球温暖化問題への対応にとどまらない幅広い効果について記述すること。

YES認定の講座やイベントが466講座開催され、子ども省エネ大作戦の参加児童は34,863人（195校）であった。また、住宅用太陽光発電システムの設置補助、電気自動車等の
購入補助が大きく拡大しており、東日本大震災を契機に節電・省エネ意識、温暖化対策に対する意識がより一層強くなったことが伺える。

※3 課題と改善点については、取組の進捗状況や成果を踏まえ、今後の取組についての課題や改善に関する内容を記述すること。市民意識調査の結果等を実施した場合は、
　　その結果を用いての分析等、実態に即した改善点として記述すること。
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２．個別事業に関する進捗状況等【家庭部門】 団体名 神奈川県横浜市

温室効果ガス削減量
（　暫　定　）

地域活力の創出等

▲7,335.8(t-CO2)

次世代省エネ基準適合住
宅の普及
▲3,039(t-CO2)

CASBEE制度各届出
▲4,296.8(t-CO2)
＝2.75(t-CO2/世帯・年)
×31.6％×1,107(戸)＋
2.75(t-CO2/世帯・年)×
28.6％×1,954(戸)＋
2.75(t-CO2/世帯・年)×
22.8％×2,528(戸)＋
2.75(t-CO2/世帯・年)×
8.9％×882(戸)

1-(1)に含む

-

1-(1)に含む

-

（ア）（イ）（ウ） 1-(1)に含
む

（エ）完成後から発現

-

定量化は困難

家庭

平成24年4月から戸建住宅を含む2,000㎡未満の建物全てに
ついて、任意に届出ができるように制度を拡充するとともに、
CASBEE横浜による評価結果が高い住宅を取得した場合に金
利優遇を受けられる仕組みを導入。
継続的に制度のPRを図るとともに、インセンティブの充実を検
討する。

不動産情報誌に環境性能
表示が増え、住宅購入の一
般市民が環境に配慮された
建物を選択できるようになっ
た。また、マンションデベロッ
パー等の意識の向上が図
られた。

引き続き制度の周知を図る必
要がある。

平成24年4月から戸建住宅への制度の拡充とあわせて、戸建
住宅用の建築物環境性能表示を導入。

戸建住宅等への制度の拡
充やセミナーの開催により
市内業者等の環境意識の
向上が図られた。

（ア）-a
（イ）-b
（ウ）-b
（エ）-b
（オ）-a

（ウ）戸建住宅等へのCASBEE制度の拡充≪実施≫
平成24年4月から戸建住宅を含む2,000㎡未満の建物全てについ
て、任意に届出ができる制度の拡充や、CASBEE横浜による評価
結果が高い住宅を取得した場合に金利優遇を受けられる仕組み
の導入に向け、準備を行った。また、制度の周知を図るため、市内
の設計事務所等を対象としたセミナーを開催した。

実施◎

家庭

1-(2)

地域での交流の一層の推
進を図った。
やる気を共有する仲間の存
在が、活動の原動力となっ
ている。

支援者の高齢化が課題。支援
者が７、８０歳程度になったら、
定年を迎えた６０代の人に活動
を担っていただけるよう、また、
子どもや保護者が参加し易い
ように、多世代の交流支援を
行う。

引き続き、交流拠点で生活支援、あおぞら市の継続、サロン、
生活サポート、介護予防事業などの取組を実施していく。

平成24年4月から戸建住宅を含む2,000㎡未満の建物について
も、任意の届出ができるように制度を拡充。

（ア）CASBEE横浜の届出義務対象拡大≪実施≫
平成22年4月に拡大した、CASBEE横浜の届出義務（床面積が
5,000㎡を超えるものから、2,000㎡以上に拡大）の制度を引き続き
PRするとともに、戸建住宅を含む2,000㎡未満の建物についても、
任意の届出ができるよう、制度拡充の準備を行った。
（届出178件：Ｓランク1,107戸、Ａ+ランク1,954戸、Ｂ+ランク2,528
戸、Ｂ-ランク882戸）

これまでCASBEEを使って
いなかった市内業者等の環
境意識の向上が図られた。

（ア）CASBB横浜の届出義務対象拡大≪実施≫
　1-(1)-(ア)に掲出
（イ）CASBEE横浜の環境性能表示制度導入≪実施≫
　1-(2)-(イ)に掲出
（ウ）戸建住宅等へのCASBEE制度の拡充≪実施≫
　1-(3)-(ウ)に掲出
（エ）脱温暖化モデル住宅推進事業の取組≪着手≫
　省エネルギー型モデル住宅の事業者を公募により決定し、モデ
ル住宅の販売・建設を行った。また、先行モデルハウスを用いた普
及啓発活動を行った。
（オ）都市計画税の減税≪実施≫
新築住宅に対する都市計画税の軽減措置として、平成21年度から
行っている「新築された長期優良住宅に対する減額措置」に加え
て、平成23年度より新たに、次世代省エネ基準を満たす新築住宅
に対して、120m2相当分までの都市計画税額の２分の１を減額す
る措置を講じた。
また、既存住宅に対する都市計画税の軽減措置として、窓の改修
工事を含む省エネ改修工事を行った住宅に対して、都市計画税額
の３分の１を減額する措置を講じた。

（エ）
市内事業者を対象にした公
募により事業者を決定する
など、事業参画機会を確保
した。
（オ）
都市計画税を減税すること
により、省エネ住宅への意
識が喚起されると共に、住
宅購入や省エネ改修の需
要の創出にもつながった。

（エ）
省エネルギー型の住宅の普及
に向けたより一層のPRが必要
である。
（オ）
引き続き都市計画税減税の周
知を図っていく必要がある。

（エ）
モデル住宅が完成し、入居者には、住宅設計や設備の省エネ
効果、住まい方の実証実験に協力いただく。事業内容や実験
結果を広く情報発信し、脱温暖化に向けた普及啓発活動を行
う。
（オ）
平成２４年度以降も引き続き都市計画税の減額措置を行う。

a

引き続き制度の周知を図る必
要がある。

引き続き制度の周知を図るとと
もに、届出を促すインセンティ
ブの充実が必要である。

平成２４年度の展開

取組の進捗状況 取組の計画

取組の成果

課題と改善方針

取組
方針

取組
内容

平成２３年度の進捗

計画との比較
主要

H23
予定

取組
番号

2-(1)

既存住
宅対策

脱温暖
化リノ
ベーショ
ン手法
の開発・
実施

部門

（ア）脱温暖化リノベーション≪実施≫
　平成２１年に横浜市とUR神奈川地域支社とで団地内の空店舗を
活用して地域の交流のいっそうの推進を図るための拠点整備を目
的に「安心住空間創出協議会」を立ち上げ、協議を重ね、平成２２
年４月交流拠点「お互いさまねっと　いこい」を開設した。
　交流拠点「お互いさまねっと　いこい」を中心に、高齢者等の孤立
予防・孤独死予防を考慮した生活支援（安心センターの運営）を
行っており、安心センターの運営を始めてからは、孤立死が発生し
ていない。また、「いこい」に設けられたサロンは１日に延べ６０～７
０名が利用されており、あおぞら市の継続、生活サポート、介護予
防事業などの取組と共に地域に浸透してきている。
　更に、活動報告会での発表を通して、他地域での見守り活動の
推進に向けて、取組の情報提供を行った。

（ア）-b
（イ）-a
（ウ）-b

家庭

b

実施

省エネ
ルギー
型住宅
の普及

新築住
宅対策

CASBEE
横浜の
届出義
務対象
拡大

1-(1)

家庭

家庭

戸建住
宅等へ
の
CASBEE
制度の
拡充

1-(3)

ＣＡＳＢＥ
Ｅ横浜の
環境性
能表示
制度導
入

1-(4) 実施

実施

（イ）CASBEE横浜の環境性能表示制度導入≪実施≫
平成22年4月から導入した、不動産広告等にCASBEEの評価結果
を表示する環境性能表示を引き続きPRするとともに、戸建住宅用
の環境性能表示の導入へ向け、準備を行った。

実施
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２．個別事業に関する進捗状況等【家庭部門】 団体名 神奈川県横浜市

温室効果ガス削減量
（　暫　定　）

地域活力の創出等

平成２４年度の展開

取組の進捗状況 取組の計画

取組の成果

課題と改善方針

取組
方針

取組
内容

平成２３年度の進捗

計画との比較
主要

H23
予定

取組
番号

部門

-

▲2.9t-CO2

体験館来場者81,155人の
うち10％（8,116人）が企画
展示を見ることによって、
１％の来場者が家庭で省
エネ行動に取り組み、家
庭1世帯あたりの待機時
電力消費量の割合（6％
「家庭の省エネ大事典
2010年度版」）のうち1/3
（2％）を削減することを期
待して算出。
8,116人×0.01×（279万t-
CO2÷156万世帯×0.02）
＝2.9t-CO2

現時点で未確定

（エ）
LED照明の普及による削
減効果は、今後、アン
ケート調査にて市域での
購入数量を把握し、購入
数量にLED照明の削減効
果（0.05t-CO2/台・年）
（実行計画策定マニュア
ル）をかけることで削減量
を算定する予定。

高効率給湯器、家庭用燃
料電池の普及による削減
効果は、今後、アンケート
調査にて市域での普及状
況を把握し算出する予
定。

定量化は困難

家電の
買換え
誘導

4-(1) 家庭 b
（ア）-b
（イ）-b

実施

（ア）省エネリーフレットの作成≪実施≫
　地球温暖化の原因であるCO2排出を削減するために、家庭でで
きる様々な対策を紹介するパンフレットを作成した。その中で、最
近の家電製品の省エネ性の向上を強く訴え、家電の買替え促進を
図った。

（イ）LEDメガワットキャンペーン≪実施≫
　3-(1)-(エ)に掲出

b

（ア）-b
（イ）-a
（ウ）-b
（エ）-b

（イ）　来場者へ脱温暖化モ
デル住宅推進事業を周知
することで、本市の温暖化
対策事業に対して関心を高
めた。

（イ）　企画展示内容やイベント
等の拡充などが必要である。

（ウ）　利用者が尐ないため一
層の周知を図る必要がある。

地域での交流の一層の推
進を図った。
やる気を共有する仲間の存
在が、活動の原動力となっ
ている。

支援者の高齢化が課題。支援
者が７、８０歳程度になったら、
定年を迎えた６０代の人に活動
を担っていただけるよう、また、
子どもや保護者が参加し易い
ように、多世代の交流支援を
行う。

-

（ア）
家電の買換により、市内経
済の活性化が期待される。

（エ）
LED電球は一般的に普及してきており、導入初期の普及を促
進する横浜LEDメガワットキャンペーンの所期の目的は達成さ
れたことから、平成２３年度で事業終了とする。

引き続き、交流拠点で生活支援、あおぞら市の継続、サロン、
生活サポート、介護予防事業などの取組を実施していく。

（イ）　引き続き、温暖化対策事業の企画展示を実施し、来場者
に家庭での省エネ行動を促す。

（ウ）　引き続きエコ・リフォーム相談を実施すると共に、相談員
のスキルアップを図るため省エネ住宅アドバイザー制度により
相談員を育成する。

（エ）
メガワットキャンペーンにお
いて、LED電球への買換え
による消費が拡大した。

（ア）
より多くの機会を通じて、リーフ
レットを活用した広報が必要。

（ア）
作成したリーフレットを活用し、節電取組と合わせて市民への
広報啓発を図る。

実施

2-(1)

既存住
宅対策

脱温暖
化リノ
ベーショ
ン手法
の開発・
実施

（ア）脱温暖化リノベーション≪実施≫
　平成２１年に横浜市とUR神奈川地域支社とで団地内の空店舗を
活用して地域の交流のいっそうの推進を図るための拠点整備を目
的に「安心住空間創出協議会」を立ち上げ、協議を重ね、平成２２
年４月交流拠点「お互いさまねっと　いこい」を開設した。
　交流拠点「お互いさまねっと　いこい」を中心に、高齢者等の孤立
予防・孤独死予防を考慮した生活支援（安心センターの運営）を
行っており、安心センターの運営を始めてからは、孤立死が発生し
ていない。また、「いこい」に設けられたサロンは１日に延べ６０～７
０名が利用されており、あおぞら市の継続、生活サポート、介護予
防事業などの取組と共に地域に浸透してきている。
　更に、活動報告会での発表を通して、他地域での見守り活動の
推進に向けて、取組の情報提供を行った。

（ア）-b
（イ）-a
（ウ）-b

（ア）脱温暖化モデル住宅推進事業の取組≪着手≫
　1-(4)-(エ)に掲出

（イ）住宅展示場でのPR≪実施≫
　2-(2)-(イ)に掲出

（ウ）省エネリーフレットの作成≪実施≫
　4-(1)-(ア)に掲出

（エ）LEDメガワットキャンペーン≪実施≫
　平成２３年度は１９の協力協賛企業・団体等と協力し、LED買い替
え促進のキャンペーンを実施した。キャンペーンではLED電球の選
び方のポイントを紹介するなど、LED電球を始めて購入する方にも
分かり易いよう工夫した。
　また、市販されているLED電球の種類の増加に合わせて、平成２
３年度は対象機種を４社１７種類（平成２２年度は１社２種類）に拡
大してキャンペーンを行った。

b

実施

エコリ
フォーム
の推進

3-(1)
住宅機
器対策

家電対
策

家庭

2-(2) 家庭

高効率
給湯器・
高効率
照明
(LED照
明)及び
家庭用
燃料電
池の普
及

家庭

（イ）住宅展示場でのＰＲ≪実施≫
　住宅展示場ハウスクエア横浜に併設されている「人にやさしい住
まいづくり体験館」にて、脱温暖化モデル住宅推進事業の企画展
示を実施。省エネ行動の普及促進を図った。来場者数の目標
68,600人に対して、81,155人が来場した。
（ウ）エコ・リフォームの相談≪実施≫
　平成23年度４月より、エコ・リフォーム相談を毎月第２土曜日午後
に実施（予約制）。

実施

横浜市4/62



２．個別事業に関する進捗状況等【家庭部門】 団体名 神奈川県横浜市

温室効果ガス削減量
（　暫　定　）

地域活力の創出等

平成２４年度の展開

取組の進捗状況 取組の計画

取組の成果

課題と改善方針

取組
方針

取組
内容

平成２３年度の進捗

計画との比較
主要

H23
予定

取組
番号

部門

-

▲85.4t-CO2

（ア）
1.67(t-CO2/世帯・年)※1
×7%※2×169世帯
=19.8t-CO2

（イ）
1.67(t-CO2/世帯・年）※1
×7％※2×562（世帯）＝
65.6t-CO2

※1 平成22年度横浜市家
庭部門の電力の使用によ
るCO2排出量263.9万t-
CO2（本市排出量調査
※）、横浜市世帯数158.3
万世帯（横浜市統計書）よ
り算出
※2  「地球温暖化対策地
方公共団体実行計画（区
域施策編）策定マニュア
ル（第1版）」（環境省、
H21.6）より、省エネナビ・
ＨＥＭＳの導入によるCO2
削減率

▲14.9t-CO2

家電の
買換え
誘導

4-(1) 家庭

実施

b
（ア）-b
（イ）-b

実施

（ア）省エネリーフレットの作成≪実施≫
　地球温暖化の原因であるCO2排出を削減するために、家庭でで
きる様々な対策を紹介するパンフレットを作成した。その中で、最
近の家電製品の省エネ性の向上を強く訴え、家電の買替え促進を
図った。

（イ）LEDメガワットキャンペーン≪実施≫
　3-(1)-(エ)に掲出

（ア）省エネナビの普及促進≪実施≫
　家庭での電力消費量及びそれに伴うCO2排出量をリアルタイム
に表示する「省エネナビ」を各区や企業等と協力して家庭に貸出す
ことによって家庭の電力消費量を見える化し、脱温暖化行動を促し
た。
　平成23年度は、区役所の窓口での貸出しに加えて、地区セン
ター等で貸出すことで、より一層の普及啓発に努めた。
　横浜グリーンバレーによる貸出し件数：20世帯
　１区１ゼロカーボンプロジェクトによる貸出し件数：149件
　

（イ）YGPによるHEMSの導入≪実施≫
　横浜グリーンパワーモデル事業にて一般家庭へのHEMS設置補
助562件。

a

（ア）
引き続き、省エネナビの貸出しを積極的に行い、市域への普及
促進に努める。

（イ）
東日本大震災を受け、家庭部門における節電・省エネが急務
となっていることから、市民の省エネ行動をさらに継続・促進さ
せるため、補助対象エリアを市内全域に拡大する。
創エネ・蓄エネへの市民ニーズの多様化に応えるため、補助
内容を拡充するとともに、事業者の対象を広げる。

（ア）
家電の買換により、市内経
済の活性化が期待される。

（ア）
より多くの機会を通じて、リーフ
レットを活用した広報が必要。

（ア）
作成したリーフレットを活用し、節電取組と合わせて市民への
広報啓発を図る。

（ア）-a
（イ）-a
（ウ）-b
（エ）-b
（オ）-b

（ア）ＹＥＳの推進≪実施≫
　脱温暖化行動推進のために、講座やイベントを開催し、身近な省
エネ行動へのきっかけづくりを行った（466講座（予定の250講座に
対して186％）を開催、参加者約34,800人、協働パートナー102団
体）。
【ＹＥＳ（ヨコハマ・エコ・スクール）とは】
　市民、市民活動団体、事業者、大学、行政などが実施する環境・
地球温暖化問題に関連する様々な講座、イベントなどの活動・取
組を、ヨコハマ・エコ・スクール（ＹＥＳ）という統一的なブランドのもと
に市民に提供する。

（ア）-b
（イ）-bb

（ア）
引き続き各区や企業に協力し
てもらい、長期間設置できるよ
うに協力してもらうことが必要
である。

（イ）
YSCPの更なる推進のため、事
業対象エリアを5区から18区に
拡大し、導入を促進する。

(ア)
　広報力の強化を図り、協働パートナーへの参画メリットを高
め、協働パートナー数を増やしていく。
また、協働パートナーとの連携・コミュニケーションを強化し、協
働パートナー間の交流の活性化による活動（講座数）の拡大を
図っていく。

(ア)
ＹＥＳに参加することで、省
エネ行動への関心が高まる
とともに身近な取組のきっ
かけとなり、エネルギー効
率の良い家電製品・設備の
導入への波及効果があった
と考えられる。

(ア)
　今後、更に協働パートナーの
拡大を図るとともに、脱温暖化
行動につながる講座の開催を
促進していく必要がある。

（ア）
　貸出によって各家庭にお
いて、取組の効果が表示さ
れることにより、省エネナビ
の普及促進・脱温暖化行動
の促進につながった。

（イ）
YGPモデル事業の実施によ
り、民間ノウハウを活用した
モデル取組が市内事業者
の参画のもと行われ、地域
経済活性化と今後のビジネ
スモデルの実現に寄与し
た。

◎

実施◎

家庭

エネル
ギーマ
ネジメン

ト

6-(1)

省エネナ
ビ、
HEMSの
普及

家庭5-(1)

ヨコハ
マ・エコ・
スクール
（ＹＥＳ）
の推進

市民の
生活様
式の転

換

家電対
策

横浜市5/62



２．個別事業に関する進捗状況等【家庭部門】 団体名 神奈川県横浜市

温室効果ガス削減量
（　暫　定　）

地域活力の創出等

平成２４年度の展開

取組の進捗状況 取組の計画

取組の成果

課題と改善方針

取組
方針

取組
内容

平成２３年度の進捗

計画との比較
主要

H23
予定

取組
番号

部門

　省エネ行動に取り組ん
だ場合のCO2削減量を、
平成22年度横浜市家庭
部門の世帯あたり電力の
使用によるCO2排出量
1.67t-CO2/世帯・年（※
本市排出量調査）の6％
（待機時電力消費分に相
当）と仮定し、34,800人の
参加者の内1%（普及率）
が家庭で省エネ行動に取
り組むことを期待して算
出。

100.0(kg-CO2/世帯・年)
×34,800(人)×158.3(万世
帯)÷369.0(万人）×1％＝
▲14.9t-CO2
※H23年度値について
は、今後取りまとめる予定

▲462.0t-CO2

(イ)
34863人のチェックシート
の集計結果を基に、７つ
の省エネ行動の取組状況
から削減効果を算出。
算出の際の各取組の省エ
ネ効果は「家庭の省エネ
大事典（2011年版 )」（省
エネルギーセンター）を引
用した。

5-(1)、26-(1)、26-(3)、26-
(4)、29-(1)に掲出

6-(3) 家庭

（オ）1区1ゼロカーボンプロジェクト≪実施≫
　　環境家計簿の取組、小・中学校・幼稚園・保育園への打ち水呼
びかけ、環境講座の開催、区庁舎等の照明の高効率化（LED化）、
緑のカーテン講習会の実施、電気自動車の導入等、各行政区の
特色・特性を活かした地球温暖化対策の取組を全区で実施した。

【各区における取組事業】
つるみ温暖化対策スタートダッシュ事業（鶴見区）、かながわｅｃｏス
クラムプロジェクト～かめの歩みでエコライフ～、神奈川公会堂
LED誘導灯設置事業（神奈川区）、西区「温暖化ストップしようエコ
しよう」区民運動推進事業（西区）、地球温暖化対策事業（中区）、
太陽熱利用給湯システム設置事業（南区）、省エネ・脱温暖化事業
（港南区）、ほどがやエコ活。推進事業（保土ケ谷区）、ＬＥＤ灯推進
事業（旭区）、いそごでエコプロジェクト、いそごＥＣＯアクション2011
（磯子区）、金沢区ＥＣＯ推進事業（金沢区）、港北エコアクション推
進事業（港北区）、あつまれエコファミリー（緑区）、「丘のエコハマ」
省エネ大作戦事業（青葉区）、つづき温暖化対策推進事業（都筑
区）、とつかエコライフ事業（戸塚区）、地球にやさしいまち”栄”推
進事業、３Ｒで未来に残そうやさしい地球事業（栄区）、エコ体験・
実感推進事業（泉区）、環境行動推進事業、瀬谷区３Ｒ推進事業
（瀬谷区）

実施

実施

a

環境に
配慮した
消費行
動・省エ
ネ行動
の促進

家庭

（イ）子ども省エネ大作戦≪実施≫
　平成23年度は、市内195小学校、34,863人が参加。夏休みに、家
庭で７つ（テレビ・あかり・エアコン・冷蔵庫・お風呂・くるま・買い物）
の省エネ行動を実践し、エコライフチェックシートに取組状況を記入
した。本事業への市内事業者からの協賛金は、WFP国連世界食糧
計画を通じたタジキスタンの植樹活動と、公益財団法人オイスカを
通じた東日本大震災の海岸林再生プロジェクトに寄付された。
（ウ）環境家計簿≪実施≫
　平成23年11月から、約25,000部を配布。市内公共施設をはじめ、
環境関連イベントなどで広く配布することで、家庭での省エネ行動
を促した。
（エ）節電対策と連動した省エネ行動の促進≪実施≫
　東日本大震災に端を発した電力不足に対応するため、様々な機
会・媒体を通じて、節電・省エネ行動をPRした。

(イ)
　夏休み中、小学生が家庭
や地域の人とともに環境活
動に取り組むことで地域活
力の創出につながる。

(ウ)
　自治会・町内会や消費生
活推進委員等に活用しても
らうことで、地域ぐるみでの
環境への取組が期待でき
る。

（エ）
節電の取組を通じて、市民
一人ひとりが改めて限りあ
るエネルギーについて理解
を深め、ライフスタイルの変
革の必要性について議論さ
れるようになった。

(イ)
本事業について、学校や事業
者、地域等へのさらなる広報
が必要。

(ウ)
　ＰＲ方法などを検討し、環境
家計簿についての周知を図る
とともに、新たな配布先を検討
する必要がある。

（エ）
節電を通じた省エネ行動への
関心の高まりを継続させ、低炭
素型のライフスタイルへの変革
に結び付けることが必要。

(イ)
平成24年度は、夏休みの取組テーマを省エネから環境全般
（地球温暖化、生物多様性、３Ｒ）に広げ、幅広い省エネ行動の
推進を図る。

(ウ)
　市内公共施設や環境関連イベントでの配布を継続して行い、
地球温暖化対策の家庭での取組みのツールとして、一層の普
及を図る。

（エ）
引き続き、節電・省エネ取組について、協力を得られるよう、広
報啓発を図る。

教育機関や企業と連携した
環境講座の開催や区の推
進組織との連携等を通じ、
地域に密着した温暖化対策
が展開できた。

普及啓発のより一層の推進に
は、各行政区の市民の要望等
に沿う必要があり、各行政区
の要望に合わせて事業を展開
していく。

（ア）-a
（イ）-a
（ウ）-b
（エ）-b
（オ）-b

（ア）ＹＥＳの推進≪実施≫
　脱温暖化行動推進のために、講座やイベントを開催し、身近な省
エネ行動へのきっかけづくりを行った（466講座（予定の250講座に
対して186％）を開催、参加者約34,800人、協働パートナー102団
体）。
【ＹＥＳ（ヨコハマ・エコ・スクール）とは】
　市民、市民活動団体、事業者、大学、行政などが実施する環境・
地球温暖化問題に関連する様々な講座、イベントなどの活動・取
組を、ヨコハマ・エコ・スクール（ＹＥＳ）という統一的なブランドのもと
に市民に提供する。

引き続き、地域密着型・地域主体型の取組として、区役所や区
の推進組織等を中心に普及啓発を柱とした事業を進める。

(ア)
　広報力の強化を図り、協働パートナーへの参画メリットを高
め、協働パートナー数を増やしていく。
また、協働パートナーとの連携・コミュニケーションを強化し、協
働パートナー間の交流の活性化による活動（講座数）の拡大を
図っていく。

(ア)
ＹＥＳに参加することで、省
エネ行動への関心が高まる
とともに身近な取組のきっ
かけとなり、エネルギー効
率の良い家電製品・設備の
導入への波及効果があった
と考えられる。

(ア)
　今後、更に協働パートナーの
拡大を図るとともに、脱温暖化
行動につながる講座の開催を
促進していく必要がある。

◎

実施

家庭

1区1ゼ
ロカーボ
ンプロ
ジェクト

6-(1)

ヨコハ
マ・エコ・
スクール
（ＹＥＳ）
の推進

市民の
生活様
式の転

換

6-(2)
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２．個別事業に関する進捗状況等【家庭部門】 団体名 神奈川県横浜市

温室効果ガス削減量
（　暫　定　）

地域活力の創出等

平成２４年度の展開

取組の進捗状況 取組の計画

取組の成果

課題と改善方針

取組
方針

取組
内容

平成２３年度の進捗

計画との比較
主要

H23
予定

取組
番号

部門

－

6-(3) 家庭

（オ）1区1ゼロカーボンプロジェクト≪実施≫
　　環境家計簿の取組、小・中学校・幼稚園・保育園への打ち水呼
びかけ、環境講座の開催、区庁舎等の照明の高効率化（LED化）、
緑のカーテン講習会の実施、電気自動車の導入等、各行政区の
特色・特性を活かした地球温暖化対策の取組を全区で実施した。

【各区における取組事業】
つるみ温暖化対策スタートダッシュ事業（鶴見区）、かながわｅｃｏス
クラムプロジェクト～かめの歩みでエコライフ～、神奈川公会堂
LED誘導灯設置事業（神奈川区）、西区「温暖化ストップしようエコ
しよう」区民運動推進事業（西区）、地球温暖化対策事業（中区）、
太陽熱利用給湯システム設置事業（南区）、省エネ・脱温暖化事業
（港南区）、ほどがやエコ活。推進事業（保土ケ谷区）、ＬＥＤ灯推進
事業（旭区）、いそごでエコプロジェクト、いそごＥＣＯアクション2011
（磯子区）、金沢区ＥＣＯ推進事業（金沢区）、港北エコアクション推
進事業（港北区）、あつまれエコファミリー（緑区）、「丘のエコハマ」
省エネ大作戦事業（青葉区）、つづき温暖化対策推進事業（都筑
区）、とつかエコライフ事業（戸塚区）、地球にやさしいまち”栄”推
進事業、３Ｒで未来に残そうやさしい地球事業（栄区）、エコ体験・
実感推進事業（泉区）、環境行動推進事業、瀬谷区３Ｒ推進事業
（瀬谷区）

実施

a

教育機関や企業と連携した
環境講座の開催や区の推
進組織との連携等を通じ、
地域に密着した温暖化対策
が展開できた。

普及啓発のより一層の推進に
は、各行政区の市民の要望等
に沿う必要があり、各行政区
の要望に合わせて事業を展開
していく。

（ア）-a
（イ）-a
（ウ）-b
（エ）-b
（オ）-b

引き続き、地域密着型・地域主体型の取組として、区役所や区
の推進組織等を中心に普及啓発を柱とした事業を進める。

1区1ゼ
ロカーボ
ンプロ
ジェクト

市民の
生活様
式の転

換

※1 アクションプラン上、平成23年度に取り組む（検討を含む。以下同じ。）こととしている事業すべてについて記載すること。（取組方針、取組内容、取組番号は、アクションプランから該当部分を転記すること。）  
   また、平成24年度以降に取り組むこととしていた事業で平成23年度に前倒しで行った事業についても、記載すること。（その場合、取組番号としては新-1、新-2・・・と記載すること。） 
   なお、平成22年度以前に前倒しで行った事業や新規追加を行った事業については、取組番号をＨ〇〇新-1、Ｈ〇〇新-2・・・と記載すること（Ｈ〇〇は、実施年度）。 
※2 「主要」の欄には、平成23年度に取り組んだ主要事業（温室効果ガス削減効果が大きい、特に先導性・モデル性に優れている等）について「○」を記載すること。また、そのうち「総括票」に記載したものについては、「◎」を記載すること。 
※3 「H23予定」の欄には、「実施」「着手」「検討」「検討・実施せず」から選択して記入すること。 
※4 「取組の進捗状況」の欄には、「＜実施＞」「＜着手＞」「＜検討＞」「＜検討・実施せず＞」から選択して記入した上で、状況を記載すること。 

※5 「計画との比較」欄は、アクションプランへの記載と比した進捗状況を示すものとし、「H23予定」欄と「取組の進捗状況」欄を比較して、以下の分類によりa）～d)の記号付すること。 
   a）計画に追加/計画を前倒し/計画を深掘りして実施、b）ほぼ計画通り、c)計画より遅れている、d)取り組んでいない 
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２．個別事業に関する進捗状況等【業務・産業・エネ転部門】 団体名 神奈川県横浜市

温室効果ガス削減量
（　暫　定　）

地域活力の創出等

現時点で未確定

今後、計画書制度に基づ
いた平成２３年度の報告
書から実績を把握し、温
室効果ガス削減量を算出
する予定。

▲781.0t-CO2

（エ）
助成対象事業の想定値
合算　272t-CO2
（新規機器の年間電力使
用量（kWh）－従来機器の
年間電力使用料（kWh））
×二酸化炭素換算係数
　（温室効果ガス排出量
算定方法を使用）

（ク）
助成対象事業（28件）の
削減量合計 509t-CO2

定量化は困難

業務・産
業・エネ
ルギー
転換

◎

7-(2)

実施

事業者
の省エ
ネ対策

地球温
暖化対
策計画
書制度
の強化

7-(1)

中小企
業の省
エネ支
援

エコ行動
を促進
する金
融商品
の開発

7-(3)

取組
方針

取組
内容

平成２３年度の進捗

主要部門
H23
予定

取組
番号 計画との比較

（ア）計画書制度の運用≪実施≫
　平成22年4月から、対象事業者の拡大、計画内容の拡充、削減
目標設定や省エネ対策の実施状況に対する評価・公表など、制度
内容を拡充して運用を開始した。平成23年度は17事業者から計画
書を、310事業者から報告書の提出を受け付けた。
　計画書制度対象事業者の基準排出量（平成21年度）の産業及び
業務部門排出量におけるカバー率は、市域排出量（平成21年度）
が確定した時点で算定するが、旧制度より向上している見込みで
ある。

計画書制度への適正遵守、
または計画内容の高評価
取得に向けて省エネ措置や
クレジット取得を講じること
で、省エネ関連企業の売上
貢献に波及効果があったと
考える。

平成２４年度の展開

取組の進捗状況 取組の計画

取組の成果

課題と改善方針

(イ)
関連団体等に対して周知を行い、計画書の任意提出数の拡大
を図る。

（ウ）
　「環境・経営支援資金」の利用要件を緩和し、保証料助成を
1/4から1/2に拡充した「環境・エネルギー対策資金」を実施す
る。

（エ）
　生産設備等の省エネルギー化を推進するため、省エネ・創エ
ネ及び節電に資する設備投資について、助成率を最大40％
（低炭素ものづくり促進事業として）上乗せし、経費の一部を助
成する。
　平成24年度は助成割合の拡充により事業者の設備投資意
欲を盛り立て、生産設備等の省エネルギー化を推進する。

（オ）
　引き続き、中小企業が所有する工場やビル等の省エネル
ギー化やCO2削減の対策を促進するため、専門の技術アドバ
イザーを派遣してアドバイスを実施する。
　
（キ）
　参入支援セミナーを引き続き開催するとともに、実際の研究
開発や販路開拓の支援など企業の参入ステージに応じた支援
メニューを拡充していく。

（ク）
緊急的な節電対策としてH23年度から新規に開始した事業で
あり、H24年度から7-(2)-（エ）に統合して継続する。

（ア）-b
（イ）-b
（ウ）-b
（エ）-a
（オ）-a
（カ）-b
（キ）-b
（ク）-a
（ケ）-b
（コ）-b
（サ）-b

　平成22年度及び平成23年度に計画を開始した事業者に対し
ては、７月末日までに、計画に基づく温室効果ガス排出抑制に
係る実施状況報告の提出を受け、状況を把握する。
　報告内容に対して指導・助言を行うとともに、立入調査も行う
ことで、さらなる排出抑制を促していく。

事業者が計画内容に基づき確
実に温室効果ガス排出抑制を
促すために、立入調査の実施
などの措置を講じていく必要が
ある。

実施

業務・産
業・エネ
ルギー
転換

実施

業務・産
業・エネ
ルギー
転換

b

中小企
業研究
開発促
進事業
（SBIR）
の拡充
による研
究開発

7-(4)

業務・産
業・エネ
ルギー
転換

（ケ）企業価値向上資金（環境経営支援）≪実施≫
　7-(2)-（ウ）に掲出

実施

　引き続き環境分野における新技術・新製品開発を重点分野
とし、一般の新技術・新製品開発より有利な条件で支援。
　更に、環境分野への参入を目指す事業者を支援するため、
技術導入にかかる経費を助成対象に加える。

　市内経済活性化に一定の
効果があった。

　助成件数が前年度の3件から
9件に大幅増となった背景に
は、震災後の電力使用抑制か
ら環境分野における技術開発
への関心が高まったことがあ
ると考えられる。このことから、
当該分野への新規参入を促進
する「技術導入枞」を新たに設
け、更なる支援を行う。

（イ）計画書制度の運用≪実施≫
　平成22年4月から、対象事業者の拡大、計画内容の拡充、削減
目標設定や省エネ対策の実施状況に対する評価・公表など、制度
内容を拡充して運用を開始した。本制度では、任意提出も出来ると
している。制度の実施状況等についてのフィードバック説明会を開
催した際に、制度対象以外の中小企業にも参加を呼びかけ、温暖
化対策を紹介した。
（ウ）企業価値向上資金（環境経営支援）≪実施≫
　事業活動による公害の発生防止や環境への配慮に取り組んで
いる中小企業者に必要な資金融資を実施している。平成23年度
は、融資対象者について要件を緩和し拡充を図った。
【平成23年度実績】
　①金融機関による融資実績　1件42,000(千円）
　②金融機関に対する預託金　321,000（千円）
　③信用保証料の助成　　　　　　　546（千円）
（エ）低炭素ものづくり促進（中小企業経営革新促進助成）≪実施
≫
　生産設備等の省エネルギー化を推進するため、中小製造業経営
革新促進助成の対象のうち、CO2削減に資する設備投資について
は助成率を8％（低炭素ものづくり促進事業として）上乗せし、経費
の一部を助成した（平成23年度実績：14件）。
（オ）低炭素ものづくり促進（省エネアドバイザー派遣）≪実施≫
　中小企業が所有する工場やビル等の省エネルギー化やCO2削
減の対策を促進するため、専門の技術アドバイザーを派遣してアド
バイスを実施した（平成23年度実績：142件）。
（カ）中小企業の省エネ支援≪実施≫
　市内中小企業者の省エネ行動を促進する為、震災の影響による
電力不足対応を紹介する、省エネセミナーを開催した。セミナー開
催4回。参加者数：201名
（キ）環境・温暖化対策分野産業振興≪実施≫
　市内中小企業の環境・エネルギー分野への参入を支援するため
セミナーを５回開催した。（総参加者数：約1,000名）
（ク）中小製造業節電対策助成制度の実施
市内のものづくりを担う中小製造事業者が実施する一定の節電効
果をもつ設備や機器の更新や新設などの設備投資に対して、経費
の助成を実施した。（28件）

（コ）SBIRの拡充による研究開発・事業化支援≪実施≫
　中小企業研究開発促進事業（SBIR）の温暖化対策技術開発支援
として、市内事業者中小企業9社の技術開発支援を実施し、販路
開拓支援認定制度の環境部門で4商品を認定した。

（エ）（オ）
　中小企業に対し、温暖化
対策に資する省エネ設備の
助成・アドバイザー派遣を
行うことによって、地域経済
の活性化に一助を与えた。

（ク）
工事発注による雇用創出が
なされた。

(イ)
任意提出を促すため、制度の
周知を行うなどの必要がある。

（エ）
　申請・助成件数が前年度の2
件から14件に大幅増となった
背景には、震災後の電力使用
抑制から省エネ機器導入への
関心が高まったことがあると考
えられる。このことから、ものづ
くり過程における省エネルギー
化を更に促進するため、上乗
せ助成率を8％から最大40％
に引き上げる。
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２．個別事業に関する進捗状況等【業務・産業・エネ転部門】 団体名 神奈川県横浜市

温室効果ガス削減量
（　暫　定　）

地域活力の創出等

取組
方針

取組
内容

平成２３年度の進捗

主要部門
H23
予定

取組
番号 計画との比較

平成２４年度の展開

取組の進捗状況 取組の計画

取組の成果

課題と改善方針

-

定量化は困難

-

現時点で未確定

今後、H23年度の東京電力
のCO2排出係数に基づき、
市全体の排出量にて進捗管

理を行う。

定量化は困難

-

▲3.6t-CO2

実施

業務・産
業・エネ
ルギー
転換

9-(4)

業務・産
業・エネ
ルギー
転換

事業者
の省エ
ネ対策

環境・エ
ネル
ギービ
ジネス・
技術の
拡大（横
浜グ
リーン
バレー）

エネル
ギー供
給対策

業務・産
業・エネ
ルギー
転換

横浜グ
リーンバ
レーの
推進（省
エネ・再
エネ・未
利用エ
ネの導
入推進・
連携・環
境教育）

市内中
小企業と
大手企
業等との
技術連
携の推
進

9-(2)

市域へ
のエネ
ルギー
供給に
関する
情報の
把握

（カ）
　エネルギーモニタリング事業
で得られた知見の活用を検討
する必要がある。
（キ）
電気自動車シェアリング事業
の拡充と推進が必要である。
（ク）
引き続き地元企業や大学とと
もに環境先進エリアを構築する
ため、関係強化が必要である。
　地元企業の中で環境講座や
環境教育へ取組む風土作りが
必要である。
（ケ）
有識者や地元事業者から知見
を得ることで、横浜型ブルー
カーボンの定義を確立する。
（コ）
生ごみの回収や前処理に係る
コストの削減。
生ごみの分別という市民負担
がある中での協力率の向上や
異物混入率の低減。
（サ）
周辺施設と連携した環境教育
プログラムの展開を検討しま
す。

実施

実施

（オ）横浜グリーンバレー（公共施設の低炭素技術集中導入モデル
事業）≪実施≫
 23-(1)-（イ）に掲出
（カ）エネルギーモニタリング≪実施≫
　横浜グリーンバレー地区の住宅20世帯及び20事業所において、
エネルギーモニタリングを実施し、さまざまな特性を持った家庭部
門及び産業部門のエネルギー需要量・需要パターンを把握した。
（キ）電気自動車の利活用≪実施≫
　横浜金沢産業連絡協議会の会員企業内（5社）で電気自動車の
シェアリングを継続した。また、電気自動車のシェアリング事業にお
いて、会員証の代わりに運転免許証で本人認証ができるシステム
を取り入れるなど、地元企業の技術を活用した。
（ク）環境イベント、環境教育講座の開催≪実施≫
　横浜金沢産業連絡協議会と連携して環境メッセを開催し、地元企
業の環境関連技術を周知した。
　横浜市立大学、関東学院大学と連携して環境講座を開催した
（全2回）。
（ケ）海洋資源を用いた地球温暖化対策≪実施≫
　横浜グリーンバレー地区における、海洋資源を用いた地球温暖
化対策の実施検討を行った。
（コ）生ごみ回収・資源化調査事業≪実施≫
　平成23年12月より、２つのモデル地区にある計614世帯において
生ごみのバイオガス化実証実験を実施し、分別協力率や環境負荷
低減効果などを分析することで、本市に適した生ごみ資源化手法
を検討した。
（サ）金沢動物園エコ森プロジェクト≪実施≫
　市内の小中学校３校をモニター校とし、環境教育プログラムの実
施・検証を行った。また、金沢自然公園の生物調査を行った。
（シ）YGPによるHEMS+太陽光発電の導入≪実施≫
　HEMSは5-(1)-（イ）、太陽光発電は22-(1)-（ア）に掲出

◎

（イ）情報発信と技術連携の推進≪実施≫
　市内中小企業が環境・エネルギー関連の技術・製品、研究成果
等の情報を発信・交換できる機会を設けました（セミナー11回開
催、延べ参加者405人）。
（ウ）市内中小企業と大手企業との技術連携の推進≪実施≫
　横浜金沢産業連絡協議会と連携して環境メッセを開催し、地元企
業の環境関連技術を周知した。
　横浜市立大学、関東学院大学と連携して環境講座を開催した
（全2回）

（エ）省エネ・エコ商品の情報提供≪実施≫
　7-(5)-(サ)に掲出

（イ）
　企業や大学等による脱温暖化につながる技術や研究成果等
の連携を図るため、専門家によるコーディネートを推進する。
（ウ）
　金沢産業連絡協議会、地元事業者とともに横浜グリーンバ
レーを推進する組織を構築する。
　横浜市立大学、関東学院大学と連携した環境講座を開催す
る。

（ウ）
　引き続き地元企業や大学とと
もに環境先進エリアを構築する
ため、関係強化が必要である。
　地元企業の中で環境講座や
環境教育へ取組む風土作りが
必要である。

b

（ア）-b
（イ）-a
（ウ）-b
（エ）-b
（オ）-b
（カ）-c
（キ）-b
（ク）-b
（ケ）-b
（コ）-b
（サ）-b
（シ）-c

（カ）
　省エネナビを活用することで、市民世帯ごとの省エネ意識高
揚に努める。
（キ）
電気自動車によるカーシェアリングを継続し、交通分野におけ
る温室効果ガス削減に努める。さらに、本事業による環境及び
経済効果などを分析し、実用化に向けたスキーム作りを検討
する。
（ク）
　金沢産業連絡協議会、地元事業者とともに横浜グリーンバ
レーを推進する組織を構築する。
　横浜市立大学、関東学院大学と連携した環境講座を開催す
る。
（ケ）
　継続して実証実験を行い、有識者や地元事業者と議論をす
すめていく。
（コ）
　同じモデル地区で引き続き実施するともに、本市にふさわし
い資源化の方向性について検討を進める。
（サ）
実施した金沢自然公園の生物調査の結果を基に、児童・生徒
向けのテキストを作成し、周辺施設と連携した環境教育プログ
ラムの展開を検討します。
また、金沢動物園の再整備（エコ森）について事業計画を策定
します。

（カ）
地元企業及び住宅団地で
エネルギーモニタリング事
業を推進した。

（キ）
地元企業及び住宅団地で
電気自動車シェアリング事
業を推進した。また地元企
業の技術研鑽に寄与した。

（ク）
地元企業と環境産業を育成
していくための関係を構築し
た。
　地元大学と協力した環境
講座を開催した。

（ケ）
地元の横浜・八景島シーパ
ラダイスと協働して実施し
た。

（サ）
市内の小中学校３校のモニ
ター校と環境教育プログラ
ムを行った。

事業者
から消
費者へ
の省エ
ネ・エコ
商品情
報提供

9-(3)

9-(1)

中小企
業研究
開発促
進事業
（SBIR）
の拡充
による研
究開発

8-(1)

（ア）-b
（イ）-b
（ウ）-b
（エ）-a
（オ）-a
（カ）-b
（キ）-b
（ク）-a
（ケ）-b
（コ）-b
（サ）-b

市内経済の活性化効果が
あった。

継続的にグリーン購入を推進
すると共に、商品の情報を更
新し情報提供する必要があ
る。

実施

実施

実施

業務・産
業・エネ
ルギー
転換

（ウ）
　地元企業と環境産業を育
成していくための関係を構
築した。
　地元大学と協力した環境
講座を開催した。

（ア）SBIRの拡充による研究開発・事業化支援≪実施≫
　7-(4)-（コ）に掲出

業務・産
業・エネ
ルギー
転換

業務・産
業・エネ
ルギー
転換

b

（ア）市域へのエネルギー供給に関する情報の把握≪実施≫
　平成２２年４月に改正した「横浜市生活環境の保全等に関する条
例」に基づき、エネルギー供給事業者への情報提供依頼制度の運
用を行い、市として必要な情報を把握している。

中小企
業研究
開発促
進事業
（SBIR）
の拡充
による研
究開発

7-(4)

業務・産
業・エネ
ルギー
転換

事業者
から消
費者へ
の省エ
ネ・エコ
商品情
報提供

7-(5)
引き続きグリーン購入を推進すると共に、商品の情報を提供し
ていく。

　引き続き環境分野における新技術・新製品開発を重点分野
とし、一般の新技術・新製品開発より有利な条件で支援。
　更に、環境分野への参入を目指す事業者を支援するため、
技術導入にかかる経費を助成対象に加える。

引き続き条例による運用を行うとともに、国の制度の動向や効
果を見極め、必要に応じ本市の制度を検討する。

H23年度の電気事業者のCO2
排出係数はまだ公表されてい
ない。公表され次第、H23年度
の電気事業者の排出係数に基
き排出量の進捗管理を行う。

　市内経済活性化に一定の
効果があった。

　助成件数が前年度の3件から
9件に大幅増となった背景に
は、震災後の電力使用抑制か
ら環境分野における技術開発
への関心が高まったことがあ
ると考えられる。このことから、
当該分野への新規参入を促進
する「技術導入枞」を新たに設
け、更なる支援を行う。

-

（サ）省エネ・エコ商品の情報提供≪実施≫
　　横浜グリーン購入ネットワーク（横浜GPN）の会員として、グリー
ン購入に取り組むと共に、ホームページを利用して事業者や消費
者に対して環境に配慮した物品等の情報提供を行った。

（コ）SBIRの拡充による研究開発・事業化支援≪実施≫
　中小企業研究開発促進事業（SBIR）の温暖化対策技術開発支援
として、市内事業者中小企業9社の技術開発支援を実施し、販路
開拓支援認定制度の環境部門で4商品を認定した。

b

横浜市9/62



２．個別事業に関する進捗状況等【業務・産業・エネ転部門】 団体名 神奈川県横浜市

温室効果ガス削減量
（　暫　定　）

地域活力の創出等

取組
方針

取組
内容

平成２３年度の進捗

主要部門
H23
予定

取組
番号 計画との比較

平成２４年度の展開

取組の進捗状況 取組の計画

取組の成果

課題と改善方針

（カ）
5-(1)に掲出

（キ）
(1.69-0.27)(t-CO2/台・
年)×1台=1.4(t-CO2)
(自家用車1台あたりガソリ
ンの使用によるCO2排出
量-ＥＶ1台あたり電力の
使用によるCO2排出量)×
導入台数

（コ）
削減効果＝（288(kWh/t)
－63(kWh/t))×
（35.09(kg/世帯)×204(世
帯)＋47.08(kg/世帯)×
410(世帯)）×0.375(kg-
CO2/kWh)
＝▲2.2t-CO2

定量化は困難

（ア）
ヨコハマ３Ｒ夢プラン（横
浜市一般廃棄物処理基
本計画）で「ごみ処理に伴
う温室効果ガス」の削減
総量を進捗管理する。

定量化は困難

（オ）
ヨコハマ３Ｒ夢プラン（横
浜市一般廃棄物処理基
本計画）で「ごみ処理に伴
う温室効果ガス」の削減
総量を進捗管理する。

9-(4)

業務・産
業・エネ
ルギー
転換

環境・エ
ネル
ギービ
ジネス・
技術の
拡大（横
浜グ
リーン
バレー）

横浜グ
リーンバ
レーの
推進（省
エネ・再
エネ・未
利用エ
ネの導
入推進・
連携・環
境教育）

（カ）
　エネルギーモニタリング事業
で得られた知見の活用を検討
する必要がある。
（キ）
電気自動車シェアリング事業
の拡充と推進が必要である。
（ク）
引き続き地元企業や大学とと
もに環境先進エリアを構築する
ため、関係強化が必要である。
　地元企業の中で環境講座や
環境教育へ取組む風土作りが
必要である。
（ケ）
有識者や地元事業者から知見
を得ることで、横浜型ブルー
カーボンの定義を確立する。
（コ）
生ごみの回収や前処理に係る
コストの削減。
生ごみの分別という市民負担
がある中での協力率の向上や
異物混入率の低減。
（サ）
周辺施設と連携した環境教育
プログラムの展開を検討しま
す。

b

（ア）-b
（イ）-b
（ウ）-b
（エ）-b
（オ）-a
（カ）-b

実施

（オ）横浜グリーンバレー（公共施設の低炭素技術集中導入モデル
事業）≪実施≫
 23-(1)-（イ）に掲出
（カ）エネルギーモニタリング≪実施≫
　横浜グリーンバレー地区の住宅20世帯及び20事業所において、
エネルギーモニタリングを実施し、さまざまな特性を持った家庭部
門及び産業部門のエネルギー需要量・需要パターンを把握した。
（キ）電気自動車の利活用≪実施≫
　横浜金沢産業連絡協議会の会員企業内（5社）で電気自動車の
シェアリングを継続した。また、電気自動車のシェアリング事業にお
いて、会員証の代わりに運転免許証で本人認証ができるシステム
を取り入れるなど、地元企業の技術を活用した。
（ク）環境イベント、環境教育講座の開催≪実施≫
　横浜金沢産業連絡協議会と連携して環境メッセを開催し、地元企
業の環境関連技術を周知した。
　横浜市立大学、関東学院大学と連携して環境講座を開催した
（全2回）。
（ケ）海洋資源を用いた地球温暖化対策≪実施≫
　横浜グリーンバレー地区における、海洋資源を用いた地球温暖
化対策の実施検討を行った。
（コ）生ごみ回収・資源化調査事業≪実施≫
　平成23年12月より、２つのモデル地区にある計614世帯において
生ごみのバイオガス化実証実験を実施し、分別協力率や環境負荷
低減効果などを分析することで、本市に適した生ごみ資源化手法
を検討した。
（サ）金沢動物園エコ森プロジェクト≪実施≫
　市内の小中学校３校をモニター校とし、環境教育プログラムの実
施・検証を行った。また、金沢自然公園の生物調査を行った。
（シ）YGPによるHEMS+太陽光発電の導入≪実施≫
　HEMSは5-(1)-（イ）、太陽光発電は22-(1)-（ア）に掲出

◎

b

（ア）-b
（イ）-a
（ウ）-b
（エ）-b
（オ）-b
（カ）-c
（キ）-b
（ク）-b
（ケ）-b
（コ）-b
（サ）-b
（シ）-c

（カ）
　省エネナビを活用することで、市民世帯ごとの省エネ意識高
揚に努める。
（キ）
電気自動車によるカーシェアリングを継続し、交通分野におけ
る温室効果ガス削減に努める。さらに、本事業による環境及び
経済効果などを分析し、実用化に向けたスキーム作りを検討
する。
（ク）
　金沢産業連絡協議会、地元事業者とともに横浜グリーンバ
レーを推進する組織を構築する。
　横浜市立大学、関東学院大学と連携した環境講座を開催す
る。
（ケ）
　継続して実証実験を行い、有識者や地元事業者と議論をす
すめていく。
（コ）
　同じモデル地区で引き続き実施するともに、本市にふさわし
い資源化の方向性について検討を進める。
（サ）
実施した金沢自然公園の生物調査の結果を基に、児童・生徒
向けのテキストを作成し、周辺施設と連携した環境教育プログ
ラムの展開を検討します。
また、金沢動物園の再整備（エコ森）について事業計画を策定
します。

（カ）
地元企業及び住宅団地で
エネルギーモニタリング事
業を推進した。

（キ）
地元企業及び住宅団地で
電気自動車シェアリング事
業を推進した。また地元企
業の技術研鑽に寄与した。

（ク）
地元企業と環境産業を育成
していくための関係を構築し
た。
　地元大学と協力した環境
講座を開催した。

（ケ）
地元の横浜・八景島シーパ
ラダイスと協働して実施し
た。

（サ）
市内の小中学校３校のモニ
ター校と環境教育プログラ
ムを行った。

飲食店
等にお
けるリ
ユース
容器の
利用拡
大等

業務・産
業・エネ
ルギー
転換

（オ）発生抑制等推進事業≪実施≫
　利用者が持参したマイボトルに飲み物を入れて販売したり、無料
で水などを提供する店舗等である「マイボトルスポット」の拡大（４
か所→24か所）やPR等を通じて、マイボトルの活用を推進した。
（イ）生ごみ回収・資源化調査事業≪実施≫
　9-(4)-（コ）に掲出
（ウ）ごみ組成等調査費≪実施≫
　10-(1)-（ウ）に掲出
（エ）ごみ組成等調査費（各区）≪実施≫
　10-(1)-（エ）に掲出

（オ）
　観光スポットや地域のコ
ミュニティサロン等、各地域
にある様々なマイボトルス
ポットのPRを行った。

（オ）
マイボトルの利用に関する各
種イベント等でのPRの実施な
ど、地域における広報活動を
進める。

リデュー
ス（発生
抑制）の
推進

宿泊施
設等に
おける使
い捨てア
メニティ
の削減

（オ）
　引き続き、マイボトルスポットの拡大を図る。
　各種イベントにおけるリユース食器の利用拡大を目的とし
て、市民・事業者とともにプロジェクト会議を設置し、課題の整
理や解決策の検討等を進め、利用の拡大を図る。

（ア）
　キャンペーンに協力した宿
泊施設について、大手の宿
泊予約サイトに特集ページ
を立ち上げてＰＲを行い、集
客力のアップを図った。

（ア）
九都県市廃棄物問題検討委員会ＨＰ等において、アメニティ
グッズの持参について呼びかけを行う。
（ウ）（エ）
　平成24年度も引き続き実施。

10-(2)

実施

（ア）発生抑制等推進事業≪実施≫
　九都県市廃棄物問題検討委員会　減量化・再資源化部会におい
て、「私はエコ宿泊宣言」キャンペーンを実施した。宿泊施設はアメ
ニティグッズの設置や補充を省いた割引付きのプランを販売し、利
用者に対してアメニティグッズの持参を呼びかけるキャンペーンを
実施した。
（イ）生ごみ回収・資源化調査事業≪実施≫
　9-(4)-（コ）に掲出
（ウ）ごみ組成等調査費≪実施≫
　４つのごみ焼却工場で実際に燃やされるごみの組成を調査し、
温室効果ガスの排出状況を推計して、3Ｒ夢プランの進行管理に役
立てた。
（エ）ごみ組成等調査費（各区）≪実施≫
　全18区の家庭ごみの組成ついて調査し、ごみの分別率などの状
況と対策について検討し、3Ｒ夢プランの進行管理に役立てた。

（ア）
　宿泊市場そのもので値崩れ
が起き、価格訴求力が低下し
たため、アメニティグッズを持
参すること自体のＰＲに力を入
れる。
（ウ）（エ）
適切な進行管理と市民へのわ
かりやすい啓発。

10-(1)

業務・産
業・エネ
ルギー
転換
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２．個別事業に関する進捗状況等【業務・産業・エネ転部門】 団体名 神奈川県横浜市

温室効果ガス削減量
（　暫　定　）

地域活力の創出等

取組
方針

取組
内容

平成２３年度の進捗

主要部門
H23
予定

取組
番号 計画との比較

平成２４年度の展開

取組の進捗状況 取組の計画

取組の成果

課題と改善方針

定量化は困難

（カ）
ヨコハマ３Ｒ夢プラン（横
浜市一般廃棄物処理基
本計画）で「ごみ処理に伴
う温室効果ガス」の削減
総量を進捗管理する。

10-(3)

業務・産
業・エネ
ルギー
転換

b

（ア）-b
（イ）-b
（ウ）-b
（エ）-b
（オ）-a
（カ）-b

（カ）
ア　対象店舗及び市民に取
組への参加・協力を得るこ
とができた。また、取組に賛
同いただける事業者を拡大
することができた。
イ　店舗及び市民に参加・
協力を得ることができた。
ウ　登録制度を契機として、
３Ｒに取り組む事業者を拡
大することができた。

（カ）
ア　賛同事業者の拡大。普及・
啓発のためのPR方法の改善。
イ　イベント実施事業者の拡
大。
ウ　登録事業者の拡大。

（カ）
ア　引き続き関内地区での賛同事業者の拡大を図る。他地区
での展開に向けた検討を行う。
イ　他地区や他事業者とイベント実施を図る。
ウ　引き続き、登録事業者の拡大を図る。

（カ）発生抑制等推進事業≪実施≫
ア　関内地区の７社28店舗のコンビニエンスストアにおいて、買い
物時にマイバックを利用することで不要なレジ袋を断る取組を推進
した。
イ　発泡スチロールでできた食品トレーを使用しない食料品の販売
イベントをスーパー３店舗で行った。
ウ　ウェブサイト上で、３Ｒに積極的に取り組む事業者を登録する
制度を開始し、50事業者の登録を得ることができた。
（イ）生ごみ回収・資源化調査事業≪実施≫
　9-(4)-（コ）に掲出
（ウ）ごみ組成等調査費≪実施≫
　10-(1)-（ウ）に掲出
（エ）ごみ組成等調査費（各区）≪実施≫
　10-(1)-（エ）に掲出

不要なレ
ジ袋等
容器包
装の削
減

リデュー
ス（発生
抑制）の
推進

※1 アクションプラン上、平成23年度に取り組む（検討を含む。以下同じ。）こととしている事業すべてについて記載すること。（取組方針、取組内容、取組番号は、アクションプランから該当部分を転記すること。）  
   また、平成24年度以降に取り組むこととしていた事業で平成23年度に前倒しで行った事業についても、記載すること。（その場合、取組番号としては新-1、新-2・・・と記載すること。） 
   なお、平成22年度以前に前倒しで行った事業や新規追加を行った事業については、取組番号をＨ〇〇新-1、Ｈ〇〇新-2・・・と記載すること（Ｈ〇〇は、実施年度）。 
※2 「主要」の欄には、平成23年度に取り組んだ主要事業（温室効果ガス削減効果が大きい、特に先導性・モデル性に優れている等）について「○」を記載すること。また、そのうち「総括票」に記載したものについては、「◎」を記載すること。 
※3 「H23予定」の欄には、「実施」「着手」「検討」「検討・実施せず」から選択して記入すること。 
※4 「取組の進捗状況」の欄には、「＜実施＞」「＜着手＞」「＜検討＞」「＜検討・実施せず＞」から選択して記入した上で、状況を記載すること。 

※5 「計画との比較」欄は、アクションプランへの記載と比した進捗状況を示すものとし、「H23予定」欄と「取組の進捗状況」欄を比較して、以下の分類によりa）～d)の記号付すること。 
   a）計画に追加/計画を前倒し/計画を深掘りして実施、b）ほぼ計画通り、c)計画より遅れている、d)取り組んでいない 
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２．個別事業に関する進捗状況等【運輸部門】 団体名 神奈川県横浜市

温室効果ガス削減量
（　暫　定　）

地域活力の創出等

定量化は困難

-

▲98.4t-CO2

講習会参加者が全員エコ
ドライブを実施するものと
して算出。
削減効果＝328.0(kg-
CO2/人・年)×300(人)＝
▲98.4t-CO2

▲592.3t-CO2

（ア）
自家用車1台あたりガソリ
ンの使用によるCO2排出
量と電気自動車1台あたり
EV・PHVの使用による
CO2排出量の差分より算
定
削減効果＝（1.69－0.25）
(t-CO2/台・年)×65(台)
＋(1.69－0.34)(t-CO2/
台・年)×198(台)＋(1.69
－0.30)(t-CO2/台・年)×
38(台)＋（1.69－0.461）(t-
CO2/台・年)×57(台)＝▲
441t-CO2

（イ）
代替車両1台あたりCO2
排出量と九都県市指定低
公害車1台あたりCO2排
出量の差分より算定
ア低燃費貨物車78台
　削減効果＝（12.24(t-
CO2/台・年)－10.91(t-
CO2/台・年)）×78(台)＝
▲103.7t-CO2
イ低燃費バス27台
　削減効果＝（11.98(t-
CO2/台・年)－10.69(t-
CO2/台・年)）×27(台)＝
▲34.8t-CO2
ウＣＮＧ車6台
　削減効果＝（12.24(t-
CO2/台・年)－10.10(t-
CO2/台・年)）×6(台)＝▲
12.84t-CO2

12-(1)-(ア)に含む

購入の補助利用による需要
喚起に資する。

（ア）電気自動車・プラグインハイブリッド車の導入補助≪実施≫
　電気自動車（日産自動車リーフ198台、三菱自動車アイミーブ65
台、三菱自動車ミニキャブミーブ38台）、プラグインハイブリッド自
動車（トヨタ自動車プリウスＰＨＶ57台）の購入補助することで、普
及促進を図った。（目標300台に対して119％）

（イ）低公害車の普及促進≪実施≫
　九都県市指定低公害車（低燃費貨物車78台、低燃費バス27
台）、ＣＮＧ車（6台）に助成することによって普及促進を図った。

引き続き、購入補助を実施し、普及促進を図る。

自発的
な交通
行動変
容

クリー
ンエネ
ル
ギー・
低燃
費・低
排出ガ
ス車の
普及

導入イン
センティ
ブ

11-(2) 実施

（ア）（イ）
引き続き、購入補助を実施し、普及促進を図る。

走行イン
フラ

12-(2) 運輸

（ア）（イ）
補助制度の周知拡大が必要で
ある。

補助制度の周知拡大が必要で
ある。

b
（ア）-a
（イ）-b
（ウ）-b

実施

運輸

12-(1) 運輸

実施

（ウ）充電インフラ設備の設置補助≪実施≫
　電気自動車の倍速充電スタンドの設置費用の一部を補助するこ
とで、インフラ整備の普及促進を図った（45基。目標の80基に対し
56％）。

引き続き、交通事業者と連携しながらモビリティマネジメントを
推進するとともに、主に郊外区を対象とした学校教育モビリティ
マネジメントに取り組む。

（イ）エコドライブの促進≪実施≫
　九都県市や（社）日本自動車連盟、横浜市地球温暖化対策推進
協議会等の関係団体や企業との連携により、事業者や市民がエコ
ドライブを体験し習得できるよう、エコドライブ簡易診断システム等
を活用した燃費改善事業やエコドライブ講習会（参加数300人（集
計中））を実施した。

エコドライブの実践によるＣ
Ｏ２削減行動の機運拡大

啓発機会の拡大が必要であ
る。

引き続き、講習会を実施する。

（ア）モビリティマネジメントの推進≪実施≫
　神奈川区を中心に試験運行を行うバス路線の沿線住民を対象
に、バスマップなど路線バスに関する情報を提供することによっ
て、バスの利用を促進した。

試験運行バス路線の沿線
住民が、公共交通機関であ
る路線バスを認識し、利用
のきっかけ作りとなった。

b
（ア）-b
（イ）-b

特定の地区だけでなく、横浜市
全体に取組を広げていく必要
がある。

平成２４年度の展開

取組の進捗状況 取組の計画

取組の成果

課題と改善方針計画との比較

取組
方針

取組
内容

平成２３年度の進捗

主要部門
H23
予定

取組
番号

運輸

（ア）（イ）
購入の補助利用による需要
喚起に資する。

実施

◎

モビリ
ティマネ
ジメント
の推進

11-(1)

エコドラ
イブの促
進
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２．個別事業に関する進捗状況等【運輸部門】 団体名 神奈川県横浜市

温室効果ガス削減量
（　暫　定　）

地域活力の創出等

平成２４年度の展開

取組の進捗状況 取組の計画

取組の成果

課題と改善方針計画との比較

取組
方針

取組
内容

平成２３年度の進捗

主要部門
H23
予定

取組
番号

※電気自動車の普及と一
体であるため、12-(1)に含
まれる。

定量化は困難

-

定量化は困難

（エ）
山下長津田線(長津田地
区)の開通

定量化は困難

-

定量化は困難

（イ）ITS活用方策検討調査≪検討≫
　警察庁等関係機関と連携し、プローブ車両の普及を図ると共に、
路上に設置した光ビーコンを通じて収集したプローブ情報を活用す
ることにより交通の円滑化を促進し、車両から排出されるCO2削減
を図るための方策について、警察庁等からの提案・要望をもとに検
討を開始したが、その後の警察庁等の動向を踏まえて協議終了と
なった。

（ア）
事業者や関係機関との調
整が図られた。
（イ）
横浜駅周辺地区等の回遊
性が向上したほか、バリア
フリー化により交通利便性
の向上、沿線の活性化が図
られた。

b

運輸

（ア）
基本構想策定済地区の事後
評価方法や、今後の新規策定
地区の方向性が確定していな
い。

（ア）-b
（イ）-b
（ウ）-b
（エ）-b
（オ）-b
（カ）-b

b
（ア）-b
（イ）-b

14-(2) 運輸

運輸 実施
（ア）電気自動車の利活用≪実施≫
　9-(4)-（キ）に掲出

- - 平成23年度で事業終了

（ウ）横浜環状道路の整備≪着手≫
南線：調査、設計、用地取得、工事
北線：調査、設計、用地取得、工事
北西線：事業化検討
　
（エ）幹線道路の整備≪着手≫
都市の骨格となる幹線道路網の整備を促進した（2路線2地区
0.3km完成）。
　
（オ）地域道路の整備(駅まで15分道路の整備）≪実施≫
事業効果の高いバス路線等の市民生活に密着した地域の道路を
中心に、バスベイ設置や右折レーンを設置する交差点改良等を実
施した。（3地区約760ｍ完成）

（オ）
ボトルネックの解消等によ
り、交通の円滑化が図られ
た。

- -

（ア）
神奈川東部方面線の西谷～羽沢間（相鉄･JR直通線）は引続
き用地取得･工事を進める。羽沢～日吉間(相鉄･東急直通線)
は都市計画決定後、用地取得や工事に着手する。
（イ）
鉄道の整備効果をあらためて検討し、運輸政策審議会答申路
線の必要性や事業の採算性についてまとめる。

（ウ）
事業費の確保
用地取得
地元住民の理解促進

（オ）
地域道路関連予算は一昨年
から半減しており、選択と集中
により効果的で効率的な整備
だ必要である。

（ウ）
南線：調査、設計、用地取得、工事
北線：調査、設計、用地取得、工事
北西線：調査、設計、用地取得

（エ）
引き続き、3環状１０放射道路等を中心に、都市の骨格となる
幹線道路網の整備を促進する。

（オ）
引き続き、事業効果の高いバス路線等の市民生活に密着した
地域の道路を中心に、バスベイ設置や右折レーンを設置する
交差点改良等を実施する。

購入の補助利用による需要
喚起に資する。

引き続き、購入補助を実施し、普及促進を図る。

運輸

（ア）-b
（イ）-b
（ウ）-b
（エ）-b
（オ）-b

b

着手運輸

着手

クリー
ンエネ
ル
ギー・
低燃
費・低
排出ガ
ス車の
普及

走行イン
フラ

12-(2) 運輸

（ア）
引き続き、基本構想の策定を進めるとともに、基本構想策定済
地区の事後評価方法や、今後の新規策定地区の方向性の検
討を行う。
（イ）
２３年度で事業完了
（ウ）
引き続き駅舎改良および周辺整備に向けた計画を進める。

補助制度の周知拡大が必要で
ある。

b
（ア）-a
（イ）-b
（ウ）-b

駅及び
駅周辺
のシー
ムレス化
の推進

15-(1)

交通
ネット
ワーク
整備

自動車
の効率
的利用

自家用
車から
徒歩・
自転
車・公
共交通
への利
用転換

道路ネッ
トワーク
の整備

13-(2)

カーシェ
アリング
の普及
促進

14-(1)

実施

検討

（ア）まちのバリアフリー化推進調査≪実施≫
本郷台駅周辺地区、大口駅・子安駅周辺地区で基本構想を策定
し、本市内の策定地区が11地区に達した。引き続き二俣川駅周辺
地区、金沢文庫駅・金沢八景駅周辺地区の2地区で策定を進める
とともに、いずみ中央駅・立場駅周辺地区で策定に着手した。
（イ）横浜駅整備事業（自由通路整備）≪実施≫
横浜駅周辺整備として、駅東西の一体化と回遊性の強化のため
「きた通路」「みなみ通路」「南北連絡通路」を整備した。２３年度で
事業が完了した。
（ウ）関内・関外地区活性化推進事業（関内駅北口及び周辺整備
事業）≪着手≫
駅舎改良および周辺整備に向けて計画に着手した。

実施

（ウ）充電インフラ設備の設置補助≪実施≫
　電気自動車の倍速充電スタンドの設置費用の一部を補助するこ
とで、インフラ整備の普及促進を図った（45基。目標の80基に対し
56％）。

（ア）神奈川東部方面線の整備≪着手≫
　神奈川東部方面線の西谷～羽沢間（相鉄･JR直通線）は引続き
用地取得･工事を進めた。羽沢～日吉間(相鉄･東急直通線)は都
市計画･環境影響評価手続を進め、環境影響評価準備書に対する
神奈川県知事意見を受けて環境影響評価書を作成し、国土交通
大臣に送付した。
（イ）鉄道計画検討調査費（運輸政策審議会答申路線の事業化検
討調査）≪検討≫
　横浜市域で近年整備された３路線について、時間短縮効果、沿
線の人口動態や地価の変化など鉄道整備により得られる効果を
検証した。

ITS（高
度道路
交通シ
ステム）
の活用

鉄道ネッ
トワーク
の整備

13-(1)
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２．個別事業に関する進捗状況等【運輸部門】 団体名 神奈川県横浜市

温室効果ガス削減量
（　暫　定　）

地域活力の創出等

平成２４年度の展開

取組の進捗状況 取組の計画

取組の成果

課題と改善方針計画との比較

取組
方針

取組
内容

平成２３年度の進捗

主要部門
H23
予定

取組
番号

-

定量化は困難

-

▲1.6t-CO2

削減効果＝利用回数(回)
×自動車からの転換率％
×平均利用時間(h)×自
転車の時速(km/h)×自動
車のCO2排出量(kg-
CO2/km)
＝＜自家用車からの転換
＞39,063(回)×5.80％×
15.2(分)÷60×10(km/h)
×0.165(kg-CO2/km)
　＋＜タクシーからの転換
＞39,063(回)×4.26％×
15.2(分)÷60×10(km/h)
×0.145(kg-CO2/km)
＝約▲1.6t-CO2

定量化は困難

-

▲346.8t-CO2

港湾活
動に伴
うCO2
排出削
減

「ゆっくり
走ろう！
横浜港」
の推進

停泊中
船舶及
び荷役
機械等
への対
策

港湾関係者の理解を得なが
ら、協働して事業を推進してい
く必要がある。

引き続き「啓発キャンペーン」、「エコドライブ講習会の開催」、
「グリーン経営認証の取得奨励」を進める。

課題の改善に取り組み、コミュニティサイクルの本格実施に向
けた枞組みをつくります。

（エ）
4月より開始される本格運行、実証運行の推移を含めて、引き
続き、取組支援を続ける。
（オ）
引き続き、４者１８路線において、運行における欠損額相当分
を補助金として交付し、バス路線の維持を図る。

（ア）
事業者や関係機関との調
整が図られた。
（イ）
横浜駅周辺地区等の回遊
性が向上したほか、バリア
フリー化により交通利便性
の向上、沿線の活性化が図
られた。

-

b

実施

運輸

交通手段としての役割の明確
化、採算性の確保、利便性・視
認性の高い場所へのポート設
置、自転車通行の安全性・快
適性の向上が課題であり、本
格実施に向けて改善に取り組
みます。

（ア）
基本構想策定済地区の事後
評価方法や、今後の新規策定
地区の方向性が確定していな
い。

（ア）-b
（イ）-b
（ウ）-b
（エ）-b
（オ）-b
（カ）-b

（ア）
引き続き、基本構想の策定を進めるとともに、基本構想策定済
地区の事後評価方法や、今後の新規策定地区の方向性の検
討を行う。
（イ）
２３年度で事業完了
（ウ）
引き続き駅舎改良および周辺整備に向けた計画を進める。

実施

（エ）地域交通サポート事業≪実施≫
・港南区日野ケ丘地区でH24年4月から本格運行開始が決定した。
・旭区四季美台・今川町地区でH24年4月から実証運行開始が決
定した。
・新たに３地区で取組が立ち上がり、また2地区で立上げに向けた
準備が進められている。
（オ）横浜市生活交通バス路線維持支援事業《実施》
既存のバス路線の廃止による交通不便地域の発生を回避し、市
民の日常生活の利便性を確保するため、市内バス事業者４者１８
路線に補助金を交付した。

（エ）
地域が、従来の要望型から
主体性を持ち行政と対話す
る形へと意識転換が図ら
れ、市民どおしの積極的な
意見交換により、地域コミュ
ニティ形成に繋がっている。

（エ）
今後とも取組地区に対する充
分な支援と共に、事前相談地
区に対し事業主旨を充分に理
解いただき、取組がスムーズ
に進むよう積極的に支援を進
める。

駅及び
駅周辺
のシー
ムレス化
の推進

15-(1)

自家用
車から
徒歩・
自転
車・公
共交通
への利
用転換

地域交
通サ
ポートの
推進

15-(2) 運輸

16-(1) 運輸

16-(2) 運輸

横浜港における再生可能エネルギー活用を検討する。

（ア）現状把握、削減方策の検討≪検討≫
　ＣＯ２排出削減効果が高いといわれている荷役機械（トランス
ファークレーン）の電動化について、導入効果や費用等の検討を
行った。

横浜港における温暖化対策
検討のための基礎調査を
行った。

b

（イ）グリーン経営認証の取得奨励≪実施≫
　港湾運送、倉庫、海上コンテナ運送を行う事業者へグリーン経営
認証を取得するための補助（10件）を行うとともに、関係団体との
協働によりエコドライブ講習会等を実施した。

事業者との連携によるエコ
ドライブ講習会などを実施し
た。

温暖化対策として「電動化」は
有効な方策であるが、電力供
給が不安定な状況が続いてお
り、港湾における温暖化対策
については再検討が必要と
なっている。

実施

15-(3) 運輸 実施

（カ）コミュニティサイクルの導入≪実施≫
　横浜都心部において、３年間の社会実験（平成23～25年度）を開
始し、自転車の貸出拠点の適切な配置、交通行動の変化、事業採
算性等の調査・検討を行った。

（ア）まちのバリアフリー化推進調査≪実施≫
本郷台駅周辺地区、大口駅・子安駅周辺地区で基本構想を策定
し、本市内の策定地区が11地区に達した。引き続き二俣川駅周辺
地区、金沢文庫駅・金沢八景駅周辺地区の2地区で策定を進める
とともに、いずみ中央駅・立場駅周辺地区で策定に着手した。
（イ）横浜駅整備事業（自由通路整備）≪実施≫
横浜駅周辺整備として、駅東西の一体化と回遊性の強化のため
「きた通路」「みなみ通路」「南北連絡通路」を整備した。２３年度で
事業が完了した。
（ウ）関内・関外地区活性化推進事業（関内駅北口及び周辺整備
事業）≪着手≫
駅舎改良および周辺整備に向けて計画に着手した。

（ア）-b
（イ）-b
（ウ）-b
（エ）-b

検討

コミュニ
ティサイ
クル

横浜市14/62



２．個別事業に関する進捗状況等【運輸部門】 団体名 神奈川県横浜市

温室効果ガス削減量
（　暫　定　）

地域活力の創出等

平成２４年度の展開

取組の進捗状況 取組の計画

取組の成果

課題と改善方針計画との比較

取組
方針

取組
内容

平成２３年度の進捗

主要部門
H23
予定

取組
番号

交通エコロジー・モビリ
ティ財団が公表する「グ
リーン経営認証取得によ
る効果」に基づき、グリー
ン認証取得補助に係る削
減量を記載した。
1.12(kl/台・年)×2.58(t-
CO2/kl)×10(社)×12(台/
社)
＝▲346.8t-CO2

定量化は困難

-

定量化は困難

-

定量化は困難

-

定量化は困難

-

定量化は困難

-

運輸

平成22年度及び平成23年度に計画を開始した事業者に対して
は、７月末日までに、計画に基づく温室効果ガス排出抑制に係
る実施状況報告の提出を受け、状況を把握する。
　報告内容に対して指導・助言を行う際に、来店者に対する公
共交通利用促進などを働きかけていく。

17-(1) 運輸
引き続き、立地基準に基づき、大規模物流施設の適正配置を
推進する。
許可申請見込み（1件）

（ア）-b
（イ）-b

16-(3) 運輸 実施

実施

一施設ごとに立地条件や取り
巻く状況が異なるため、きめ細
やかな対応を行っていく必要
がある。

　大規模集客施設を有する
事業者が計画書制度への
適正遵守を行うことで、来店
者の省エネ行動を巻き起こ
すことにつながると考える。

b

-
立地基準に基づき、大規模物
流施設の適正配置を引き続き
推進する必要がある。

（ア）市街化調整区域への立地許可基準運用≪実施≫
　特定流通業務施設の市街化調整区域への立地基準の運用

港湾活
動に伴
うCO2
排出削
減

物流・
商業等
の環境
負荷削
減

交通ま
ちづく
りの実
証・具
体化

大規模
物流施
設の市
街化調
整区域
への立
地許可
基準運
用

民間事
業者へ
の啓発
及びそ
の取組
の促
進、ＰＲ

「グリー
ン物
流」の
推進

「ゆっくり
走ろう！
横浜港」
の推進

地域特
性応じた
複合的
な施策
展開

電力供給の状況を踏まえながら、必要に応じて啓発等を実施
していく。

港湾関係者の理解を得なが
ら、協働して事業を推進してい
く必要がある。

引き続き「啓発キャンペーン」、「エコドライブ講習会の開催」、
「グリーン経営認証の取得奨励」を進める。

（エ）横浜港脱温暖化推進事業≪実施≫
　電力使用者に対する節電の啓発や、荷さばき地・道路等の照明
の一部消灯など節電対策を行い、電力使用削減に取り組んだ。

グリーン物流促進のための補助施策を実施し、港湾関係者の
環境負荷軽減への理解を深めながら、施策を着実に推進して
いく。

港湾関係者の理解を得なが
ら、協働して事業を推進してい
く必要がある。

実施16-(2) 運輸

18-(2) 運輸 実施

（イ）モビリティマネジメントの推進≪実施≫
　11-(1)-（ア）に掲出

（ウ）地域交通サポートの推進≪実施≫
　15-(2)-（エ）に掲出

（エ）コミュニティサイクルの導入≪検討≫
　15-(3)-（カ）に掲出

（オ）電気自動車の利活用≪実施≫
　9-(4)-（キ）に掲出

b

（ア）-a
（イ）-b
（ウ）-b
（エ）-b
（オ）-b

産官学
連携に
よる都心
部交通
システム
の研究

運輸
（ア）産官学連携による都心部交通システムの研究≪実施≫
　低炭素都市を目指した次世代交通施策の検討を進め、二人乗り
超小型電動車両に関する実証実験を実施した。

二人乗り超小型電動車両に
関する実証実験では、地域
の方や観光客等が参加し、
低炭素な移動手段の一つと
して利用された。

二人乗り超小型電動車両の利
用シーンを広げる必要がある。

二人乗り超小型電動車両に関する実証実験について、エリア
や期間の拡大を含めて実施に向けた検討を行う。

18-(1) 実施

b

（イ）グリーン経営認証の取得奨励≪実施≫
　港湾運送、倉庫、海上コンテナ運送を行う事業者へグリーン経営
認証を取得するための補助（10件）を行うとともに、関係団体との
協働によりエコドライブ講習会等を実施した。

事業者との連携によるエコ
ドライブ講習会などを実施し
た。

港湾関係者の理解を得なが
ら、協働して事業を推進してい
く必要がある。

（ウ）「グリーン物流」の推進≪実施≫
　内航や鉄道に関して情報収集するとともに、事業者等に対してヒ
アリングを実施した。

事業者との連携により実施
した。

実施運輸

（イ）自動車交通滞留対策の推進≪実施≫
　平成22年4月から、横浜市地球温暖化対策計画書制度にて、対
象事業者の拡大、計画内容の拡充、削減目標設定や省エネ対策
の実施状況に対する評価・公表など、制度内容を拡充して運用を
開始した。平成23年度は17事業者から計画書を、310事業者から
報告書の提出を受け付けた。大規模集客施設を有する事業者を
抽出し、今後取組状況について精査していく。

環境にやさしい「グリーン物
流」を推進した。

（ア）-b
（イ）-b
（ウ）-b
（エ）-b

実施

大規模
集客施
設の自
動車交
通滞留
対策の
推進

17-(2)

16-(4)

横浜市15/62



２．個別事業に関する進捗状況等【運輸部門】 団体名 神奈川県横浜市

温室効果ガス削減量
（　暫　定　）

地域活力の創出等

平成２４年度の展開

取組の進捗状況 取組の計画

取組の成果

課題と改善方針計画との比較

取組
方針

取組
内容

平成２３年度の進捗

主要部門
H23
予定

取組
番号

交通ま
ちづく
りの実
証・具
体化 地域特

性応じた
複合的
な施策
展開

18-(2) 運輸 実施

（イ）モビリティマネジメントの推進≪実施≫
　11-(1)-（ア）に掲出

（ウ）地域交通サポートの推進≪実施≫
　15-(2)-（エ）に掲出

（エ）コミュニティサイクルの導入≪検討≫
　15-(3)-（カ）に掲出

（オ）電気自動車の利活用≪実施≫
　9-(4)-（キ）に掲出

b

（ア）-a
（イ）-b
（ウ）-b
（エ）-b
（オ）-b

※1 アクションプラン上、平成23年度に取り組む（検討を含む。以下同じ。）こととしている事業すべてについて記載すること。（取組方針、取組内容、取組番号は、アクションプランから該当部分を転記すること。）  
   また、平成24年度以降に取り組むこととしていた事業で平成23年度に前倒しで行った事業についても、記載すること。（その場合、取組番号としては新-1、新-2・・・と記載すること。） 
   なお、平成22年度以前に前倒しで行った事業や新規追加を行った事業については、取組番号をＨ〇〇新-1、Ｈ〇〇新-2・・・と記載すること（Ｈ〇〇は、実施年度）。 
※2 「主要」の欄には、平成23年度に取り組んだ主要事業（温室効果ガス削減効果が大きい、特に先導性・モデル性に優れている等）について「○」を記載すること。また、そのうち「総括票」に記載したものについては、「◎」を記載すること。 
※3 「H23予定」の欄には、「実施」「着手」「検討」「検討・実施せず」から選択して記入すること。 
※4 「取組の進捗状況」の欄には、「＜実施＞」「＜着手＞」「＜検討＞」「＜検討・実施せず＞」から選択して記入した上で、状況を記載すること。 

※5 「計画との比較」欄は、アクションプランへの記載と比した進捗状況を示すものとし、「H23予定」欄と「取組の進捗状況」欄を比較して、以下の分類によりa）～d)の記号付すること。 
   a）計画に追加/計画を前倒し/計画を深掘りして実施、b）ほぼ計画通り、c)計画より遅れている、d)取り組んでいない 

横浜市16/62



２．個別事業に関する進捗状況等【再生可能エネルギー普及】 団体名 神奈川県横浜市

温室効果ガス削減量
（　暫　定　）

地域活力の創出等

20-(1), 22-(1)に掲出

-

▲4562.5t-CO2

（ア）
太陽光：１２，０８５（ｋＷ）
×1,000（ｈ／年）×0.375
※(kg-CO2/kWh)＝▲
4,531.9t-CO2
太陽熱
自然循環型：6,530（MJ/
件）×24(件)×0.0509（t-
CO2/GJ)＝▲8.0t-CO2
強制循環型：13,060(MJ/
件）×34(件)×0.0509（t-
CO2/GJ)＝▲22.6t-CO2
※ 東京電力のH22年度
実排出係数（H23年度実
排出係数がH24年5月時
点で公表されていないた
め）

定量化は困難

-

▲302.1t-CO2

社会的
手法

経済的
手法

実施

再生可
能エネ
ルギー
10倍化
の将来
像とその
道すじに
関する
共通理
解

19-(1)

地域密
着の普
及啓発

導入に
関する
義務化

再生可
能エネ
ルギー
普及

21-(1)

取組
方針

取組
内容

20-(3)

再生可
能エネ
ルギー
普及

規制的
手法

取組
番号

平成２４年度の展開

取組の進捗状況 取組の計画

取組の成果

課題と改善方針

平成２３年度の進捗

主要部門
H23
予定 計画との比較

（ア）
経済局のコーディネート事業と連携し、YSCP参画企業と市内
中小企業のビジネスマッチングを実施予定。
経済局と連携した技術セミナー等の実施や、YESなどの場を利
用し、情報発信の場の拡大を検討。
YSCPフォーラムを開催

（イ）
引き続き「温暖化対策区局長等連絡会議」等を実施し、全庁的
に温暖化対策を推進していく。

（ウ）住宅用太陽光発電・太陽熱利用の設置補助≪実施≫
　20-(1)-（ア）に掲出

（ア）横浜スマートシティプロジェクトの推進≪実施≫
　YSCP参加企業と市内中小企業とのビジネスマッチング等の機会
を設け、YSCPについて積極的な情報発信を行うため、フォーラム
を開催した（120社・団体、181名が参加）
（イ）庁内の温暖化対策の推進、進捗管理体制の整備≪実施≫
　全庁的に温暖化対策を推進していくため、「温暖化対策区局長等
連絡会議」等を設置し、庁内の推進・進捗管理体制を整備した。連
絡会議では、各区局における温暖化対策の取組やCO2削減効果
算定ルールと評価方法関する情報共有なども行われた。
　平成２３年度実施回数
　温暖化対策区局長等連絡会議　１回
　温暖化対策区局等課長連絡会議　２回

（ア）
YSCP参画企業や市内中小
企業向けのフォーラム開催
により、共通理解が深まっ
た、

（ア）
市内中小企業のYSCPへの参
画を促進するため、本年度も
フォーラムを開催し、情報発信
の場を拡大していく。

（イ）
常に情報が共有されるよう、定
期的な会議の実施が必要であ
る。

b

19-(2) 実施

再生可
能エネ
ルギー
普及

◎ 実施

再生可
能エネ
ルギー
普及

実施

国の排出量取引制度や再生可能エネルギーの固定価格買取
制度等についての審議会・委員会での検討状況や実施状況を
踏まえながら、引き続き、環境価値を活用する仕組みについて
検討する。

実施
（イ）YGPによる太陽光発電の導入≪実施≫
　22-(1)-（ア）に掲出

（ア）-b
（イ）-b
（ウ）-a

（ア）
引き続き補助を実施する。
太陽光発電設置補助：４，０００件
太陽熱設置補助：５０件（自然循環型３０件、強制循環型２０
件）

（ウ）クレジット等を活用した制度の検討≪実施≫
排出量取引制度等を検討するために、業務部門、産業部門につい
て、横浜市域の中小規模事業者のCO2排出量を業種別に推計し
た上で、業種別のCO2削減ポテンシャルを推定した。
また、国の排出量取引制度や再生可能エネルギーの固定価格買
取制度等についての審議会・委員会での検討状況について継続
的に情報収集した。

（ア）-a
（イ）-b
（ウ）-b

実施

a

（ア）
太陽光発電、太陽熱利用シ
ステムの市民への普及啓
発が図られた。

（ア）
国・県や「余剰電力買取制度」
との整合性を図る必要がある。

太陽光
発電・太
陽熱利
用設備
の設置
補助

20-(1)

再生可
能エネ
ルギー
普及

－
国のクレジット制度や温暖化対
策関連施策の動きを引き続き
注視する必要がある。

（ア）住宅用太陽光発電・太陽熱利用の設置補助≪実施≫
　太陽光発電システムの設置は、当初２，０００件を予定していた
が、３，３６８件の補助を実施しており、１７０％の進捗率となってい
る。
太陽熱利用システムについても５８件（自然循環型24件、強制循環
型34件）の補助を実施しており、前年比９０％増の大幅な増加と
なっている。
（イ）YGPによる太陽光発電の導入≪実施≫
　22-(1)-（ア）に掲出

太陽光
発電等
の流通
市場の
効率化

（ア）導入検討報告制度の運用≪実施≫
　再生可能エネルギー導入検討報告制度の運用について、平成
23年度は、報告書提出件数は140件であった。
　そのうち、検討結果による再生可能エネルギー設置予定件数は
44件であった。
　導入内容としては、
　　①太陽光発電システムが43件
　　②太陽熱利用システムが2件
　　③地中熱利用が1件
　　　※ ①、②を併せて導入する建物が1件
　　　※ ②、③を併せて導入する建物が1件
（イ）CASBB横浜の届出義務対象拡大≪実施≫
　1-(1)-(ア)に掲出
（ウ）CASBEE横浜の環境性能表示制度導入≪実施≫
　1-(2)-(イ)に掲出
（エ）戸建住宅等へのCASBEE制度の拡充≪実施≫
　1-(3)-(ウ)に掲出

（ア）
・報告書の受付を実施
・平成23年度の分析・検証を実施

環境価
値の活
用

20-(2)

再生可
能エネ
ルギー
普及

（ア）
　再生可能エネルギーの検
討を促すことにより、事業者
の意識の向上に寄与したと
考えられる。
　23年度は140件中、44件
で再生可能エネルギーを導
入するとの報告があった。

（ア）
制度に対する理解を深めるた
めの広報の充実と、再生可能
エネルギー設置促進のための
情報提供を行い、更なる再生
可能エネルギーの設置を推進
する。
又、新たな買取制度の導入に
よる事業採算性について情報
提供に努める。

b

（ア）-b
（イ）-a
（ウ）-b
（エ）-b

横浜市17/62



２．個別事業に関する進捗状況等【再生可能エネルギー普及】 団体名 神奈川県横浜市

温室効果ガス削減量
（　暫　定　）

地域活力の創出等

取組
方針

取組
内容

取組
番号

平成２４年度の展開

取組の進捗状況 取組の計画

取組の成果

課題と改善方針

平成２３年度の進捗

主要部門
H23
予定 計画との比較

（ア）
①太陽光発電
　削減効果＝出力（報告
値）（kW）×発電時間（h/
年）×電力のCO2排出係
数（kg-CO2/kWh）
＝773(kW/43件）×
1,000(h/年）×0.375(kg-
CO2/kWh)※1＝▲
289.9t-CO2
　※1　東京電力より、平
成22年度実排出係数

　②太陽熱利用
　削減効果＝1件あたり集
熱量（MJ/年）÷1件あた
り集熱面積（m2）×集熱
面積（報告値）(m2）×都
市ガスのCO2排出係数
（t-CO2/GJ)
＝13,060(MJ/件）※2÷
6.0(m2)※2×110(m2)×
0.0509（t-CO2/GJ)※3＝
▲12.2t-CO2
　※2　新エネルギーガイ
ドブック2008(NEDO)より、
強制循環型
　※3　東京ガスHP

▲701.2t-CO2

削減効果＝3.4(kW/件）※
1×550(件）×1,000（h/
年）×0.375(kg-
CO2/kWh）※2＝▲
701.2t-CO2
※１　H２３年度実績（平
均）
※２　東京電力排出係数

事業主
体設置
による
再生可
能エネ
ルギー
の効果
的な普
及

22-(1)

事業主
体の設
置（横浜
グリーン
パワー）

導入に
関する
義務化

21-(1)
規制的
手法

再生可
能エネ
ルギー
普及

実施

再生可
能エネ
ルギー
普及

（ア）YGPによる太陽光発電の導入≪実施≫
　横浜グリーンパワーモデル事業にて一般家庭への太陽光発電シ
ステム設置補助550件

YGPモデル事業の実施によ
り、民間ノウハウを活用した
モデル取組が市内事業者
の参画のもと行われ、地域
経済活性化と今後のビジネ
スモデルの実現に寄与し
た。

東日本大震災を受け、家庭部門における節電・省エネが急務
となっていることから、市民の省エネ行動をさらに継続・促進さ
せるため、補助対象エリアを市内全域に拡大する。
創エネ・蓄エネへの市民ニーズの多様化に応えるため、補助
内容を拡充するとともに、事業者の対象を広げる。

（ア）導入検討報告制度の運用≪実施≫
　再生可能エネルギー導入検討報告制度の運用について、平成
23年度は、報告書提出件数は140件であった。
　そのうち、検討結果による再生可能エネルギー設置予定件数は
44件であった。
　導入内容としては、
　　①太陽光発電システムが43件
　　②太陽熱利用システムが2件
　　③地中熱利用が1件
　　　※ ①、②を併せて導入する建物が1件
　　　※ ②、③を併せて導入する建物が1件
（イ）CASBB横浜の届出義務対象拡大≪実施≫
　1-(1)-(ア)に掲出
（ウ）CASBEE横浜の環境性能表示制度導入≪実施≫
　1-(2)-(イ)に掲出
（エ）戸建住宅等へのCASBEE制度の拡充≪実施≫
　1-(3)-(ウ)に掲出

YSCPの更なる推進のため、事
業対象エリアを5区から18区に
拡大し、導入を促進する。

◎ 実施 b

（ア）
・報告書の受付を実施
・平成23年度の分析・検証を実施

（ア）
　再生可能エネルギーの検
討を促すことにより、事業者
の意識の向上に寄与したと
考えられる。
　23年度は140件中、44件
で再生可能エネルギーを導
入するとの報告があった。

（ア）
制度に対する理解を深めるた
めの広報の充実と、再生可能
エネルギー設置促進のための
情報提供を行い、更なる再生
可能エネルギーの設置を推進
する。
又、新たな買取制度の導入に
よる事業採算性について情報
提供に努める。

b

（ア）-b
（イ）-a
（ウ）-b
（エ）-b

※1 アクションプラン上、平成23年度に取り組む（検討を含む。以下同じ。）こととしている事業すべてについて記載すること。（取組方針、取組内容、取組番号は、アクションプランから該当部分を転記すること。）  
   また、平成24年度以降に取り組むこととしていた事業で平成23年度に前倒しで行った事業についても、記載すること。（その場合、取組番号としては新-1、新-2・・・と記載すること。） 
   なお、平成22年度以前に前倒しで行った事業や新規追加を行った事業については、取組番号をＨ〇〇新-1、Ｈ〇〇新-2・・・と記載すること（Ｈ〇〇は、実施年度）。 
※2 「主要」の欄には、平成23年度に取り組んだ主要事業（温室効果ガス削減効果が大きい、特に先導性・モデル性に優れている等）について「○」を記載すること。また、そのうち「総括票」に記載したものについては、「◎」を記載すること。 
※3 「H23予定」の欄には、「実施」「着手」「検討」「検討・実施せず」から選択して記入すること。 
※4 「取組の進捗状況」の欄には、「＜実施＞」「＜着手＞」「＜検討＞」「＜検討・実施せず＞」から選択して記入した上で、状況を記載すること。 

※5 「計画との比較」欄は、アクションプランへの記載と比した進捗状況を示すものとし、「H23予定」欄と「取組の進捗状況」欄を比較して、以下の分類によりa）～d)の記号付すること。 
   a）計画に追加/計画を前倒し/計画を深掘りして実施、b）ほぼ計画通り、c)計画より遅れている、d)取り組んでいない 
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２．個別事業に関する進捗状況等【市役所】 団体名 神奈川県横浜市

温室効果ガス削減量
（　暫　定　）

地域活力の創出等

▲25.02t-CO2

（ア）
実行計画事務事業編にて
進捗管理

（イ）
金沢区5施設の削減見込
み
▲25.02t-CO2

1-(1)に掲出

-

定量化は困難

-

▲12t-CO2

12ｔ-CO2
（左記①に記載のイベント
におけるオフセット量の合

計値）

▲3.4t-CO2

市役所
業務の
エネル
ギーマ
ネジメ
ント

ICTの
活用に
よる
CO2排
出量の
削減

-

調査の結果、業務都合により
省電力設定が適当でない端末
があることが判明。
ディスプレイの輝度を下げるな
ど、パソコンの設定以外で省電
力となるような取組みまで拡大
して実施していく。

省電力設定周知を実施するとともに、職員へアンケートを行い
設定率の確認を行う。

市内各地域におけるカーボン・オフセットの取組内容を取りまと
めて市内で情報を共有し、引き続き、カーボン・オフセットの取
組拡大につなげていく。
　平成23年度に作成したDVDやホームページを活用し、カーボ
ンオフセットについて、引き続き普及啓発を行っていく。
市民や事業者の省エネや再生可能エネルギー導入などの取
組による温室効果ガス排出削減量としてクレジット化し、市域
からの温室効果ガス排出量の削減に寄与する制度の構築に
ついて、引き続き検討する。

ICT機器
の省エ
ネ化

25-(1) 市役所 実施

（ア）情報化推進費の内数（グリーンＩＣＴ推進及び対応機器購入）
＜実施＞
民間企業と共同で市庁舎の実際のオフィス環境におけるＰＣの消
費電力量の測定実験を行い、ＰＣの省電力設定による消費電力削
減効果の基礎データを得た。
夏場の消費電力のピークにあわせて、庁内へ省電力設定の実施
依頼を行い、省電力設定の推進に努めた。また、職員1,000人に対
してアンケートを行い、実際の省電力設定状況を把握した。
また、一括調達ＰＣについて原則省電力設定したものを配付すると
ともに、YCAN接続新規端末の設定手順に省電力設定の項目を追
加しルール化した。

c

　CO2削減量を効率的かつ的
確に把握することが求められ
る。CO2算定方法の周知を
図っていく。

　将来的な市役所事業へのCO2カルテ導入に向け、環境を整
えることを目的に、継続して実施する。

カーボ
ンオフ
セット
の導入

横浜市
主催・市
施設利
用イベン
ト等への
オフセッ
ト導入促
進

24-(1) 市役所 ◎

（ア）カーボン・オフセットの取組等≪実施≫
①地域でのカーボン・オフセットの実施
　神奈川区民まつり、戸塚区民まつり、戸塚区川上地区連合町内
会そうめん流し、エコプロダクツ2011（横浜市ブース）、カーボン
マーケットEXPO（横浜市ブース）において、カーボン・オフセットを
実施した。
②地域でのカーボンオフセットの普及啓発
　カーボンオフセットが地域単位でも取組可能であることを普及啓
発するため、映像資料（DVD）を作成、各区への配布を行った。
③クレジットを活用した制度の検討
　市民のエコ運転によって創出したクレジットの売却益を環境貢献
活動に活用することで、市民のモチベーション向上につなげエコ運
転を普及拡大させる仕組みを、事業者と連携して考案した。

地域イベント等でのカーボ
ン・オフセットの実施を推進
することにより、市民・事業
者の意識啓発が期待でき
る。

市民・事業者におけるカーボ
ン・オフセットの認知度がまだ
十分でないため、市民・事業者
に広く知られる大規模イベント
等でカーボン・オフセットを継続
的に実施する必要がある。

23-(3) 市役所

（ア）
　横浜市地球温暖化対策実行計画（事務事業編）の進捗管理
やエネルギーカルテシステムを活用したエネルギーマネジメン
トの定着及び法令等への対応を実施する。
　併せて省エネ法に基づく「管理標準」を活用したより一層の省
エネを推進する。
（イ）
　エネルギーモニタリングによる省エネ運用改善を他施設へ広
げる取組を検討

（ウ）CASBB横浜の届出義務対象拡大≪実施≫
　1-(1)-(ア)に掲出
（エ）CASBEE横浜の環境性能表示制度導入≪実施≫
　1-(2)-(イ)に掲出
（オ）戸建住宅等へのCASBEE制度の拡充≪実施≫
　1-(3)-(ウ)に掲出
（カ）脱温暖化モデル住宅推進事業の取組≪着手≫
　1-(4)-(エ)に掲出
（キ）省エネ運用改善指針≪実施≫
　上記事業等で得られた知見をまとめ、ホームページに公表するこ
とで更なる省エネを図った。

-
（キ）
　実証試験で得られた知見を
取り込み、毎年改訂を実施。

（キ）
　金沢区5施設で得られた知見を取り込み、改訂を実施予定。

（ア）エネルギーカルテの運用≪実施≫
　エネルギーカルテシステムを運用し、省エネ法（工場・事業場規
制）、温対法（算定・報告・公表制度、地方公共団体実行計画）、市
条例に基づく計画書制度等の報告書等作成に活用した。これによ
り、平成22年度の横浜市役所の事務事業における温室効果ガス
排出量を確定した。
（イ）横浜グリーンバレー（公共施設の低炭素技術集中導入モデル
事業）≪実施≫
　金沢区庁舎、金沢スポーツセンター、富岡並木地区センター、六
浦地域ケアプラザ・地区センターにおいて、エネルギーモニタリン
グを用いた省エネルギー運用改善実証試験を実施。

（イ）
施設管理者と知見を共有
し、省エネの推進を図る。

（ア）
　エネルギーカルテシステムを
活用したPDCAサイクルの定着
に向けた周知が必要である。
（イ）
今後の運用について、施設と
調整を図るほか、得られた知
見を他類似施設で運用する方
法の検討が必要。

（ア）-b
（イ）-b
（ウ）-a
（エ）-b
（オ）-b
（カ）-b
（キ）-b
（ク）-a

　業務におけるCO2の排出・
削減に対する本市職員の
意識を高め、事業執行が環
境に配慮したものとなるよう
に方向付けた。

平成２４年度の展開

取組の進捗状況 取組の計画

取組の成果

課題と改善方針

平成２３年度の進捗

計画との比較
主要部門

H23
予定

実施

実施市役所

取組
番号

市役所

市役所
業務へ
のエネ
ルギーカ
ルテ導
入

23-(1)

23-(2)

取組
方針

取組
内容

再エネ・
省エネ
等導入
に向け
た環境
配慮ガイ
ドライン
（仮称）
の作成

市役所
事業へ
のCO2カ
ルテ導
入

（ク）CO2カルテの導入≪実施≫
　原則、市役所の全ての事業について、「低炭素社会実現への関
与度」を評価する仕組みを強化した。事業計画書において地球温
暖化対策への貢献度を５段階で自己評価することに加え、算定が
可能な範囲において、各事業における温室効果ガス削減量の推
計値を記入することとした。

b

実施

b

（ア）-c
（イ）-b

実施

横浜市19/62



２．個別事業に関する進捗状況等【市役所】 団体名 神奈川県横浜市

温室効果ガス削減量
（　暫　定　）

地域活力の創出等

平成２４年度の展開

取組の進捗状況 取組の計画

取組の成果

課題と改善方針

平成２３年度の進捗

計画との比較
主要部門

H23
予定

取組
番号

取組
方針

取組
内容

庁内省電力設定状況アン
ケート結果から、23年度
の省電力設定率は85.8％
で21年度（80.4％）と比べ
て5.4ポイント増加してい
る。
省電力設定率85.8％と、
実験により得られた省電
力設定による電力の削減
効果を用いて推計したと
ころ、庁内全体で
76,133.7Wの削減効果が
あることが分かった。
これより、21年度からの増
分5.4ポイントに該当する
消費電力の削減量は、
　76,133.7W×（5.4/85.8）
×7.75(h)×243日＝
9,023,840(Wh)≒
9,023.8(kWh)
CO２削減量は、
9,024(kWh)×0.000375（ｔ-
CO2/kWh)≒3.4（ｔ-CO2）

定量化は困難

-

▲267.7t-CO2

（ア）
（80－50(W/灯)）×
200(灯)×5,840(h/年)×
0.375(kg-CO2/kWh)＝
13.1t-CO2
（イ）
 (24(W/灯)-14(W/灯))
×12(h/日)×365(日/年)
×4,632(灯)×0.375(kg-
CO2/kWh)=76.1t-CO2
（ウ）
[(48W-30W)×2,300本]×
365(日/年)×20(h/日)×
0.375(kg-
CO2/kWh)=113t-CO2

ICTの
活用に
よる
CO2排
出量の
削減

市有施
設の省
エネ・
再エ
ネ・未
利用エ
ネル
ギー推
進

実施

（ア）商店街街路灯の高効率化≪実施≫
　平成23年度中に商店街の街路灯（水銀灯や白熱電球）200灯（目
標の200灯に対して100％）を高効率型（メタルハライドランプやLED
照明）に交換した。（平成21年度からの累計505灯）
（イ）LED防犯灯の導入≪実施≫
　市内防犯灯約18万灯のうち、4632灯（当初予定の4500灯に対し
て103%）についてＬＥＤ防犯灯を導入。
（21年度からの累計19,673灯を導入。）
（ウ）駅構内の４０W蛍光管のLED化≪実施≫
　市営地下鉄ブルーライン駅のうち、９駅構内の蛍光管、約2.300
本をＬＥＤ化した。
（エ）市庁舎全館LED化≪実施≫
　現在、LED照明には蛍光灯のJIS規格のような統一規格がなく、
仕様に開きがある。全館にLED照明を導入するとなると数千本と大
規模になるため、一部の執務室に３タイプ（電源内蔵型、電源外付
型、業界自主規格であるJEL801規格型）、計９社のLED照明を設
置し実証実験を行った。実証実験の結果、全てのLED照明におい
て、既存蛍光灯に比べて40%以上の省エネ効果が認められた。
　また、実施した実証実験の結果をふまえてLED照明の仕様を検
討し、市庁舎の共用部分を中心にLED照明を導入した。
　なお、区庁舎等の公共施設にも約2200灯の照明にLED照明を導
入した。
（オ）１区１ゼロカーボンプロジェクト≪実施≫
　区庁舎等の照明の高効率化のためLED照明を導入した。
　区庁舎250灯（泉区）、公会堂219灯（神奈川区）、区庁舎100灯、
町内会館26灯（港南区）、防犯灯89灯（旭区）

紙のように自由に資料に記入しにくいなど、利用者にとって不
便な点の対応方法や、実際にＩＣＴでの会議を行うに当たっての
効果的な運用方法などについて検討を行う。

-

調査の結果、業務都合により
省電力設定が適当でない端末
があることが判明。
ディスプレイの輝度を下げるな
ど、パソコンの設定以外で省電
力となるような取組みまで拡大
して実施していく。

省電力設定周知を実施するとともに、職員へアンケートを行い
設定率の確認を行う。

（ア）（イ）（ウ）（エ）（オ）
工事発注による雇用創出が
なされた。
市有施設への率先導入に
より、地域への啓発効果が
あった。

（ア）
商店街街路灯200灯の高効率化を支援する（当初予定：200
灯）。

（イ）
ＬＥＤ防犯灯仕様書の修正により、電力量及び温室効果ガス発
生量のさらなる縮減を図ったうえで、5,000灯のＬＥＤ防犯灯導
入を目指す。

（ウ）
市営地下鉄ブルーライン駅のうち、12駅構内の蛍光管、約
2.100本をLED化する

（エ）
平成２４年度は執務室を中心に照明のLED化工事を実施し、６
月までに全館LED化工事を完了する予定。

（オ）
各行政区の要望に合わせて、照明の高効率化を進めていく。

ICT機器
の省エ
ネ化

25-(1) 市役所 実施

（ア）情報化推進費の内数（グリーンＩＣＴ推進及び対応機器購入）
＜実施＞
民間企業と共同で市庁舎の実際のオフィス環境におけるＰＣの消
費電力量の測定実験を行い、ＰＣの省電力設定による消費電力削
減効果の基礎データを得た。
夏場の消費電力のピークにあわせて、庁内へ省電力設定の実施
依頼を行い、省電力設定の推進に努めた。また、職員1,000人に対
してアンケートを行い、実際の省電力設定状況を把握した。
また、一括調達ＰＣについて原則省電力設定したものを配付すると
ともに、YCAN接続新規端末の設定手順に省電力設定の項目を追
加しルール化した。

c

-

試行の結果、ＩＣＴを利用した会
議を行った場合、紙のように自
由に資料にメモを記入しにくい
などの不便な点が明らかと
なった。
また、機器を導入しても実際に
使われなければ効果が発生し
ないことから、設置個所や運用
方法について明確化してから
導入計画を策定する必要があ
る。

（ア）
商店街への周知

（ア）（イ）（オ）
イニシャルコストが高いため、
財政状況に応じて計画的に導
入する必要がある。

（ウ）
より消費電力が尐なく高効率
で安全なLED蛍光管の採用

（エ）
製品間の互換性やちらつき等
について製品間でばらつきが
ある。今回の実証実験で互換
性を含めた性能で優位性が認
められたJEL801規格型を執務
室に採用する。しかしながら
JEL801規格型は価格が高い
ため、執務を行わない共用部
では、規格型以外のLED照明
を採用する。

◎

（ア）-b
（イ）-b
（ウ）-a
（エ）-a
（オ）-b
（カ）-b
（キ）-b
（ク）-a
（ケ）-a
（コ）-b
（サ）-b
（シ）-b
（ス）-b

市役所

市役所

a

25-(2)

26-(1)

省エネ・
再エネ
機器導
入モデ
ル事業
の実施

ICT活用
による
CO2排
出量の
削減

（ア）-c
（イ）-b

検討

（イ）情報化推進費の内数（ＩＣＴを活用した会議室の構築委託）≪
検討≫
庁内会議において、試験的にプロジェクタ等のＩＣＴ機器を活用した
ペーパレス会議を試行し、使用に当たっての課題を抽出した。

横浜市20/62



２．個別事業に関する進捗状況等【市役所】 団体名 神奈川県横浜市

温室効果ガス削減量
（　暫　定　）

地域活力の創出等

平成２４年度の展開

取組の進捗状況 取組の計画

取組の成果

課題と改善方針

平成２３年度の進捗

計画との比較
主要部門

H23
予定

取組
番号

取組
方針

取組
内容

（エ）
市庁舎で交換した照明の
削減効果を積み上げて算
出（5.3t-CO2）
区庁舎等で交換した照明
の削減効果を積み上げて
算出（32.2t-CO2）
（オ）
各区における取組みによ
る削減効果を積み上げて
算出（28.0t-CO2)
例：区庁舎のLED化（泉
区）
(40W→20W：250灯）
{40(W)-20(W)}×250(灯)×
8（h/日）※１×244(日/年)
※２×0.375(kg-
CO2/kWh)=3.7(t-CO2/
年)
※１　1日あたりの点灯時
間を8時間とする。
※２　1年間の開庁日数

▲1,273t-CO2

（ク）
　23年度からESCOサービ
ス開始となった第11号事
業の削減実績計上

▲156.5t-CO2

市有施
設の省
エネ・
再エ
ネ・未
利用エ
ネル
ギー推
進

（ケ）
・小雀浄水場太陽光発電（ろ過池の覆蓋化）
・峰配水池小水力発電（調査設計）

（コ）
各行政区の要望に合わせて、必要に応じて設置を検討する。

実施

（ア）商店街街路灯の高効率化≪実施≫
　平成23年度中に商店街の街路灯（水銀灯や白熱電球）200灯（目
標の200灯に対して100％）を高効率型（メタルハライドランプやLED
照明）に交換した。（平成21年度からの累計505灯）
（イ）LED防犯灯の導入≪実施≫
　市内防犯灯約18万灯のうち、4632灯（当初予定の4500灯に対し
て103%）についてＬＥＤ防犯灯を導入。
（21年度からの累計19,673灯を導入。）
（ウ）駅構内の４０W蛍光管のLED化≪実施≫
　市営地下鉄ブルーライン駅のうち、９駅構内の蛍光管、約2.300
本をＬＥＤ化した。
（エ）市庁舎全館LED化≪実施≫
　現在、LED照明には蛍光灯のJIS規格のような統一規格がなく、
仕様に開きがある。全館にLED照明を導入するとなると数千本と大
規模になるため、一部の執務室に３タイプ（電源内蔵型、電源外付
型、業界自主規格であるJEL801規格型）、計９社のLED照明を設
置し実証実験を行った。実証実験の結果、全てのLED照明におい
て、既存蛍光灯に比べて40%以上の省エネ効果が認められた。
　また、実施した実証実験の結果をふまえてLED照明の仕様を検
討し、市庁舎の共用部分を中心にLED照明を導入した。
　なお、区庁舎等の公共施設にも約2200灯の照明にLED照明を導
入した。
（オ）１区１ゼロカーボンプロジェクト≪実施≫
　区庁舎等の照明の高効率化のためLED照明を導入した。
　区庁舎250灯（泉区）、公会堂219灯（神奈川区）、区庁舎100灯、
町内会館26灯（港南区）、防犯灯89灯（旭区）

市役所 ◎ 実施

（ケ）太陽光・小水力発電設備の設置≪実施≫
　水道局青山水源事務所へ小水力発電設備（発電容量49kW、年
間予想発電量408千kWh）を設置。

（コ）１区１ゼロカーボンプロジェクト≪実施≫
　保育園等に太陽熱利用システムを導入した。
　H23年度設置件数：2件

（カ）
公共建築物マネジメント白書（仮称）の作成。
公共施設の保全および財政の仕組みづくり。
リーフレット等を活用した公共施設の現状理解をすすめるため
の広報の実施。

（キ）
引き続き、改修工事時に高効率型機器の導入を進めていく。

（ク）
　ESCO事業の公募を１件実施予定。

-

（カ）公共施設保全利活用推進≪実施≫
　文化系施設（20施設）の舞台装置等の特殊設備を考慮した個別
保全計画の作成および将来保全費の検討と民設民営の福祉系施
設（189施設）の簡易的な個別保全計画の作成および将来保全費
の検討を実施。
　既存施設の転用等、公共建築物の利活用についての総合調整
を行い、解体の決定した施設にある機能の移転先候補として廃止
施設の活用を検討し調整を実施。
　公共建築物を取り巻く現状を庁内外に周知し、保全の取組を紹
介するためのリーフレットを作成。

（キ）公共建築物長寿命化対策《実施》
公共施設の劣化･損傷が著しい建築･設備289件の保全工事を実
施し、改修にあたっては高効率型機器の導入を行った。

（ク）ESCOの推進≪実施≫
　第1～11号のESCOサービスを実施し、第12、13号の改修を実
施、第14号の公募を実施した。
【ESCO事業】
　（第1号）新横浜地区3施設、（第2号）松風学園、（第3号）戸塚セ
ンター、（第4号）こども科学館業、（第5号）関内地区3施設、（第6
号）中央図書館ほか1施設、（第7号）横浜市立大学木原生物学研
究所、（第8号）青葉区総合庁舎ほか2施設、（第9号）横浜市立大
学福浦キャンパス（医学部・付属病院）、（第10号）栄区庁舎、（第
11号）横浜国際総合競技場、（第12号）横浜市立市民病院、（第13
号）神奈川区総合庁舎、（第14号）鶴見区総合庁舎

（ア）（イ）（ウ）（エ）（オ）
工事発注による雇用創出が
なされた。
市有施設への率先導入に
より、地域への啓発効果が
あった。

（コ）
設置によって、児童や園児
を含む利用者への意識を促
すことができた。

（ア）
商店街街路灯200灯の高効率化を支援する（当初予定：200
灯）。

（イ）
ＬＥＤ防犯灯仕様書の修正により、電力量及び温室効果ガス発
生量のさらなる縮減を図ったうえで、5,000灯のＬＥＤ防犯灯導
入を目指す。

（ウ）
市営地下鉄ブルーライン駅のうち、12駅構内の蛍光管、約
2.100本をLED化する

（エ）
平成２４年度は執務室を中心に照明のLED化工事を実施し、６
月までに全館LED化工事を完了する予定。

（オ）
各行政区の要望に合わせて、照明の高効率化を進めていく。

（ア）
商店街への周知

（ア）（イ）（オ）
イニシャルコストが高いため、
財政状況に応じて計画的に導
入する必要がある。

（ウ）
より消費電力が尐なく高効率
で安全なLED蛍光管の採用

（エ）
製品間の互換性やちらつき等
について製品間でばらつきが
ある。今回の実証実験で互換
性を含めた性能で優位性が認
められたJEL801規格型を執務
室に採用する。しかしながら
JEL801規格型は価格が高い
ため、執務を行わない共用部
では、規格型以外のLED照明
を採用する。

市役所

（カ）
検討業務委託を市内企業
に発注した。

（キ）
公共建築物長寿命化改修
工事にあたっては、地元企
業へ優先的に発注した。

（ク）
　ESCO事業の第12、13号
改
修工事の建設的役割を担う
市
内企業への、工事発注によ
る
雇用創出がなされた。

（カ）
・市民・施設管理者等に対する
保全意識の向上と公共施設の
現状理解
⇒保全研修会の実施、リーフ
レットの活用方法の検討、公共
建築物マネジメント白書（仮称）
の作成
・公共施設の保全の着実な実
施
⇒長寿命化計画の作成支援、
保全予算確保に向けた調整お
よび技術的支援の実施
・保全費予算の財源確保
⇒課長級プロジェクトによる検
討

（キ）
高効率型機器導入に対する効
果算定が困難であることが課
題である。

（ク）
　建物の長寿命化と温室効果
ガス削減を同時に図るため、
自己資金型ESCO事業を実施
しているが、イニシャルコスト
が課題である。

実施

◎

（ア）-b
（イ）-b
（ウ）-a
（エ）-a
（オ）-b
（カ）-b
（キ）-b
（ク）-a
（ケ）-a
（コ）-b
（サ）-b
（シ）-b
（ス）-b

市役所

a

市有施
設への
太陽光
発電の
導入及
び太陽
熱利用
の促進

26-(3)

市有施
設の長
寿命化・
エネル
ギー利
用の効
率化

26-(1)

26-(2)

省エネ・
再エネ
機器導
入モデ
ル事業
の実施
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２．個別事業に関する進捗状況等【市役所】 団体名 神奈川県横浜市

温室効果ガス削減量
（　暫　定　）

地域活力の創出等

平成２４年度の展開

取組の進捗状況 取組の計画

取組の成果

課題と改善方針

平成２３年度の進捗

計画との比較
主要部門

H23
予定

取組
番号

取組
方針

取組
内容

（ケ）
平成24年度から発現
年間想定発電量からの推
計値

408,000(kWh)※1×

0.375(kg-CO2/kWh)※2＝
▲153t-CO2

※1 年間想定発電量
※2 東京電力のH22年度
実排出係数

（コ）
削減効果＝1件あたり集
熱量（MJ/年）÷1件あた
り集熱面積（m2）×集熱
面積（報告値）(m2）×都
市ガスのCO2排出係数
（t-CO2/GJ)
＝13,060(MJ/件）※2÷
6.0(m2)※2×32(m2)×
0.0509（t-CO2/GJ)※3＝
▲3.5t-CO2
　※2　新エネルギーガイ
ドブック2008(NEDO)より、
強制循環型
　※3　東京ガスHP

▲0.5t-CO2

1件あたり雨水利用量×
雨水利用によるCO2削減

量×導入件数

=50(m3/件・年)×

0.178(kg-CO2/m3)×

57(件) = 0.5t-CO2

▲281.8t-CO2

（シ）
重油代替として使用した
バイオディーゼル燃料約
104klに重油のCO2排出
係数を乗じて算出。
104(kL)×2.71(t-CO2/kL)
＝281.8t-CO2

市有施
設の省
エネ・
再エ
ネ・未
利用エ
ネル
ギー推
進

（ケ）
・小雀浄水場太陽光発電（ろ過池の覆蓋化）
・峰配水池小水力発電（調査設計）

（コ）
各行政区の要望に合わせて、必要に応じて設置を検討する。

設置によって、児童や園児
を含む利用者への意識を促
すことができた。

市役所 ◎ 実施

（ケ）太陽光・小水力発電設備の設置≪実施≫
　水道局青山水源事務所へ小水力発電設備（発電容量49kW、年
間予想発電量408千kWh）を設置。

（コ）１区１ゼロカーボンプロジェクト≪実施≫
　保育園等に太陽熱利用システムを導入した。
　H23年度設置件数：2件

b

（ア）-b
（イ）-c
（ウ）-b
（エ）-b
（オ）-b
（カ）-b
（キ）-b
（ク）-c

引き続き、各区において雨水利用設備の設置を実施していく。

実施

（シ）使用済食用油のバイオディーゼル燃料の活用≪実施≫
　14区の市立小学校から出る使用済食用油を福祉施設が回収し、
精製装置でバイオディーゼル燃料に精製。環境創造局水再生セン
ター(神奈川・港北・金沢）及びポンプ場（戸塚・保土ケ谷等）で重油
代替燃料として使用した（104kL）。
（ス）一般廃棄物処理事業（廃熱利用）≪検討≫
　都筑工場及び鶴見工場をモデルとして排熱蒸気を近隣の地域冷
暖房施設に接続して利用することに係る具体的な検討を行い、環
境性、技術的実現性、事業採算性及びCO2削減量の検討を行っ
た。

（シ）
福祉施設での精製により、
障害者の自立支援につな
がった。

-

（シ）
バイオディーゼル燃料の安定
した供給（精製）と需要先の確
保が必要となる。
（ス）
　CO2削減効果があるが、事
業費が高額で採算に合わない
ため、熱需要先の大幅な増加
や補助金等が必要である。

（コ）
設置によって、児童や園児
を含む利用者への意識を促
すことができた。

26-(5)

-

（サ）１区１ゼロカーボンプロジェクト≪実施≫
　合計５７か所に雨水利用設備を設置した。
　購入補助４か所（中区）、５か所（磯子区）、小学校６か所（金沢
区）、保育園等９か所、購入補助３３か所（瀬谷区）

◎

再エ
ネ・未
利用エ
ネの地
域利用

横浜グ
リーンバ
レーの
推進

27-(1) 市役所

（シ）
　平成24年度は15区で事業実施し、精製量160kLのうち重油代
替燃料として約90kLを予定（平成23年度は14区で実施し、精
製量約138kLのうち重油代替燃料約104kL）。
（ス）
　事業検討の結果、実現に向けた課題等を整理し、平成23年
度で事業を終了する。

実施

（ア）横浜グリーンバレー（公共施設の低炭素技術集中導入モデル
事業）≪実施≫
　9-(4)-（オ）に掲出
（イ）エネルギーモニタリング≪実施≫
　9-(4)-（カ）に掲出
（ウ）電気自動車の利活用≪実施≫
　9-(4)-（キ）に掲出
（エ）環境イベント、環境教育講座の開催≪実施≫
　9-(4)-（ク）に掲出
（オ）海洋資源を用いた地球温暖化対策≪検討≫
　9-(4)-（ケ）に掲出
（カ）生ごみ回収・資源化調査事業≪実施≫
　9-(4)-（コ）に掲出
（キ）金沢動物園エコ森プロジェクト≪検討≫
　9-(4)-（サ）に掲出
（ク）YGPによるHEMS+太陽光発電の導入≪実施≫
　9-(4)-（シ）に掲出

（ア）-b
（イ）-b
（ウ）-a
（エ）-a
（オ）-b
（カ）-b
（キ）-b
（ク）-a
（ケ）-a
（コ）-b
（サ）-b
（シ）-b
（ス）-b

市役所

a

市有施
設への
太陽光
発電の
導入及
び太陽
熱利用
の促進

雨水利
用の促
進

26-(4)

26-(3)

実施

未利用
エネル
ギーの
活用

市役所
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２．個別事業に関する進捗状況等【市役所】 団体名 神奈川県横浜市

温室効果ガス削減量
（　暫　定　）

地域活力の創出等

平成２４年度の展開

取組の進捗状況 取組の計画

取組の成果

課題と改善方針

平成２３年度の進捗

計画との比較
主要部門

H23
予定

取組
番号

取組
方針

取組
内容

定量化は困難

実行計画（事務事業編）
にて、市役所全体の削減
量で進捗管理を行う。

定量化は困難

実行計画（事務事業編）
にて、市役所全体の削減
量で進捗管理を行う。

▲74.7t-CO2

（ア）
自家用車1台あたりガソリ
ンの使用によるCO2排出
量とＥＶ1台あたり電力の
使用によるCO2排出量の
差分より算定
削減効果＝(1.69－
0.34)(t-CO2/台・年)×
4(台)＋(1.69－0.30)(t-
CO2/台・年)×1(台)＝▲
6.8t-CO2

市役所
での脱
温暖化
行動

市役所
での自
動車対
策

実施

実施

実施

b

（ア）-b
（イ）-c
（ウ）-b
（エ）-b
（オ）-b
（カ）-b
（キ）-b
（ク）-c

（ア）
市職員の脱温暖化行動をより定着させることを目指し、継続し
て実施。

再エ
ネ・未
利用エ
ネの地
域利用

横浜グ
リーンバ
レーの
推進

27-(1) 市役所 実施

（ア）横浜グリーンバレー（公共施設の低炭素技術集中導入モデル
事業）≪実施≫
　9-(4)-（オ）に掲出
（イ）エネルギーモニタリング≪実施≫
　9-(4)-（カ）に掲出
（ウ）電気自動車の利活用≪実施≫
　9-(4)-（キ）に掲出
（エ）環境イベント、環境教育講座の開催≪実施≫
　9-(4)-（ク）に掲出
（オ）海洋資源を用いた地球温暖化対策≪検討≫
　9-(4)-（ケ）に掲出
（カ）生ごみ回収・資源化調査事業≪実施≫
　9-(4)-（コ）に掲出
（キ）金沢動物園エコ森プロジェクト≪検討≫
　9-(4)-（サ）に掲出
（ク）YGPによるHEMS+太陽光発電の導入≪実施≫
　9-(4)-（シ）に掲出

（ア）
取組の一層の徹底に向けた周
知・啓発が求められる。

市役所

（エ）公園愛護会活動の推進＜実施＞
　市内の公園で、地域住民による公園愛護会が自主的な清掃･美
化活動を実施した。
　公園愛護会数は平成23年度21団体が増加し、平成24年3月31日
現在2397団体。
（オ）市民協働による市役所業務のCO2削減≪実施≫
　各区において、自治会町内会や事業者等が構成員となった地球
温暖化対策推進協議会等による自主的な取組が行われた。

（エ）
　花壇や堆肥置き場の設
置、剪定・草刈の講習等の
技術支援を行うなど、協働
による活動の活性化を推進
した。
（オ）
市民との協働による地域活
性化に寄与した。

（エ）
　身近な公園は地域の庭とし
て地域住民による自主的な維
持管理が重要であることから、
今後も技術支援等により愛護
会活動の発展支援を推進し、
活動の更なる活性化を図って
いく必要がある
（オ）
既存の組織・取組を活性化し、
活動を広げていく必要がある。

公共施
設や市
職員の
節約行
動の定
着

28-(1)

28-(2)

市民協
働による
市役所
業務の
CO2削
減

b

（ア）-b
（イ）-a
（ウ）-b
（エ）-b
（オ）-b
（カ）-b
（キ）-c

クリーン
エネル
ギー・低
燃費・低
排出ガ
ス車の
導入促
進

市役所

（ア）公用車への電気自動車等の導入≪実施≫
　市の公用車に電気自動車5台を導入した。また、公共施設に充電
設備を５基設置した。
（イ）低公害バスの導入≪実施≫
　ハイブリッドバス10台（目標の10台に対して100％）、計画に追加
してCNGバス10台を導入した。
（ウ）電気自動車の導入促進≪実施≫
　軽四輪貨物自動車（ワンボックス）
　三菱自動車　ミニキャブミーブ　９台導入
（エ）市営バス路線へのハイブリッド・バス車両導入≪実施≫
　ハイブリッドバス１０台（目標の１０台に対して１００％）を導入し
た。
(オ）１区１ゼロカーボンプロジェクト
　区公用車に電気自動車を導入した。（青葉区、都筑区、計２台）

（ア）（イ）（ウ）（オ）
公用車への率先導入によ
り、地域への啓発効果が図
られる
（ウ）
車両外装に電気自動車で
あることを表示し（ラッピング
カー）、水道事業の環境へ
の取組をPRできた。
（エ）
低燃費・低排出ガス車の導
入により、地域への環境効
果が図られる。

（ア）（イ）（エ）（オ）
一層のクリーンエネルギー・低
燃費・低排出ガス車の導入が
必要である。

（ア）（イ）（エ）（オ）
継続して低燃費・低排出ガス車の導入促進を行う。
（ウ）
平成２３年度で事業終了

29-(1)

（エ）
技術支援等のこれまでの取組成果を踏まえながら、今後も引
き続き、愛護会に対する活動支援を行い、愛護会活動の発展
を促進する。
（オ）
これまでの成果を踏まえ、引き続き協働を進めていく。

（ア）全庁一斉定時退庁の実施≪実施≫
　毎週金曜日を全庁一斉定時退庁日として、職員の省エネ行動を
推進した。昨年度に引き続き7月7日のクールアース・デーにおける
定時退庁の実施に加え、8月を「定時退庁月間」と位置づけ、一層
の定時退庁の励行を推進した。
（イ）市庁舎全館LED化≪実施≫
　　26-(1)-（エ）に掲出
（ウ）情報化推進費の内数（グリーンＩＣＴ推進及び対応機器購入）
＜実施＞
　　25-(1)-（ア）に掲出

（ア）
定時退庁を、ワーク・ライフ・
バランスの観点はもとより、
職員の環境配慮行動として
も認識が深まるようにした。

b

（ア）-b
（イ）-a
（ウ）-b
（エ）-b
（オ）-b

市役所
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２．個別事業に関する進捗状況等【市役所】 団体名 神奈川県横浜市

温室効果ガス削減量
（　暫　定　）

地域活力の創出等

平成２４年度の展開

取組の進捗状況 取組の計画

取組の成果

課題と改善方針

平成２３年度の進捗

計画との比較
主要部門

H23
予定

取組
番号

取組
方針

取組
内容

（イ）
代替車両1台あたりCO2
排出量とＨＶバス1台あた
りCO2排出量の差分より
算定
ア　ハイブリッドバス（10
台）
　　削減効果＝（11.98(t-
CO2/台・年)－10.69(t-
CO2/台・年)）×10(台)＝
▲12.9t-CO2
イ　ＣＮＧバス
　　削減効果＝（11.98(t-
CO2/台・年)－9.88(t-
CO2/台・年)）×10(台)＝
▲21.0t-CO2

（ウ）
削減効果={1.69 - 0.30}[t-
CO2/台・年]×9[台]
= 12.5[t-CO2/年]

（エ）
平成23年度実績より、一
般乗合・市内遊覧・貸切
車の走行キロと平均燃費
実績（軽油及びハイブリッ
ド・軽油）を基に算出
削減量＝（ディーゼル車
のCO2排出量（t-CO2/
台・年）-HVバスのCO2排
出量（t-CO2/台・年））×
導入台数（台）
＝{30.88（t-CO2/台・年）-
29.00（t-CO2/台・年）}×
10（台）
＝18.8▲t-CO2

（オ）
削減効果＝(1.69－
0.34)(t-CO2/台・年)×
2(台)＝▲2.7t-CO2

▲87.7t-CO2

軽油代替として使用した
バイオディーゼル燃料約
34klに軽油のCO2排出係
数を乗じて算出。
34(kL)×2.58(t-
CO2/kL)=87.7t-CO2

定量化は困難

-

◎
　平成24年度は15区で事業実施し、精製量160kLのうち軽油代
替燃料として約70kLを予定（平成23年度は14区で実施し、精
製量約138kLのうち軽油代替燃料約34kL）。

市役所
での自
動車対
策

バイオ燃
料の導
入促進

（カ）バイオ燃料の導入促進≪実施≫
　14区の市立小学校から出る使用済食用油を福祉施設が回収し、
精製装置でバイオディーゼル燃料に精製。交通局の市営バスの軽
油代替として使用した（34kL）。

バイオディーゼル燃料の安定
した供給（精製）と需要先の確
保が必要となる。

福祉施設での精製により、
障害者の自立支援につな
がった。

実施

-

公用車
でのエコ
ドライブ
実践

29-(2)

これまでに実施したエコドライブナビ装着によるエコドライブの
推進により、エコドライブが浸透してきたことから、エコドライブ
ナビ装着はH２３年度で終了とする。今後は、エコドライブ講習
会やホームページでの情報提供をとおして引き続きエコドライ
ブを推進していく。

29-(3) 市役所 実施
（キ）公用車でのエコドライブ実践≪実施≫
　職員向けのエコドライブ講習会を実施し、エコドライブのコツと、交
通事故防止につながる安全運転について分かり易く説明した。

b

（ア）-b
（イ）-a
（ウ）-b
（エ）-b
（オ）-b
（カ）-b
（キ）-c

市役所 実施

クリーン
エネル
ギー・低
燃費・低
排出ガ
ス車の
導入促
進

市役所

（ア）公用車への電気自動車等の導入≪実施≫
　市の公用車に電気自動車5台を導入した。また、公共施設に充電
設備を５基設置した。
（イ）低公害バスの導入≪実施≫
　ハイブリッドバス10台（目標の10台に対して100％）、計画に追加
してCNGバス10台を導入した。
（ウ）電気自動車の導入促進≪実施≫
　軽四輪貨物自動車（ワンボックス）
　三菱自動車　ミニキャブミーブ　９台導入
（エ）市営バス路線へのハイブリッド・バス車両導入≪実施≫
　ハイブリッドバス１０台（目標の１０台に対して１００％）を導入し
た。
(オ）１区１ゼロカーボンプロジェクト
　区公用車に電気自動車を導入した。（青葉区、都筑区、計２台）

（ア）（イ）（ウ）（オ）
公用車への率先導入によ
り、地域への啓発効果が図
られる
（ウ）
車両外装に電気自動車で
あることを表示し（ラッピング
カー）、水道事業の環境へ
の取組をPRできた。
（エ）
低燃費・低排出ガス車の導
入により、地域への環境効
果が図られる。

（ア）（イ）（エ）（オ）
一層のクリーンエネルギー・低
燃費・低排出ガス車の導入が
必要である。

（ア）（イ）（エ）（オ）
継続して低燃費・低排出ガス車の導入促進を行う。
（ウ）
平成２３年度で事業終了

29-(1)

市の公用車にて率先してエ
コドライブを行うことにより、
地域への啓発効果があっ
た。
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２．個別事業に関する進捗状況等【市役所】 団体名 神奈川県横浜市

温室効果ガス削減量
（　暫　定　）

地域活力の創出等

平成２４年度の展開

取組の進捗状況 取組の計画

取組の成果

課題と改善方針

平成２３年度の進捗

計画との比較
主要部門

H23
予定

取組
番号

取組
方針

取組
内容

※1 アクションプラン上、平成23年度に取り組む（検討を含む。以下同じ。）こととしている事業すべてについて記載すること。（取組方針、取組内容、取組番号は、アクションプランから該当部分を転記すること。）  
   また、平成24年度以降に取り組むこととしていた事業で平成23年度に前倒しで行った事業についても、記載すること。（その場合、取組番号としては新-1、新-2・・・と記載すること。） 
   なお、平成22年度以前に前倒しで行った事業や新規追加を行った事業については、取組番号をＨ〇〇新-1、Ｈ〇〇新-2・・・と記載すること（Ｈ〇〇は、実施年度）。 
※2 「主要」の欄には、平成23年度に取り組んだ主要事業（温室効果ガス削減効果が大きい、特に先導性・モデル性に優れている等）について「○」を記載すること。また、そのうち「総括票」に記載したものについては、「◎」を記載すること。 
※3 「H23予定」の欄には、「実施」「着手」「検討」「検討・実施せず」から選択して記入すること。 
※4 「取組の進捗状況」の欄には、「＜実施＞」「＜着手＞」「＜検討＞」「＜検討・実施せず＞」から選択して記入した上で、状況を記載すること。 

※5 「計画との比較」欄は、アクションプランへの記載と比した進捗状況を示すものとし、「H23予定」欄と「取組の進捗状況」欄を比較して、以下の分類によりa）～d)の記号付すること。 
   a）計画に追加/計画を前倒し/計画を深掘りして実施、b）ほぼ計画通り、c)計画より遅れている、d)取り組んでいない 
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２．個別事業に関する進捗状況等【都市と緑化・脱温暖化連携】 団体名 神奈川県横浜市

温室効果ガス削減量
（　暫　定　）

地域活力の創出等

▲529.0t-CO2

（イ）
【農地１haあたりの年間CO2
貯留量（ｔ-CO2）】×【事業実
施面積（ha）】
＝1.62ｔ-CO2/ha(※)×
244.5ha＝396.1t-CO2
※【日本全国の農地のたい
肥施用による年間炭素貯留
量：7,451千ｔ-CO2（「今後の
環境保全型農業に関する検
討会」報告書　農水省H20）】
÷【日本の農地面積）：4,593
千ha（農水省H22】=1.62t-
CO2/ha

（ウ）
多層カーテン設置への助成
8.42(kl/10a)×2.9(ha)×
2.71(t-CO2/kl)＝661.7t-
CO2
ヒートポンプ設置への助成
16.351(kl/10a)×0.3(ha)×
2.71(t-CO2/kl)＝132.9t-
CO2

定量化は困難

-

定量化は困難

-

（ア）
「横浜みどりアップ計画市民推進会議」「横浜市環境創造審議
会」等の意見・提案等を踏まえ、事業の充実等を検討する。

(イ)
２３年度に引き続き、農地の適正な維持管理に必要な整備を
実施する。

（ウ）
引き続き、さらなる事業の推進とＰＲ活動を行っていく。

（ア）「横浜みどりアップ計画（新規・拡充施策）」の推進≪実施≫
　平成21年4月に策定した「横浜みどりアップ計画（新規・拡充施
策）」に基づき、緑の減尐に歯止めをかけ、市民とともに身近な水
や緑を保全・創造し、将来にわたって緑の総量と質の維持・向上を
図る計画で「樹林地を守る」（継続保有の促進・維持管理推進・利
活用促進・確実な担保）、「農地を守る」（継続保有の促進・農業振
興・農地保全・担い手育成・確実な担保）、「緑をつくる」（緑化推
進）の3つの柱で42の事業・取組を推進している。

【平成23年度の主な取組成果】
　①樹林地を守る
　　・樹林地の新規指定：104.6ha
　　・樹林地維持管理助成：83件
　　・保全管理計画を策定した市民の森等：3箇所
　　・森への関心を高める講座：83回
　②農地を守る
　　・水田の保全：10.0ha
　　・長期貸付を開始した農地：18.8ha
　　・収穫体験農園整備に対する助成：7.1ha、32箇所
　③緑をつくる
　　・地域緑化計画に基づき、緑化整備を実施した地区：6地区
　　・園庭・校庭の芝生化：27箇所
　　・屋上・壁面緑化への助成：501㎡、9件

（イ）生産環境の整備≪実施≫
　生産環境を整備（１１地区）することにより、炭素貯留機能を有す
る農地を良好な環境に保ち、たい肥施用による農地土壌への炭素
貯留を促進した。

（ウ）施設の省エネルギー化推進≪実施≫
平成23年度は56棟、3.2ha（多層カーテン設置2.9ha、ヒートポンプ
設置0.3ha）の農業生産温室に対して補助を実施した。多層カーテ
ン設置による農業生産温室の保温性の向上および従来の石油暖
房機に比べて高効率なヒートポンプの設置により、農業生産に伴う
二酸化炭素排出量を削減すると共に農業経営の安定化に寄与し
た。

実施

（ア）
市域の緑が減尐を続ける一
方、緑の増加や維持を求める
市民の声は極めて多くなって
おり、緑の保全・創造は緊急に
取り組まなければならない課
題となっていた。そこで、緑の
減尐に歯止めをかけて緑の保
全・創造を進めるため、従来か
ら進めていた「横浜みどりアッ
プ計画」の施策に加えて、平成
21年4月に「横浜みどりアップ
計画（新規・拡充施策）」を策定
した。横浜みどり税を財源に活
用しながら事業・取組を推進し
てく。

(イ)
農地の適正な維持管理に必要
な整備要望に対する、十分な
予算確保ができていない。緊
急性を要する要望が多いた
め、優先順位をつけて対応す
る必要がある。

（ウ）
補助対象者だけでなく、市民に
対しても本事業の目的と効果
について、広く周知する必要が
ある。

（ア）
各事業を通じ、市民協働の
取り組みが進んでいる。

(イ)
平成２３年度に政府が公表
した考え方であり、農業者
及び市民への温暖化対策
の新たな意識の喚起となっ
た。

「横浜み
どりアッ
プ計画
（新規・
拡充施
策）」の
推進

30-(2)
都市と

緑

緑地の
保全と
拡大

取組
方針

取組
内容

都市と
緑

主要部門
H23
予定

取組
番号

実施

平成２４年度の展開

取組の進捗状況 取組の計画

取組の成果

課題と改善方針

平成２３年度の進捗

計画との比較

　保全対象が広がり、土地
所有者は制度が利用しやす
くなったとともに、市側も小
規模緑地の保全が図りやす
くなった。

（オ）緑地保全施策の拡充≪実施≫
　平成21年度に面積下限を5,000㎡以上から1,000㎡以上に引き下
げ、見直しを行った「特別緑地保全地区」「源流の森」等の緑地保
全制度を運用し、緑地保全を推進している。
　「市民緑地」など、新たな制度の導入に向けた局内検討を行っ
た。
【平成23年度の主な取組成果】
・樹林地の新規指定：104.6ha

「横浜み
どり税」
の課税・
固定資
産税及
び都市
計画税
の特例
措置（軽
減措置）
の実施

30-(3)
都市と

緑

（エ）「横浜みどり税」の課税≪実施≫
　平成21年度から「横浜みどり税」制度を５か年の予定で実施して
いる。

「横浜みどり税」
【使途】「横浜みどりアップ計画（新規・拡充施策）」のうち、「公有地
化等樹林地・農地の保全」「緑化の推進」「維持管理の充実による
緑の質の向上」「市民参画の促進」などの施策・事業に充当（基金
へ積立て）
【徴収】個人に対しては、市民税の均等割に年900円を上乗せ、法
人に対しては、市民税の年間均等割額の9％相当額を上乗せ

実施

緑地保
全施策
の拡充

30-(4)

　平成25年度までの5年間措置を実施する。

　「横浜みどり税」を活用した
「横浜みどりアップ計画（新規・
拡充施策）」の着実な実施と理
解が必要である。

　指定拡大に向け、土地所有
の理解と協力が必要である。
　「市民緑地」等の導入には、
詳細な検討を要する。

　指定拡大に向け、引き続き土地所有の理解と協力を働きか
ける。
　「市民緑地」等の導入について引き続き検討する。

　緑の保全・創造に対する
市民の関心を喚起できた。

b

（ア）-b
（イ）-a
（ウ）-a
（エ）-b
（オ）-b
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２．個別事業に関する進捗状況等【都市と緑化・脱温暖化連携】 団体名 神奈川県横浜市

温室効果ガス削減量
（　暫　定　）

地域活力の創出等

取組
方針

取組
内容

主要部門
H23
予定

取組
番号

平成２４年度の展開

取組の進捗状況 取組の計画

取組の成果

課題と改善方針

平成２３年度の進捗

計画との比較

▲96.5t-CO2

（ア）
500.5(m2)×5.218(kg-
CO2/m2)
=2.6(t-CO2)

（イ）
1.8(ha)×10,000(m2/ha)×
5.218(kg-CO2/m2)
=93.9(t-CO2)

▲10,724 ｔ-CO2

（オ）
（胸高直径30cmと仮定）
80.6 kg/年※×高木本数
133,058本
＝ 10,724,475 kg/年
※国土交通省国土技術
施策総合研究所HPより

定量化は困難

-

定量化は困難

-

環境モ
デル都
市プロ
ジェクト

エコまち
づくり計
画の策
定・推進

31-(4)

環境モ
デル都
市の推

進

エコま
ちづく
りの推
進

屋上・壁
面緑化
の推進

31-(1)

エキサイ
トよこは
ま２２（横
浜駅周
辺大改
造計画）
の推進

31-(3)

32-(1)

（エ）
引き続き、ヒートアイランド現象の抑制策として、すず風舗装事
業を推進する。
（オ）
限られた予算の中で、優先順位をつけて維持管理を行う。

実施
（ア）環境モデル都市の推進≪実施≫
　33-(1)-（ア）（イ）、33-(2)-（ウ）、34-(1)-（ア）（イ）（ウ）、34-(2)-
（エ）、35-(1)-（ア）、35-(2)-（イ）に掲出

道路に
おける
ヒートア
イランド
対策及
び地表
面緑化
の推進

31-(2)
都市と

緑
実施

（エ）すず風舗装の推進≪実施≫
ヒートアイランド現象の抑制策として、保水性舗装等を実施した。
（保水性舗装：1地区）

（オ）街路樹管理事業≪実施≫
維持管理の充実による道路の緑の質の向上を図るための、現状
の街路樹、植樹帯等の適切な維持管理（剪定、除草等）《実施》

都市と
緑

都市と
緑

脱温暖
化連携

（キ）エコまちづくり計画の策定・推進≪検討≫
　横浜周辺地区において、集約型都市構造への転換と鉄道駅を中
心としたコンパクトな市街地の形成を図るため、泉ゆめが丘および
鶴見一丁目地区における具体的な施策の導入検討を行った。
横浜都心部におけるコミュニティサイクル社会実験の検証等を行っ
た。

検討

検討

（ア）屋上緑化の推進≪実施≫
　市街地において、良好な自然環境を創出し、ヒートアイランド現象
緩和の一助となる屋上・壁面緑化の助成を９件（500.5m2）行った。
（イ）公共施設緑化の推進≪実施≫
　各区局からの緑化予算要望に対し、適切に配付等を行い、市内
公共施設の緑化（1.8ha）を行った。
（ウ）1区1ゼロカーボンプロジェクト≪実施≫
　各行政区において、緑のカーテンの講習会実施や公共施設での
緑のカーテン実施、苗の配布等を行った。
　区内小中学校・保育園（１４か所）にゴーヤーの苗414個を配布
し、緑のカーテンを実施（中区）。区民への花苗配布と保育園、小
中学校での緑のカーテン実施（３０か所）（港南区）。公共施設等２
６か所、一般家庭約８０世帯で保土ケ谷緑のカーテン大作戦（保土
ケ谷区）。苗の配布約400個、公共施設での育成４３か所、グリーン
カーテンコンテスト（応募件数４３件）の開催（磯子区）。区内事業者
と連携して区民の緑のカーテンづくりをサポートする緑のサポー
ター制度を実施（事業者協賛登録数１０件）、公共施設での緑の
カーテン実施（４２か所）、港北公会堂にて緑のカーテンづくりの成
果の展示会を実施（港北区）。区役所を含む７０か所で緑のカーテ
ン実施（青葉区）。緑のカーテン講習会の実施（参加者２２０人）、
区民ボランティアが育成した苗や緑のカーテン資材を公共施設へ
提供（２５施設）、イベントで苗配布（約２０００個）、高等特別支援学
校で育苗授業を実施し、生徒が育成した苗を区内のイベントで配
布（５００個）（瀬谷区）。

（エ）
沿道環境改善事業の予算は
減尐しており、環境負荷低減
効果のPR等により、事業費の
確保が必要である。
（オ）
適切な管理を行うための予算
が不足しており、事業費の確
保が必要である。

・各ルール適用に際して、開発
条件の区分の精査が必要。
・ルールの適用させていくうえ
での誘導方法について検討が
必要。

（ア）
良好な自然環境を創出し、
地域への温暖化対策の意
思向上へつながる。

（イ）
人目につく公共施設を緑化
し、地域の緑化の意思向上
へつながる。

（ウ）
講演会やグリーンカーテン
コンテスト、育苗授業、ボラ
ンティアが育成した苗の配
布等、地域と密接に関わり
ながら取組を行うことで、温
暖化対策の意識を喚起でき
た。

（エ）
過去の実績では、すず風舗
装実施箇所は、平均7℃程
度の路面温度の低減効果
が確認されている。

実施
都市と

緑

（カ）エキサイトよこはま２２の推進≪検討≫
　エキサイトよこはま22エリアにおける地球温暖化対策の独自理念
を設定し、建物用途別・開発条件別CO2排出ルール案を作成。
　ヒートアイランド対策効果に対する評価指標の設定および緑化も
含めたヒートアイランド対策に資する取組の効果検証を実施し、
ルール案を作成。

（ア）
民間施設への屋上・壁面緑化
普及のため、助成内容の周知
及び維持管理の仕組みづくり
等について検討を進める必要
がある。

（イ）
小規模な緑化が多いため、庁
舎緑化等の大規模な緑化を進
める必要がある。

（ウ）
緑のカーテンが一時的な取組
で終わらないよう継続的に取り
組む必要がある。

地域ごとの具体的施策の検
討ができた。

b

-

（ア）
民間施設への屋上・壁面緑化普及のため、助成内容の周知活
動を積極的に行うとともに、現行制度の見直しについて検討を
進める。

（イ）
規模の大きな施設の緑化を図り、効果的な緑化を進める。

（ウ）
公共施設のみならず民間施設等への屋上・壁面緑化普及のた
めにも講演会やグリーンカーテンコンテストのような取組を引き
続き実施していく。

・横浜駅周辺地区における面的エネルギーネットワーク構築や
ヒートアイランド対策等の検討を行う。
・横浜駅周辺地区の新規開発における環境取組のルール化検
討や面的エネルギーネットワーク構築に関する関係者合意形
成を図る。
・横浜都心部におけるコミュニティサイクル長期社会実験を継
続して行う。

・CO2排出削減ルール及びヒートアイランド対策ルールの策定
・低炭素まちづくりに資する面的エネルギーネットワーク整備に
向けた検討
・ガイドラインの更新

b

（ア）-b
（イ）-b
（ウ）-b
（エ）-b
（オ）-b
（カ）-b
（キ）-b

-
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２．個別事業に関する進捗状況等【都市と緑化・脱温暖化連携】 団体名 神奈川県横浜市

温室効果ガス削減量
（　暫　定　）

地域活力の創出等

取組
方針

取組
内容

主要部門
H23
予定

取組
番号

平成２４年度の展開

取組の進捗状況 取組の計画

取組の成果

課題と改善方針

平成２３年度の進捗

計画との比較

定量化は困難

-

定量化は困難

-

定量化は困難

-

定量化は困難

環境モ
デル都
市プロ
ジェクト

33-(3)
脱温暖
化連携

脱温暖
化連携

環境モ
デル都
市の推

進

低炭素
都市推
進協議
会等団
体との連
携

都市間
政策連
携の強
化

先進都
市との
政策連
携

国際連
携の推
進

33-(1)

33-(2)

32-(1)

実施

（ア）国際連携の推進≪実施≫
　平成23年５月にサンパウロで開催されたC40に副市長が出席し、
本市施策を発表、他の参加都市との意見交換を行った。また、11
月29日～12月４日間、バルセロナで開催されたスマートシティエキ
スポ国際会議2011において、ワールドスマートシティ・アワードを都
市部門において受賞。平成23年度は計7つの国際会議等で情報発
信を行った。本市の施策紹介をした海外からの視察者は、計42か
国387名となった。
（イ）横浜スマートシティプロジェクトの推進≪実施≫
　　19-(1)-(ア)に掲出

実施

（ア）
横浜スマートシティプロジェクトのプロモーションや国際連携の
意見交換のため、国際会議への出席や海外視察者の受入れ
を推進していく。

実施
（ア）環境モデル都市の推進≪実施≫
　33-(1)-（ア）（イ）、33-(2)-（ウ）、34-(1)-（ア）（イ）（ウ）、34-(2)-
（エ）、35-(1)-（ア）、35-(2)-（イ）に掲出

b

脱温暖
化連携

実施

海外都
市への
環境協
力

技術移
転の推
進

34-(1)

脱温暖
化連携

脱温暖
化連携

（ウ）低炭素都市推進協議会団体との連携≪実施≫
　国及び全国の環境モデル都市、その他の都市、関係団体等で構
成する「低炭素都市推進協議会」に設置された「グリーン・エコノ
ミーワーキンググループ」の事務局として、会合を開催し、先進的
な政策アイデアの共有を図った。
全４回（7月、９月、12月、２月）開催（延べ103団体・153人）

b

社会経済情勢や加盟団体の
ニーズに合った活動内容を検
討し、多くの団体に政策アイデ
アの普及をしていく必要があ
る。

（ア）
英文HPの活用、国外関係者と
のネットワークを活用し、国外
への情報発信を強化し、効率
的に情報発信をしていく。

（ア）
引き続き水道技術について海外都市と技術移転協力を行う。

（イ）
引き続き、アジア太平洋都市間協力ネットワーク（CITYNET)と
連携し、シティネットのネットワークを活かし、都市間技術協力
を進める。

（ウ）
技術協力相手方の要望を確認した上で、引き続き、野生動物
に関する獣医療技術や環境教育について技術協力を行う。

（ア）
社会経済情勢や国外各都市
のニーズを把握し、方針や協
力内容の見直しを随時検討し
ていく必要がある。

（イ）
社会経済情勢や国外各都市
のニーズを把握し、方針や協
力内容の見直しを随時検討し
ていく必要がある。

（ウ）
技術協力相手方の要望の把
握に努めながら事業を進めま
す。

引き続き、関連会議に出席し、環境問題について、各自治体と
意見交換・課題の検討を行う。得られた情報・成果について
は、今後、本市の施策に反映させていく（平成24年度の九都県
市環境問題対策委員会は千葉市が幹事）。

本市の環境関連の部署にこれ
らの取組についてより深く周知
する必要がある。

（ア）
環境モデル都市としての評
価が国内外に広まる効果が
あった。

実施

（ア）技術移転の推進≪実施≫
　ＪＩＣＡベトナム中部地区技術協力プロジェクト、同アフリカ研修、
ベトナム３機関との覚書に基づく技術協力などをはじめとする事業
に取り組んだ。
　これにより平成23年度は27人の職員派遣、195人の研修員受入
を行い、各国の水道事業の改善を支援した。
（イ）シティネット事業≪実施≫
　平成23年10月にはクアラルンプールアジア地域トレーニングセン
ター（KLRTC)で実施された「固形廃棄物管理」研修（シティネットや
UNITAR：国連訓練調査研究所が主催）に職員を研修講師として派
遣し、本市の事例を発表した。
（ウ）野生動物の飼育繁殖に関する技術協力事業≪実施≫
　JICAとの協働で、ウガンダ野生生物教育センターを対象に、野生
動物の飼育繁殖に関する技術協力を目的に研修員受入と専門家
（市立動物園職員）派遣を実施した。

（ア）
国外各都市との交流を通じ
て、本市の環境モデル都市
としての認知度向上が図ら
れた。

（イ）
国外各都市との交流・協力
を通じて、本市の環境モデ
ル都市としての認知度向上
が図られた。

（ウ）
JICAとの連携し、動物園の
技術力をアピールしながら
行った。

b

（エ）都市間政策連携の強化≪実施≫
　平成23年７月7日に七夕ライトダウンキャンペーンを実施。みなと
みらい２１地区において開催された「七夕あんどんキャンドルナイ
ト」（（一社）横浜みなとみらい２１主催）と連動して、みなとみらい２
１地区の集客施設や業務施設のイルミネーションやオフィス照明な
どについて、午後８時から10分間の消灯を呼び掛け、日頃いかに
照明を使用しているか実感してもらい、脱温暖化行動を実践する
動機付けの機会とした。
　九都県市首脳会議環境問題委員会関連会議（首脳会議２回、委
員会２回、幹事会２回、幹事会ワーキング会議10回など）に出席
し、災害対策や再生可能エネルギーの普及拡大などについて、各
都市と意見交換・課題の検討を行った（Ｈ23年度は川崎市が幹
事）。また、ＪＩＣＡ横浜と連携し、青年研修事業としてアフリカ諸国
の研修員（13名）を受け入れ、九都県市が取り組む先進的な事例
やこれまで培ってきた環境取組について広く海外へアピールした。

（ア）-b
（イ）-b
（ウ）-b
（エ）-b
（オ）-b

低炭素都市推進協議会のネットワークを活用し、都市間連携を
進めていく。

環境モデル都市としての評
価が国内外に広まる効果が
あった。

　様々な環境問題につい
て、各自治体と広域的に連
携して取り組むことと、海外
に本市の取組をアピールし
ていくことで地域活力の創
出につながる。

（ア）-a
（イ）-b
（ウ）-b
（エ）-b
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２．個別事業に関する進捗状況等【都市と緑化・脱温暖化連携】 団体名 神奈川県横浜市

温室効果ガス削減量
（　暫　定　）

地域活力の創出等

取組
方針

取組
内容

主要部門
H23
予定

取組
番号

平成２４年度の展開

取組の進捗状況 取組の計画

取組の成果

課題と改善方針

平成２３年度の進捗

計画との比較

-

定量化は困難

-

定量化は困難

-

定量化は困難

-

実施

国際機関の活動支援や協
働事業を通じ、本市の環境
モデル都市としての認知度
向上が図られた。

脱温暖
化連携

34-(2)

34-(3)

植林活
動を通じ
た環境
教育プロ
グラムの
実施

環境教
育を通じ
た国際
貢献

農山村
との連
携

実施

脱温暖
化連携

海外都
市への
環境協
力

技術移
転の推
進

34-(1)

（オ）子ども省エネ大作戦≪実施≫
　6-(2)-（イ）に掲出

b

（エ）環境教育を通じた国際貢献・シティネット事業≪実施≫
　国際熱帯木材機関（ITTO)と共同で、熱帯林の重要性について考
える小学生向けポスターコンクールの実施や市民向けシンポジウ
ムを開催した。また、教育委員会主催の環境教育研修会（6月）に
てWFP国際連合世界食糧計画日本事務所が取組事例の発表を
行った。9月にはシティネットが主催する「環境に配慮した交通」を
テーマとする市民向けフォーラムに対して開催協力を行うなど、国
際機関との連携を図った。

実施

（ア）
引き続き水道技術について海外都市と技術移転協力を行う。

（イ）
引き続き、アジア太平洋都市間協力ネットワーク（CITYNET)と
連携し、シティネットのネットワークを活かし、都市間技術協力
を進める。

（ウ）
技術協力相手方の要望を確認した上で、引き続き、野生動物
に関する獣医療技術や環境教育について技術協力を行う。

引き続き、市内国際機関の活動を支援していくとともに、機会
を捉えて、各機関の取り組みを発表するなど、連携を深めてい
く。

（ア）
社会経済情勢や国外各都市
のニーズを把握し、方針や協
力内容の見直しを随時検討し
ていく必要がある。

（イ）
社会経済情勢や国外各都市
のニーズを把握し、方針や協
力内容の見直しを随時検討し
ていく必要がある。

（ウ）
技術協力相手方の要望の把
握に努めながら事業を進めま
す。

社会経済情勢や国外各都市
のニーズを把握し、方針や協
力内容の見直しを随時検討し
ていく必要がある。

山梨県・
道志村と
の連携

脱温暖
化連携

（ア）山梨県・道志村との連携≪実施≫
　地球温暖化対策に関する山梨県・道志村・横浜市合同研究会を
開催し、３者の現況を踏まえ、意見交換を行った。（2月）

都市相互のニーズの確認
につながった。

研究会のあり方について、見
直しを図る必要がある。

引き続き、山梨県・道志村と連携を図っていく。35-(1)

他市町
村との連
携

35-(2)
脱温暖
化連携

実施
低炭素都市推進協議会の
加盟団体相互の交流につ
ながった。

脱温暖
化連携

実施

（ア）技術移転の推進≪実施≫
　ＪＩＣＡベトナム中部地区技術協力プロジェクト、同アフリカ研修、
ベトナム３機関との覚書に基づく技術協力などをはじめとする事業
に取り組んだ。
　これにより平成23年度は27人の職員派遣、195人の研修員受入
を行い、各国の水道事業の改善を支援した。
（イ）シティネット事業≪実施≫
　平成23年10月にはクアラルンプールアジア地域トレーニングセン
ター（KLRTC)で実施された「固形廃棄物管理」研修（シティネットや
UNITAR：国連訓練調査研究所が主催）に職員を研修講師として派
遣し、本市の事例を発表した。
（ウ）野生動物の飼育繁殖に関する技術協力事業≪実施≫
　JICAとの協働で、ウガンダ野生生物教育センターを対象に、野生
動物の飼育繁殖に関する技術協力を目的に研修員受入と専門家
（市立動物園職員）派遣を実施した。

（ア）
国外各都市との交流を通じ
て、本市の環境モデル都市
としての認知度向上が図ら
れた。

（イ）
国外各都市との交流・協力
を通じて、本市の環境モデ
ル都市としての認知度向上
が図られた。

（ウ）
JICAとの連携し、動物園の
技術力をアピールしながら
行った。

（ア）-b
（イ）-b
（ウ）-b
（エ）-b
（オ）-b

（ア）-b
（イ）-b

引き続き、下川町、小国町と連携を進めていく。

（イ）他市町村との連携≪実施≫
①昨年実施した下川町とのカーボンオフセット事業を契機に、下川
町・戸塚区・川上地区連合町内会との環境をはじめとする友好協
定を締結し、戸塚区のイベントの一部において、カーボンオフセット
を実施するとともに、子どもたちの交流を行った。
②小国町と連携してサッカーの試合を通じたカーボンオフセットに
取り組んだ。

b

一過性のものでなく、継続させ
る施策を検討する必要があ
る。

※1 アクションプラン上、平成23年度に取り組む（検討を含む。以下同じ。）こととしている事業すべてについて記載すること。（取組方針、取組内容、取組番号は、アクションプランから該当部分を転記すること。）  
   また、平成24年度以降に取り組むこととしていた事業で平成23年度に前倒しで行った事業についても、記載すること。（その場合、取組番号としては新-1、新-2・・・と記載すること。） 
   なお、平成22年度以前に前倒しで行った事業や新規追加を行った事業については、取組番号をＨ〇〇新-1、Ｈ〇〇新-2・・・と記載すること（Ｈ〇〇は、実施年度）。 
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２．個別事業に関する進捗状況等【都市と緑化・脱温暖化連携】 団体名 神奈川県横浜市

温室効果ガス削減量
（　暫　定　）

地域活力の創出等

取組
方針

取組
内容

主要部門
H23
予定

取組
番号

平成２４年度の展開

取組の進捗状況 取組の計画

取組の成果

課題と改善方針

平成２３年度の進捗

計画との比較

   また、平成24年度以降に取り組むこととしていた事業で平成23年度に前倒しで行った事業についても、記載すること。（その場合、取組番号としては新-1、新-2・・・と記載すること。） 
   なお、平成22年度以前に前倒しで行った事業や新規追加を行った事業については、取組番号をＨ〇〇新-1、Ｈ〇〇新-2・・・と記載すること（Ｈ〇〇は、実施年度）。 
※2 「主要」の欄には、平成23年度に取り組んだ主要事業（温室効果ガス削減効果が大きい、特に先導性・モデル性に優れている等）について「○」を記載すること。また、そのうち「総括票」に記載したものについては、「◎」を記載すること。 
※3 「H23予定」の欄には、「実施」「着手」「検討」「検討・実施せず」から選択して記入すること。 
※4 「取組の進捗状況」の欄には、「＜実施＞」「＜着手＞」「＜検討＞」「＜検討・実施せず＞」から選択して記入した上で、状況を記載すること。 
※5 「計画との比較」欄は、アクションプランへの記載と比した進捗状況を示すものとし、「H23予定」欄と「取組の進捗状況」欄を比較して、以下の分類によりa）～d)の記号付すること。 
   a）計画に追加/計画を前倒し/計画を深掘りして実施、b）ほぼ計画通り、c)計画より遅れている、d)取り組んでいない 
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３．平成２３年度実施事業一覧【家庭部門】 団体名

支援名称
所　管
省庁等

支援額
（千円）

1
建築物環境配慮制度
事業

建物を新築する際、「CASBEE横浜」を用いて、建
築物の省エネルギー対策や長寿命化対策などの
総合的な環境配慮の取り組みを促すもので、届出
制度と認証制度がある。

H21～25 2,401 58 - - -

2
建築物のエネルギー
性能の評価・格付事
業

既存の建築物環境配慮制度（CASBEE横浜）を拡
充し、環境性能表示制度や対象規模の拡大等を
行う。

H21～25 23,014 2,611 - - -

1
建築物環境配慮制度
事業

2
建築物のエネルギー
性能の評価・格付事
業

1
建築物環境配慮制度
事業

2
建築物のエネルギー
性能の評価・格付事
業

1
建築物環境配慮制度
事業

2
建築物のエネルギー
性能の評価・格付事
業

3
脱温暖化モデル住宅
推進事業

エネルギー効率のよい長寿命な住宅を誘導する
ため、長期優良住宅の認定及び太陽光パネルの
設置等の要件を備えたモデル住宅を建設し、うち
１棟を一般公開、省エネ効果をPRすることで、市
民の関心を高める。

H21～H25 94,331 12,498 - - -

神奈川県横浜市

取組
番号

取組
項目

枝
番

事業名 事業概要
事業期間
（見込）

事業費総額
（見込）
（千円）

H23年度
事業額
（実績）
（千円）

1-(1)
CASBEE横浜
の届出義務
対象拡大

1-(2)

ＣＡＳＢＥＥ横
浜の環境性
能表示制度
導入

1-(1)-1に掲出

1-(1)-2に掲出

1-(3)
戸建住宅等
へのＣＡＳＢＥ
Ｅ制度の拡充

1-(1)-1に掲出

1-(1)-2に掲出

1-(4)
省エネル
ギー型住宅
の普及

1-(1)-1に掲出

1-(1)-2に掲出
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支援名称
所　管
省庁等

支援額
（千円）

取組
番号

取組
項目

枝
番

事業名 事業概要
事業期間
（見込）

事業費総額
（見込）
（千円）

H23年度
事業額
（実績）
（千円）

4 税制・金利優遇

次世代省エネ基準を満たす新築住宅に対して都
市計画税の軽減措置を講じる。
また、窓の改修工事を含む省エネ改修工事を行っ
た既存住宅に対して都市計画税の軽減措置を講
じる。

終期未定 - - - - -

2-(1)

脱温暖化リノ
ベーション手
法の開発・実
施

1
団地でお互いさまねっ
と推進事業

横浜市とUR神奈川地域支社とで団地内の空店舗
を活用して地域の交流の一層の推進を図るため
に開設した交流拠点「お互いさまねっと　いこい」
を中心に、高齢者等の孤立予防・孤立死予防を考
慮した生活支援（安心センターの運営）、あおぞら
市の継続、サロン、生活サポート、介護事業など
の取組を実施している。

終期未定 - - - - -

1

住まいに関する情報・
相談提供事業（人にや
さしい住まいづくり体
験館における企画展
示）

　住宅の新築。改築の際に、高能率給湯器・高能
率証明（ＬＥＤ照明）及び家庭用燃料電池などが導
入されるよう、住宅展示場と協力して脱温暖化に
つながらるセミナー・企画展示等、普及啓発を行
う。

終期未定 － 予算なし － － －

2
住まいに関する情報・
相談提供事業（エコリ
フォーム相談）

平成23年度４月より、ＮＰＯ法人住宅リフォーム促
進協議会へ委託し、ハウスクエア横浜の「住まい
の相談カウンター」においてエコ・リフォーム相談を
実施。

H23～H25 13,374 3,758 － － －

1
脱温暖化モデル住宅
推進事業

2

住まいに関する情報・
相談提供事業（人にや
さしい住まいづくり体
験館における企画展
示）

3
脱温暖化行動広報事
業

1-(4)
省エネル
ギー型住宅
の普及

2-(2)
エコリフォー
ムの推進

3-(1)

高効率給湯
器・高効率照
明及び家庭
用燃料電池
の普及

1-(4)-3に掲出

2-(2)-1に掲出

4-(1)-1に掲出
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支援名称
所　管
省庁等

支援額
（千円）

取組
番号

取組
項目

枝
番

事業名 事業概要
事業期間
（見込）

事業費総額
（見込）
（千円）

H23年度
事業額
（実績）
（千円）

4
横浜LEDメガワット
キャンペーン

一般家庭でのLED電球への買換えを促進する「横
浜LEDメガワットキャンペーン」を実施する。LED電
球の買換えによって、１メガワットの消費電力を減
らし、年間860t-CO2を削減することを目的とする。

H22～23 - 0 - - -

1
脱温暖化行動広報事
業

市民に対し脱温暖化行動の実践を促すとともに、
国内外に向け本市の先進的な取組を効果的に伝
えるための広報活動を展開する。
また、東日本大震災に端を発する市民の節電意
識の高まりを受け、その行動を定着させるべく、引
き続き市民に節電・省エネの呼びかけを行う。

終期未定 - 調整中 - - -

2
横浜LEDメガワット
キャンペーン

1
１区１ゼロカーボンプ
ロジェクト

2

横浜グリーンバレー
（省エネナビを利用し
た省エネチャレンジ住
宅の普及）

家庭での電力の使用量及びそれに伴うCO2排出
量をリアルタイムに表示する「省エネナビ」を市民
に貸出し、普及促進する。

終期未定 - 0 - - -

3
横浜スマートシティプ
ロジェクト

5区を対象にHEMS及び太陽光発電システムを導
入する。

H22～H26 - 調整中 - - -

6-(1)

ヨコハマ・エ
コ・スクール
（ＹＥＳ）の推
進

1
脱温暖化行動推進事
業（ＹＥＳ）

　市民、市民活動団体、事業者、大学、行政など
が実施する環境・地球温暖化問題に関連する
様々な講座、イベントなどの活動・取組を、ヨコハ
マ・エコ・スクール（ＹＥＳ）という統一的なブランド
のもとに市民に提供する。

終期未定 - 調整中 - - -

1
横浜型ライフスタイル
推進事業（子ども省エ
ネ大作戦！2011）

市内小学生が夏休み期間中、省エネ行動に取り
組む。子どもたちの取組を具体的な環境保全につ
なげるべく、市内事業者からの協賛金を国内ＮＰＯ
法人等に寄付し、環境保全活動に活かしていく。

終期未定 ­ 調整中 ­ ­ ­

3-(1)

高効率給湯
器・高効率照
明及び家庭
用燃料電池
の普及

6-(2)

環境に配慮し
た消費行動・
省エネ行動
の促進

4-(1)
家電の買換
え誘導

3-(1)-4に掲出

5-(1)
省エネナビ・
HEMSの普及
促進

6-(3)-1に掲出
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支援名称
所　管
省庁等

支援額
（千円）

取組
番号

取組
項目

枝
番

事業名 事業概要
事業期間
（見込）

事業費総額
（見込）
（千円）

H23年度
事業額
（実績）
（千円）

2
横浜型ライフスタイル
推進事業
（環境家計簿）

　毎月の電気・ガス・水道の使用量、光熱費を記
録する「環境家計簿」を作成・配布し、家庭での省
エネ行動を推進する。各区や市内公共施設等に
配布。

終期未定 ­ 調整中 ­ ­ ­

3
脱温暖化行動広報事
業

6-(3)
1区1ゼロカー
ボンプロジェ
クト

1
1区1ゼロカーボンプロ
ジェクト

18行政区それぞれが、市民一人ひとりにとっての
身近な生活圏・地域として脱温暖化を加速するに
あたって、各区の特色を踏まえた「１区１ゼロカー
ボンプロジェクト」を実施する。

終期未定 - 調整中 - - -

※2 取組番号、取組項目については、個別票と同様に記載すること。
※3 事業ごとに行を作成し、枝番を振って、事業名、事業概要、事業期間、事業費総額等を記載すること。
※4 「事業期間（見込）」「事業費総額（見込）」については、現時点で見込んでいる額を記載すること。

6-(2)

環境に配慮し
た消費行動・
省エネ行動
の促進

4-(1)-1に掲出

※1 アクションプラン上、平成23年度に取り組む（検討を含む。以下同じ。）こととしていた事業のうち、平成23年度に取り組む予定であったが取り組まなかった事業を除く全てについて
　記載すること。平成24年度以降に取り組むこととしていた事業で平成23年度に前倒しで行った事業についても記載すること。
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３．平成２３年度実施事業一覧【業務・産業・エネルギー転部門】 団体名

支援名称
所　管
省庁等

支援額
（千円）

7-(1)
地球温暖化
対策計画書
制度の強化

1
事業者温暖化対策促
進事業

市内で一定規模以上の温室効果ガスを排出する
事業者に対し、排出抑制計画の作成及び市への
提出、また、この計画の実施状況について、市へ
報告することを義務づけている制度である「地球
温暖化対策計画書制度」を適正に運用する。

終期未定 － 調整中 － － －

1
事業者温暖化対策促
進事業

　改正「地球温暖化対策計画書制度」は、義務対
象者のみならず市内で温室効果ガスの排出抑制
に意欲のある事業者に対し、任意で計画書の提
出を可能としている。任意提出事業者に対し省エ
ネアドバイス等の支援を行っていく。

終期未定 － 調整中 － － －

2

中小企業融資事業
（中小企業融資制度
事業、信用保証料助
成等事業）

①金融機関による融資実績
②金融機関に対する預託金
③信用保証料の助成

終期未定 -

①1件
42,000

②321,000
 ③546

- - -

3

低炭素ものづくり促進
事業
（製造過程脱温暖化
促進事業（経営革新
促進助成））

　生産設備等の省エネルギー化を推進するため、
中小製造業者がCO2削減に資する設備投資を行
う際に、それにかかる経費の一部を助成する。

終期未定 - 21,310 - - -

4

低炭素ものづくり促進
事業
（製造過程脱温暖化
促進事業（省エネアド
バイザー派遣））

　中小企業が所有する工場やビル等の省エネル
ギー化やCO2削減の対策を促進するため、専門
の技術アドバイザーを派遣してアドバイスを実施
する。

終期未定 - 2,257 - - -

5
省エネ経営促進支援
事業

　市内中小企業者に対し、省エネ経営への関心や
省エネ意識を喚起し、脱温暖化行動へつなげるた
め、省エネセミナーを開催する。

H23年度 - 1,785 - - -

6
環境・温暖化対策分
野産業振興事業

　市内中小企業に対して、環境・エネルギー分野
への参入及び研究開発から販路開拓までの一貫
した支援を行う体制を構築する。

終期未定 - 1,258 - - -

神奈川県横浜市

取組
番号

取組
項目

枝
番

事業名 事業概要
事業期間
（見込）

事業費総額
（見込）
（千円）

H23年度
事業額
（実績）
（千円）

7-(2)
中小企業の
省エネ支援
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３．平成２３年度実施事業一覧【業務・産業・エネルギー転部門】 団体名

支援名称
所　管
省庁等

支援額
（千円）

神奈川県横浜市

取組
番号

取組
項目

枝
番

事業名 事業概要
事業期間
（見込）

事業費総額
（見込）
（千円）

H23年度
事業額
（実績）
（千円）

7
中小製造業節電対策
助成制度の実施

市内のものづくりを担う中小製造事業者が実施す
る一定の節電効果をもつ設備や機器の更新や新
設などの設備投資に対して、経費の助成を実施す
る。

H23 - 130,473 - - -

7-(3)
エコ行動を促
進する金融
商品の開発

1

中小企業融資事業
（中小企業融資制度
事業、信用保証料助
成等事業）

7-(4)

中小企業研
究開発促進
事業（SBIR）
の拡充による
研究開発

1

低炭素ものづくり促進
事業
（中小企業研究開発
促進事業（ＳＢＩＲ））

　横浜市では、市内中小企業の優れた技術力を
活用して行政課題の解決を図る「中小企業研究開
発促進事業（SBIR：（Small Business Innovation
Research）」を推進している。その制度を活用し、
温暖化対策に資する新技術・新製品開発を促進
し、開発成果の事業化を支援することにより、優れ
た技術による脱温暖化の加速と市内における環
境・エネルギービジネスの振興を図ることを目指
す。

終期未定 - 25,000 - - -

7-(5)

事業者から
消費者への
省エネ・エコ
商品情報提
供

1
省エネ・エコ商品の情
報提供

横浜グリーン購入ネットワーク（横浜GPN）の会員
として、グリーン購入に取り組むと共に、ホーム
ページを利用して事業者や消費者に対して環境に
配慮した物品等の情報提供を行う。

終期未定 - 0 - - -

8-(1)

市域へのエ
ネルギー供
給に関する
情報の把握

1
エネルギー供給に関
する情報把握

　平成22年4月に改正した「横浜市生活環境の保
全等に関する条例」に基づき、エネルギー供給事
業者への情報提供依頼制度の運用を行い、市と
して必要な情報を把握する。

終期未定 - 0 - - -

9-(1)

中小企業研
究開発促進
事業（SBIR）
の拡充による
研究開発

1

低炭素ものづくり促進
事業
（中小企業研究開発
促進事業（ＳＢＩＲ））

7-(2)
中小企業の
省エネ支援

　7-(2)-2に掲出

　7-(4)-1に掲出
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３．平成２３年度実施事業一覧【業務・産業・エネルギー転部門】 団体名

支援名称
所　管
省庁等

支援額
（千円）

神奈川県横浜市

取組
番号

取組
項目

枝
番

事業名 事業概要
事業期間
（見込）

事業費総額
（見込）
（千円）

H23年度
事業額
（実績）
（千円）

1

低炭素ものづくり促進
事業
（脱温暖化ビジネス
ネットワーク構築事
業）

　市内における新たなビジネスチャンスの創出を
目指し、脱温暖化に資する中小・大手企業の技
術・製品や大学の研究成果等の情報を発信・交換
できる機会を設け、市内中小企業と大手企業との
技術連携を推進する。

終期未定 - 3,000 - - -

2
横浜グリーンバレー
（産官学による推進組
織の構築）

地元企業の環境関連技術を紹介するためのイベ
ントを定期的に開催する。地元大学を中心に市民
参加型の環境教育講座を実施し、市民や企業に
おける環境意識の高揚を図る。

終期未定 - 調整中 - - -

9-(3)

事業者から
消費者への
省エネ・エコ
商品情報提
供

1
省エネ・エコ商品の情
報提供

1

横浜グリーンバレー
（公共施設の低炭素
技術集中導入モデル
事業）

2

横浜グリーンバレー
（省エネナビを利用し
た省エネチャレンジ住
宅の普及（事業所））

家庭部門並びに業務部門のエネルギー需要量・
需要パターンを把握する。市民の多様性に対応し
た、横浜市におけるCO2排出量のベンチマーク
や、例えばモデルコミュニティによるエネルギーモ
ニタリング制度などによって、CO2排出管理をコ
ミュニティ単位で実践していくといった、今までにな
いCO2削減に向けた効果的手法を検討していく。

H22～H25 29,000 1,501
先導的都市環境形
成促進事業

国土交通省 750

3
横浜グリーンバレー
（電気自動車の利活
用モデルの構築）

横浜グリーンバレー地区において、日々の業務に
欠かせないモビリティの質を高めながら、温室効
果ガスの排出を抑制することで、持続可能なモビ
リティ社会の実現を目指すことを目的に、金沢産
業団地内で電気自動車を用いたカーシェアリング
の実証実験を実施する。

H22～H25 29,000 7,644
先導的都市環境形
成促進事業

国土交通省 3,822

9-(2)

市内中小企
業と大手企
業等との技
術連携の推
進

　7-(5)-1に掲出

9-(4)

横浜グリーン
バレーの推
進（省エネ・
再エネ・未利
用エネの導
入推進・連
携・環境教
育）

　23-(1)-2に掲出
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３．平成２３年度実施事業一覧【業務・産業・エネルギー転部門】 団体名

支援名称
所　管
省庁等

支援額
（千円）

神奈川県横浜市

取組
番号

取組
項目

枝
番

事業名 事業概要
事業期間
（見込）

事業費総額
（見込）
（千円）

H23年度
事業額
（実績）
（千円）

4
横浜グリーンバレー
（環境イベント、環境教
育講座の開催）

地元企業の環境関連技術を紹介するためのイベ
ントを定期的に開催する。地元大学を中心に市民
参加型の環境教育講座を実施し、市民や企業に
おける環境意識の高揚を図る。

終期未定 - 調整中 - - -

5
横浜グリーンバレー
（海洋資源を用いた地
球温暖化対策）

横浜グリーンバレー地区内に実験海域を確保し、
海域における温室効果ガスの吸収・固定化に資す
るシステムを導入するとともに、海域環境への影
響を含めた実証実験を行う。海洋における地球温
暖化対策に資する技術やスキーム（ブルーカーボ
ン等）など、新たなシステムを本市が牽引し、日本
内外に発進することにより、この分野での主導権
をとり、温室効果ガスの削減と経済の活性化を進
める。

H22～H25 57,000 11,676
先導的都市環境形
成促進事業

国土交通省 5,838

6
生ごみ回収・資源化調
査事業

　モデル地区世帯の生ごみを分別回収し、異物を
除去、破砕した後に下水汚泥と合わせ、微生物の
働きで有機物を分解して資源化（バイオガス化）す
る実証実験を行う。得られたガスは発電等に利用
する。
　実証実験から、分別協力率や環境負荷の低減
効果、焼却処理と比較したコストなどを分析するこ
とで、生ごみのバイオガス化の可能性について検
討する。

終期未定 - 調整中 先導的都市環境形成促進事業 国土交通省 調整中

7
金沢動物園エコ森プロ
ジェクト

金沢動物園において、「森とエコ」をテーマに、「脱
温暖化」、「みどりアップ」、「生物多様性保全」など
について環境教育を展開する場として再生すると
ともに、自然の生態系を知ることができる環境教
育のフィールドとして整備する計画です。

終期未定 ー 4,011 - - -

8
横浜スマートシティプ
ロジェクト

9-(4)

横浜グリーン
バレーの推
進（省エネ・
再エネ・未利
用エネの導
入推進・連
携・環境教
育）

HEMSは5-(1)-3に掲出
太陽光発電は22-(1)-1に掲出
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３．平成２３年度実施事業一覧【業務・産業・エネルギー転部門】 団体名

支援名称
所　管
省庁等

支援額
（千円）

神奈川県横浜市

取組
番号

取組
項目

枝
番

事業名 事業概要
事業期間
（見込）

事業費総額
（見込）
（千円）

H23年度
事業額
（実績）
（千円）

1 発生抑制等推進事業

　首都圏が抱える広域的な課題を検討する九都
県市首脳会議の下部組織である、「九都県市廃棄
物問題検討委員会」において、３Ｒ普及促進事業
等を実施する。

終期未定 - 3,000 - - -

2
生ごみ回収・資源化調
査事業

3 ごみ組成等調査費

　本市の一般廃棄物処理基本計画（３Ｒ夢プラン）
では、温室効果ガスの排出量の削減を目標に掲
げており、ごみの焼却による温室効果ガス排出量
を推計するため、工場で燃やされるごみの組成を
調査する。

終期未定 - 調整中 - - -

4
ごみ組成等調査費（各
区）

　本市の一般廃棄物処理基本計画（３Ｒ夢プラン）
では、ごみと資源の総量の削減を目標に掲げてお
り、家庭から出るごみの減量化・資源化を進める
ため、各区の家庭ごみの組成を調査する。

終期未定 - 調整中 - - -

10-(2)

飲食店等に
おけるリユー
ス容器の利
用拡大等

1 発生抑制等推進事業
　ごみ減量を進めるため、今まで取り組んできた
分別・リサイクルに加え、３Ｒの中で最優先に取り
組むべきリデュースを中心とした取組を進める。

終期未定 - 5,784 - - -

10-(3)
不要なレジ袋
等容器包装
の削減

1 発生抑制等推進事業

※2 取組番号、取組項目については、個別票と同様に記載すること。
※3 事業ごとに行を作成し、枝番を振って、事業名、事業概要、事業期間、事業費総額等を記載すること。
※4 「事業期間（見込）」「事業費総額（見込）」については、現時点で見込んでいる額を記載すること。

　10-(2)-1に掲出

※1 アクションプラン上、平成23年度に取り組む（検討を含む。以下同じ。）こととしていた事業のうち、平成23年度に取り組む予定であったが取り組まなかった事業を除く全てについて
　記載すること。平成24年度以降に取り組むこととしていた事業で平成23年度に前倒しで行った事業についても記載すること。

10-(1)

宿泊施設等
における使い
捨てアメニ
ティの削減

　9-(4)-6に掲出

横浜市39/62



３．平成２３年度実施事業一覧【運輸部門】 団体名

支援名称
所　管
省庁等

支援額
（千円）

11-(1)
モビリティマ
ネジメントの
推進

1
公共交通利用促進調
査費（モビリティマネジ
メント推進費）

過度にマイカーに頼る生活から徒歩や公共交通
などを含めた多様な交通手段を適度に利用する
生活へと尐しずつ変えていくための取組であるモ
ビリティマネジメント（一人一人の移動が、社会的
にも個人的にも望ましい方向に自発的に変化する
ことを促す、コミュニケーションを中心とした交通政
策）を推進する。

終期未定 - 4,620 - - -

11-(2)
エコドライブ

の促進
1

エコドライブ普及促進
事業

　運輸部門における温室効果ガス排出量の削減
を促進させるため、九都県市や（社）日本自動車
連盟、横浜市地球温暖化対策推進協議会等の関
係団体や企業と連携したエコドライブ簡易診断シ
ステム等を活用したエコドライブ講習会等を実施
する。
　また、市の職員が率先してエコドライブを実践で
きるように、職員向けエコドライブ講習会等を行
う。

終期未定 28,039 3,553 - - -

1
電動車両によるCO2
削減事業（ＥＶ・ＰＨＶ
導入促進事業）

　電気自動車（EV）、プラグインハイブリッド車の低
燃費車の導入補助制度による普及を促進する。

終期未定 391,000 53,700 - - -

2
低公害車民間普及促
進事業

　九都県市指定低公害車、CNG自動車等の低燃
費・低排出ガス車の導入補助制度による低公害
車の普及を促進する。

終期未定 371,072 24,477 - - -

12-(2) 走行インフラ 1
電動車両によるCO2
削減事業（設備の設
置補助）

　民間事業者への充電スタンド、機械式駐車場の
充電設備等の充電インフラ整備補助による電動
車両の普及を促進する。

終期未定 340,000 11,998 - - -

1
神奈川東部方面線整
備事業

神奈川東部方面線(西谷～羽沢間／羽沢～日吉
間)については、事業者(鉄道･運輸機構)と連携し
て鉄道施設整備の推進を図るほか、国や県と協
調して事業費に対し補助金を交付している。

H30まで 264,000,000 9,360,524

神奈川東部方面線
整備事業
事業費に対して1/3
を国、1/9を県、2/9
を市が協調補助

神奈川県横浜市

取組
番号

取組
項目

枝
番

事業名 事業概要
事業期間
（見込）

事業費総額
（見込）
（千円）

H23年度
事業額
（実績）
（千円）

12-(1)
導入インセン
ティブ

13-(1)
鉄道ネット
ワークの整備
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３．平成２３年度実施事業一覧【運輸部門】 団体名

支援名称
所　管
省庁等

支援額
（千円）

神奈川県横浜市

取組
番号

取組
項目

枝
番

事業名 事業概要
事業期間
（見込）

事業費総額
（見込）
（千円）

H23年度
事業額
（実績）
（千円）

2

鉄道計画検討調査費
（運輸政策審議会答
申路線の事業化検討
調査）

運輸政策審議会答申第18号（平成12年１月）の路
線のうち、高速鉄道３号線の延伸、横浜環状鉄道
(仮称)の新設、東海道貨物支線の旅客線化につ
いて、鉄道の整備効果をあらためて検討したうえ
で、路線の必要性や事業の採算性についてまとめ
ます。

H23年度～
H25年度

35,000 11,550 - - -

1 横浜環状道路の整備
①横浜環状南線の整備
②横浜環状北線の整備
③横浜環状北西線の整備

①H27年度
②H28年度
③H33年度

①4,300億
円

②3,387億
円

③2,200億
円

2 幹線道路の整備 都市の骨格となる幹線道路網の整備を促進する。 終期未定 -

3
地域道路の整備(駅ま
で15分道路の整備）

主に駅までのバス路線等の地区幹線道路等につ
いて、バスベイ設置や右折レーンを設置する交差
点改良等を行う。

終期未定 -

14-(1)
カーシェリン
グの普及促
進

1
横浜グリーンバレー
（電気自動車の利活
用モデルの構築）

14-(2)
ITS（高度道
路交通システ
ム）の活用

1 ITS活用方策検討調査

　光ビーコンを通じて収集したプローブ情報を活
用、交通の円滑化を図ることにより、車両から排
出されるCO2削減を図るための方策について、警
察庁からの提案、要望を踏まえ、関係機関等と連
携して検討を行う。

～H23 - 0 - - -

1
まちのバリアフリー化
推進調査

駅周辺のバリアフリー化を一体的、重点的に進め
るため、基本構想を策定する。策定後は、各事業
者が個々の事業を概ね5年後を目標に実施する。
（これまで11地区で策定し、3地区で策定中）

終期未定 ー

13-(1)
鉄道ネット
ワークの整備

13-(2)
道路ネット
ワークの整備

調整中

調整中

調整中

9-(4)-3に掲出

15-(1)
駅及び駅周
辺のシームレ
ス化の推進

調整中
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３．平成２３年度実施事業一覧【運輸部門】 団体名

支援名称
所　管
省庁等

支援額
（千円）

神奈川県横浜市

取組
番号

取組
項目

枝
番

事業名 事業概要
事業期間
（見込）

事業費総額
（見込）
（千円）

H23年度
事業額
（実績）
（千円）

2
横浜駅整備事業（自
由通路整備）

H23まで - 235,923 - - -

3

関内・関外地区活性
化推進事業（関内駅
北口及び周辺整備事
業）

H29まで - 10,000 - - -

1
地域交通サポート事
業

小型バス、乗合タクシー等生活に密着した交通手
段の導入に向けて、地域で検討組織を設立し、取
り組みを行なう場合に、運行に至るまでの事業の
立上げに対して支援を行なう。

終期未定 ー

2
横浜市生活交通バス
路線維持支援事業

既存のバス路線の廃止による交通不便地域の発
生等を回避し、市民の日常生活の利便性を確保
するため、必要と認められるバス路線の維持に対
し、補助金を交付して、バス路線の維持を図る。

終期未定 ー

15-(3)
コミュニティ
サイクル

1
都心部コミュニティサ
イクル導入検討事業

平成23年４月から平成26年３月までの社会実験
の実施により、自転車の貸出拠点であるサイクル
ポートの適切な配置、交通行動の変化、事業採算
性などの精査を行い、公共的な交通手段であるコ
ミュニティサイクルが横浜都心部の新たな交通手
段として定着し、民間主体の自立した事業として
成立することを目指す。

H23年度～
H25年度

20,000 9,546
先導的都市環境形
成促進事業費補助

国土交通省 1,870

16-(1)

停泊中船舶
及び荷役機
械等への対
策

1
横浜港脱温暖化推進
事業

ＣＯ２排出削減効果が高いといわれている荷役機
械（トランスファークレーン）の電動化について、導
入効果や費用等の検討を行った。

終期未定 - 893 - - -

16-(2)
「ゆっくり走ろ
う！横浜港」
の推進

1
「ゆっくり走ろう！横浜
港」の推進

港湾運送、倉庫、海上コンテナ運送を行う事業者
へグリーン経営認証を取得するための補助（10
件）を行うとともに、関係団体との協働によりエコド
ライブ講習会等を実施した。

終期未定 - 750 - - -

15-(1)
駅及び駅周
辺のシームレ
ス化の推進

駅及び駅周辺のバリアフリー化や駅の乗換利便
性向上を推進する。駅及び駅周辺のバリアフリー
化が図られることにより、駅及び駅周辺の利便性
や安全性が向上し、誰もが移動しやすい環境が整
うことにより、自動車から公共交通機関への転換
が図れれる。

15-(2)
地域交通サ
ポートの推進

調整中

調整中
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３．平成２３年度実施事業一覧【運輸部門】 団体名

支援名称
所　管
省庁等

支援額
（千円）

神奈川県横浜市

取組
番号

取組
項目

枝
番

事業名 事業概要
事業期間
（見込）

事業費総額
（見込）
（千円）

H23年度
事業額
（実績）
（千円）

16-(3)
「グリーン物
流」の推進

1
グリーン物流推進事
業

内航や鉄道に関して情報収集するとともに、事業
者等に対してヒアリングを実施した。

終期未定 - 0 - - -

16-(4)

民間事業者
への啓発及
びその取組
の促進、ＰＲ

1
横浜港脱温暖化推進
事業

電力使用者に対する節電の啓発、荷さばき地・道
路等の照明の一部消灯など節電対策を行い、電
力使用削減に取り組んだ。

終期未定 - 0 - - -

17-(1)

大規模物流
施設の市街
化調整区域
への立地許
可基準運用

1
市街化調整区域内の
許可基準の運用

市街化調整区域における大規模物流施設の立地
に関する基本的な考え方を策定し、特定流通業務
施設の市街化調整区域への立地基準を定める

終期未定 － － － － －

17-(2)

大規模集客
施設の自動
車交通滞留
対策の推進

1
事業者温暖化対策促
進事業

　「地球温暖化対策計画書制度」の対象事業者の
うち大規模集客施設を有する事業者を抽出し、公
共交通機関の利用促進策についての検討、実施
を働きかけていく。

終期未定 － 調整中 － － －

18-(1)

産官学連携
による都心部
交通システム
の研究

1
低炭素型次世代交通
推進事業

低炭素都市を目指した次世代交通施策推進のた
めの検討を行う。

終期未定 － 4,714 － － －

1
公共交通利用促進調
査費（モビリティマネジ
メント推進費）

2
地域交通サポート事
業

3
都心部コミュニティサ
イクル導入検討事業

4
横浜グリーンバレー
（電気自動車の利活
用モデルの構築）

　9-(4)-3に掲出

18-(2)
地域特性応
じた複合的な
施策展開

11-(1)-1に掲出

15-(2)-1に掲出

15-(3)-1に掲出
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３．平成２３年度実施事業一覧【運輸部門】 団体名

支援名称
所　管
省庁等

支援額
（千円）

神奈川県横浜市

取組
番号

取組
項目

枝
番

事業名 事業概要
事業期間
（見込）

事業費総額
（見込）
（千円）

H23年度
事業額
（実績）
（千円）

※2 取組番号、取組項目については、個別票と同様に記載すること。
※3 事業ごとに行を作成し、枝番を振って、事業名、事業概要、事業期間、事業費総額等を記載すること。
※4 「事業期間（見込）」「事業費総額（見込）」については、現時点で見込んでいる額を記載すること。

※1 アクションプラン上、平成23年度に取り組む（検討を含む。以下同じ。）こととしていた事業のうち、平成23年度に取り組む予定であったが取り組まなかった事業を除く全てについて
　記載すること。平成24年度以降に取り組むこととしていた事業で平成23年度に前倒しで行った事業についても記載すること。
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３．平成２３年度実施事業一覧【再生可能エネルギー導入】 団体名

支援名称
所　管
省庁等

支援額
（千円）

1
横浜スマートシティプ
ロジェクト

YSCP参加企業と市内中小企業とのビジネスマッ
チング等の機会を設け、YSCPについて積極的な
情報発信を行うため、フォーラムを開催する。

H22～H26 - 調整中 - - -

2
地方公共団体実行計
画（区域施策編）推進
事業

平成23年3月に策定した「横浜市地球温暖化対策
実行計画（区域施策編）」に掲げる温室効果ガス
削減の目標達成に向けて、全庁的に温暖化対策
を推進していくことが求められている。実行計画に
掲げた目標達成に向けた施策検討を行う。

終期未定 - 調整中 - - -

1
住宅用太陽光発電シ
ステム設置費補助事
業

2
住宅用太陽熱利用シ
ステム設置費補助事
業

1
住宅用太陽光発電シ
ステム設置費補助事
業

太陽光発電システムの普及を図るため、個人住
宅等への設置に対する補助を行う。

終期未定 － 320,491 － － －

2
住宅用太陽熱利用シ
ステム設置費補助事
業

太陽熱利用システムの普及を図るため、個人住
宅等への設置に対する補助を行う。

終期未定 － 3,680 － － －

3
横浜スマートシティプ
ロジェクト

20-(2)
環境価値の
活用

1

脱温暖化制度検討事
業
（事業者温暖化対策
促進事業の一部を含
む）

国の排出量取引制度や再生可能エネルギーの固
定価格買取制度等についての審議会・委員会で
の検討状況や実施状況を踏まえながら、環境価
値を活用する仕組みについて検討する。

終期未定 － 調整中 － － －

神奈川県横浜市

取組
番号

取組
項目

枝
番

事業名 事業概要
事業期間
（見込）

事業費総額
（見込）
（千円）

H23年度
事業額
（実績）
（千円）

19-(1)

再生可能エ
ネルギー10
倍化の将来
像とその道す
じに関する共
通理解

19-(2) 社会的手法

20-(1)-1に掲出

20-(1)-2に掲出

20-(1) 経済的手法

22-(1)-1に掲出
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20-(3)
太陽光発電
等の流通市
場の効率化

1
横浜スマートシティプ
ロジェクト

1

官民協働再生可能エ
ネルギー導入事業（再
生可能エネルギー設
備導入検討報告制
度）

大規模な建築物の新築・増改築（床面積2,000㎡
以上）時に、再生可能エネルギーの導入検討並び
に検討結果の報告を求め、再生可能エネルギー
導入の促進を図る。

終期未定 － 1,190 － － －

2
建築物環境配慮制度
事業

3
建築物のエネルギー
性能の評価・格付事
業

22-(1)

事業主体の
設置（横浜グ
リーンパ
ワー）

1
横浜スマートシティプ
ロジェクト

5区を対象にHEMS及び太陽光発電システムを導
入する。

H22～H26 - 調整中 - - -

※2 取組番号、取組項目については、個別票と同様に記載すること。
※3 事業ごとに行を作成し、枝番を振って、事業名、事業概要、事業期間、事業費総額等を記載すること。
※4 「事業期間（見込）」「事業費総額（見込）」については、現時点で見込んでいる額を記載すること。

※1 アクションプラン上、平成23年度に取り組む（検討を含む。以下同じ。）こととしていた事業のうち、平成23年度に取り組む予定であったが取り組まなかった事業を除く全てについて
　記載すること。平成24年度以降に取り組むこととしていた事業で平成23年度に前倒しで行った事業についても記載すること。

22-(1)-1に掲出

21-(1)
導入に関す
る義務化 1-(1)-1に掲出

1-(1)-2に掲出
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３．平成２３年度実施事業一覧【市役所】 団体名

支援名称
所　管
省庁等

支援額
（千円）

1
公共施設のエネル
ギーマネジメント事業

エネルギー使用量・温室効果ガス排出量の実績
把握、それを元にした計画立案、及び省エネ行動
などを支援するエネルギーカルテシステムを運用
し、全庁的なエネルギーマネジメントを推進する。

未定 － 12,917 － － －

2

横浜グリーンバレー
（公共施設の低炭素
技術集中導入モデル
事業）

　金沢区庁舎、金沢スポーツセンター、富岡並木
地区センター、六浦地域ケアプラザ・地区センター
において、エネルギーモニタリングを用いた省エネ
ルギー運用改善実証試験を実施。

終期未定 - 26,492
先導的都市環境形
成促進事業

国土交通省 9,000

1
建築物環境配慮制度
事業

2
建築物のエネルギー
性能の評価・格付事
業

3
脱温暖化モデル住宅
推進事業

4 省エネ運用改善指針
公共建築物温暖化対策事業で得られた知見を指
針にｊまとめ、広く省エネの運用改善を図る。

終期未定 - - - - -

23-(3)
市役所事業
へのCO2カル
テ導入

1
市役所事業へのCO2
カルテ導入

　横浜市役所の原則全ての事業について、「低炭
素社会実現への関与度」を評価する仕組みを導
入する。事業計画書において地球温暖化対策へ
の貢献度を評価する。

終期未定 - 0 - - -

神奈川県横浜市

取組
番号

取組
項目

枝
番

事業名 事業概要
事業期間
（見込）

事業費総額
（見込）
（千円）

H23年度
事業額
（実績）
（千円）

23-(1)

市役所業務
へのエネル
ギーカルテ導
入

23-(2)

再エネ・省エ
ネ等導入に
向けた環境
配慮ガイドラ
イン（仮称）の
作成

1-(1)-1に掲出

1-(1)-2に掲出

1-(4)-3に掲出
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３．平成２３年度実施事業一覧【市役所】 団体名

支援名称
所　管
省庁等

支援額
（千円）

神奈川県横浜市

取組
番号

取組
項目

枝
番

事業名 事業概要
事業期間
（見込）

事業費総額
（見込）
（千円）

H23年度
事業額
（実績）
（千円）

1
脱温暖化制度検討事
業

　市内、事業者のカーボン・オフセットへの取組を
促進するために、本市主催のイベント等において
カーボン・オフセットを実施し、カーボン・オフセット
の認知度を高めていく。また、市内各地域で実施
される主要イベント（「区民まつり」等）の一部にお
いて、自主的にカーボン・オフセットに取り組む動
きが出てきたことを契機に、これらの取組内容を
取りまとめ、市内で共有し取組拡大につなげてい
く。
　また、市民や事業者の省エネや再生可能エネル
ギー導入などの取組による温室効果ガス排出削
減量としてクレジット化し、市域からの温室効果ガ
ス排出量の削減に寄与する制度の構築について
検討する。

終期未定 － 調整中 ­ ­ ­

2
国内外地域連携推進
事業

　市内、事業者のカーボン・オフセットへの取組を
促進するために、本市主催のイベント等において
カーボン・オフセットを実施し、カーボン・オフセット
の認知度を高めていく。また、市内各地域で実施
される主要イベント（「区民まつり」等）の一部にお
いて、自主的にカーボン・オフセットに取り組む動
きが出てきたことを契機に、これらの取組内容を
取りまとめ、市内で共有し取組拡大につなげてい
く。

終期未定 － 調整中 ­ ­ ­

3

横浜型ライフスタイル
推進事業（カーボン・
オフセットの普及啓
発）

　普及啓発のための映像資料（ＤＶＤ）を作成、各
区に配布し、活用を促す。その他、カーボン・オフ
セット普及啓発に関して情報提供を随時各区に
行っていく。

終期未定 ­ 調整中 ­ ­ ­

25-(1)
ICT機器の省
エネ化

1
情報化推進費の内数
（グリーンＩＣＴ推進及
び対応機器購入）

　ＩＣＴ機器による環境負荷を調査するとともに改善
を図る。パソコンの省電力設定を推進する。

終期未定 - 0 - - -

24-(1)

横浜市主催・
市施設利用
イベント等へ
のオフセット
導入促進
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３．平成２３年度実施事業一覧【市役所】 団体名

支援名称
所　管
省庁等

支援額
（千円）

神奈川県横浜市

取組
番号

取組
項目

枝
番

事業名 事業概要
事業期間
（見込）

事業費総額
（見込）
（千円）

H23年度
事業額
（実績）
（千円）

25-(2)
ICT活用によ
るCO2排出
量の削減

1
情報化推進費の内数
（ＩＣＴを活用した会議
室の構築委託）

ＩＣＴを活用した会議の開催や業務の効率化を図
る。

終期未定 - 0 - - -

1
新エネ・省エネ機器類
導入事業

地球温暖化問題に対する市民の意識を高め、新
エネルギーの普及と省エネルギーの促進を図るた
め、商店街街路灯の高効率化を支援するととも
に、既存設備の維持管理や、これまで本市が設置
してきた設備に関する情報の発信を行う。

未定 － 7,662 － － －

2 LED防犯灯設置事業
地球温暖化対策実行計画に基づき、現在設置さ
れている蛍光灯を使用した防犯灯の高効率化を
図る。

H21～H30 4,590,262 146,334

地域環境保全対策
費補助金
（グリーンニュー
ディール基金）

環境省 146,334

3
駅構内の４０W蛍光管
のLED化

市営地下鉄ブルーラインの駅構内の蛍光管をLED
化することで使用電力の削減及びCO2排出量の
削減に取り組む。

H23～H25 148,983 13,707 - - -

4 市庁舎全館LED化
東日本大震災発生後の電力供給不足に対応する
ための節電対策とともに、低酸素社会の実現に向
けて、市庁舎全館の照明のLED化を実施する。

H23～H24 94,879 調整中 - - -

5
１区１ゼロカーボンプ
ロジェクト

26-(1)

省エネ・再エ
ネ機器導入
モデル事業
の実施

6-(3)-1に掲出
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３．平成２３年度実施事業一覧【市役所】 団体名

支援名称
所　管
省庁等

支援額
（千円）

神奈川県横浜市

取組
番号

取組
項目

枝
番

事業名 事業概要
事業期間
（見込）

事業費総額
（見込）
（千円）

H23年度
事業額
（実績）
（千円）

1
公共施設保全利活用
推進事業

①　公共施設の保全費を調査と着実な保全の実
施に向けた総合調整。
②　将来保全費の見込みの精査および保全費の
平準化を検討する。
③　学校、公園等の個別保全計画策定を支援す
る。
④　維持保全に関する基金の設置、民活導入等
保全財源の確保策を検討する。
⑤　民設民営公的施設の保全費の算出を検討す
る。

終期未定 - 712 - - -

2
公共建築物長寿命化
対策事業

劣化の著しい建築･設備の更新を実施する。更新
に伴い、高効率型機器を導入する。

終期未定 - 3,146,607 - - -

3 ESCO等推進事業

公共建築物の省エネルギー化を進め、CO2の削
減と財政負担の軽減を図るため、民間の資金・ノ
ウハウを活用するESCO事業を推進する。平成23
年度までに14事業21施設に実施した。

終期未定 - 4,632 - - -

1
太陽光・小水力発電
設備の設置

　従来から、水道施設に設置してきた太陽光発電
や小水力発電等の再生可能エネルギーを施設の
運転に活用していくとともに、23年度新たに青山
水源事務所へ49kWの小水力発電設備を増設し
た。また、引き続きポンプに頼らない自然流下系
の水源の優先利用による使用電力の抑制や電力
使用ピーク時間帯におけるポンプ運転台数の削
減を図った。

終期未定 - 244,415
一般社団法人新エ
ネルギー導入促進

協議会
経済産業省 77,548

2
１区１ゼロカーボンプ
ロジェクト

26-(2)

市有施設の
長寿命化・エ
ネルギー利
用の効率化

26-(3)

市有施設へ
の太陽光発
電の導入及
び太陽熱利
用の促進

6-(3)-1に掲出
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３．平成２３年度実施事業一覧【市役所】 団体名

支援名称
所　管
省庁等

支援額
（千円）

神奈川県横浜市

取組
番号

取組
項目

枝
番

事業名 事業概要
事業期間
（見込）

事業費総額
（見込）
（千円）

H23年度
事業額
（実績）
（千円）

26-(4)
雨水利用の
促進

1
１区１ゼロカーボンプ
ロジェクト

1
使用済食用油のバイ
オディーゼル燃料活用
事業

市内の小学校から出る使用済食用油を福祉施設
に回収・精製委託し、バイオディーゼル燃料
（BDF）に精製後、水再生センター（BDF地下タンク
を保有する３箇所）に搬入し、重油の代替燃料とし
て使用する。

終期未定 －

10,900
(歳出額

22,694、歳
入額

11,794）

－ － －

2
一般廃棄物処理事業
（廃熱利用）

　市内に賦存する未利用エネルギーとして清掃工
場の廃熱が挙げられる。すでに周辺地域還元施
設へ余熱供給を行っているが、その他の周辺地に
おける熱需要への供給は行われていない。そこで
鶴見工場、都筑工場から周辺熱需要への供給配
管の整備についてＦＳ（環境性、技術的実現性及
び事業採算性検討）を行い、この高温未利用エネ
ルギーの活用により、大幅なCO2の削減ができる
かどうかを検証する。

H23終了 - 0 - - -

1

公共建築物省エネル
ギー運用改善事業
≪H23以降は横浜グ
リーンバレー（公共施
設の低炭素技術集中
導入モデル事業）≫

2

横浜グリーンバレー
（省エネナビを利用し
た省エネチャレンジ住
宅の普及（事業所））

6-(3)-1に掲出

26-(5)
未利用エネ
ルギーの活
用

27-(1)
横浜グリーン
バレーの推
進

9-(4)-1に掲出

9-(4)-2に掲出
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３．平成２３年度実施事業一覧【市役所】 団体名

支援名称
所　管
省庁等

支援額
（千円）

神奈川県横浜市

取組
番号

取組
項目

枝
番

事業名 事業概要
事業期間
（見込）

事業費総額
（見込）
（千円）

H23年度
事業額
（実績）
（千円）

3
横浜グリーンバレー
（電気自動車の利活
用モデルの構築）

4
横浜グリーンバレー
（環境イベント、環境教
育講座の開催）

5
横浜グリーンバレー
（海洋資源を用いた地
球温暖化対策）

6
生ごみ回収・資源化調
査事業

7
金沢動物園エコ森プロ
ジェクト

9-(4)-7に掲出 終期未定 - 4,011 - - -

8
横浜スマートシティプ
ロジェクト

1
全庁一斉定時退庁の
実施

　全庁一斉定時退庁の実施を契機として、職員の
省エネ行動を推進。7月7日のクールアース・デー
における例年の実施に加え、8月を「定時退庁月
間」と位置づけ、一層の定時退庁の励行を推進す
る。

終期未定 - 0 - - -

2 市庁舎全館LED化

27-(1)
横浜グリーン
バレーの推
進

9-(4)-3に掲出

9-(4)-4に掲出

9-(4)-5に掲出

9-(4)-6に掲出

9-(4)-8に掲出

28-(1)

公共施設や
市職員の節
約行動の定
着 26-(1)-4に掲出
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３．平成２３年度実施事業一覧【市役所】 団体名

支援名称
所　管
省庁等

支援額
（千円）

神奈川県横浜市

取組
番号

取組
項目

枝
番

事業名 事業概要
事業期間
（見込）

事業費総額
（見込）
（千円）

H23年度
事業額
（実績）
（千円）

3
情報化推進費の内数
（グリーンＩＣＴ推進及
び対応機器購入）

1
公園愛護会活動支援
事業

公園愛護会に対する活動支援を実施
①公園愛護会費（報償費）の交付（活動面積に応
じ2万円～4万円/団体）
②技術支援（花壇づくり、堆肥置場づくり、中低木
管理等技術講習）
③物品支援（活動に必要な清掃用具等の物品提
供）
④公園愛護会表彰、各区愛護会のつどいの開催

終期未定 104,307 調整中 - - -

2

各区推進組織の活動
推進（支援）
(各所管の予算に計
上)

　既存の組織や取組を活用した市民協働による市
役所業務のCO2削減する。

終期未定 - - - - -

1

電動車両によるCO2
削減事業（公共施設
へのＥＶ・ＰＨＶ、充電
設備率先導入）

　電気自動車、プラグインハイブリッド車について、
市が公用車として率先導入する。

終期未定 266,476 12,896 - - -

2
低公害バス集中導入
事業

　本市が所有する重量車について、低公害（低排
出・低燃費）バスを率先して導入する。

終期未定 126,126 28,080 - - -

市民協働に
よる市役所
業務のCO2

削減

29-(1)

クリーンエネ
ルギー・低燃
費・低排出ガ
ス車の導入
促進

28-(1)

公共施設や
市職員の節
約行動の定
着

25-(1)-1に掲出

28-(2)
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３．平成２３年度実施事業一覧【市役所】 団体名

支援名称
所　管
省庁等

支援額
（千円）

神奈川県横浜市

取組
番号

取組
項目

枝
番

事業名 事業概要
事業期間
（見込）

事業費総額
（見込）
（千円）

H23年度
事業額
（実績）
（千円）

3
電気自動車の導入促
進

水道局では、多くの車両を所有し、日々業務で使
用しています。電気自動車の実用化が進んだこと
から電気自動車を使用することで環境負荷の軽
減を図ります。また、横浜市中期４か年計画の「地
球温暖化対策の推進」における「電気自動車の初
期の需要創出及び本格的普及」に貢献します。

H23 - 28,011 - - -

4
ハイブリッド・バス車両
導入

市営バス路線に、従来に比べて燃費の良いハイ
ブリッドバスを導入することにより、燃料消費量を
削減すると共にCO2排出量の削減に取り組む。

終期未定 - 286,650
低公害車普及促進
対策費　　補助金

（低公害）
国土交通省 15,410

5
１区１ゼロカーボンプ
ロジェクト

29-(2)
バイオ燃料
の導入促進

1
使用済食用油のバイ
オディーゼル燃料活用
事業

市内の小学校から出る使用済食用油を福祉施設
に回収・精製委託し、バイオディーゼル燃料
（BDF）に精製後、市営バスに搬入し、軽油の代替
燃料として使用する。

未定 －

10,900
(歳出額

22,694、歳
入額

11,794）

－ － －

29-(3)
公用車での
エコドライブ
実践

1
エコドライブ普及促進
事業

※2 取組番号、取組項目については、個別票と同様に記載すること。
※3 事業ごとに行を作成し、枝番を振って、事業名、事業概要、事業期間、事業費総額等を記載すること。
※4 「事業期間（見込）」「事業費総額（見込）」については、現時点で見込んでいる額を記載すること。

29-(1)

クリーンエネ
ルギー・低燃
費・低排出ガ
ス車の導入
促進

6-(3)-1に掲出

11-(2)-1に掲出

※1 アクションプラン上、平成23年度に取り組む（検討を含む。以下同じ。）こととしていた事業のうち、平成23年度に取り組む予定であったが取り組まなかった事業を除く全てについて
　記載すること。平成24年度以降に取り組むこととしていた事業で平成23年度に前倒しで行った事業についても記載すること。
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３．平成２３年度実施事業一覧【都市と緑・脱温暖化連携】 団体名

支援名称
所　管
省庁等

支援額
（千円）

1
「横浜みどりアップ計
画（新規・拡充施策）」
の推進

平成21年4月に作成した「横浜みどりアップ計画
（新規・拡充施策）」の推進を図っていく。

- - - - - -

2 生産環境整備事業

生産環境を整備することにより、炭素貯留機能を
有する農地を良好な環境に保つこと、及び、たい
肥施用による農地土壌への炭素貯留を促進す
る。

終期未定 - 調整中 - - -

3
施設の省エネルギー
化推進事業

生産温室等からの二酸化炭素の削減と農業経営
の安定化を目指して、温室内多層カーテン等設置
や省エネ施設整備の設備を導入する際の助成を
行う。

終期未定 - 61,328 - - -

30-(3)

「横浜みどり
税」の課税・
固定資産税
及び都市計
画税の特例
措置（軽減措
置）の実施

1

「横浜みどり税」の新
設・固定資産税及び都
市計画税の特例措置
（軽減措置）

　「横浜みどりアップ計画（新規・拡充施策）」を着
実に推進するためには、安定した財源確保が不
可欠である。緑の総量アップにつながる直接的効
果のある樹林地の買取や農地保全、緑化の推進
などの事業について、広く市民の負担を求める
「横浜みどり税」を平成21(2009)年度から5か年間
導入する。

H21～25 - - - - -

30-(4)
緑地保全施
策の拡充

1 緑地保全施策の拡充

　都市緑地法に基づく「特別緑地保全制度」や横
浜市独自の「市民の森」「源流の森」「緑地保存地
区」などの制度は、相続時の評価減が図れるもの
や固定資産税の減免があるなど、土地所有者にメ
リットがある制度となっている。これらの緑地保全
制度について指定面積の基準を引き下げるなど
活用しやすくし、所有者の協力を得て指定拡大を
図る。
　さらに、新たな制度として、小規模樹林地の保全
策として「市民緑地」、維持管理を市が負担する
「管理協定」などの導入も図る。

- - - - - -

神奈川県横浜市

取組
番号

取組
項目

枝
番

事業名 事業概要
事業期間
（見込）

事業費総額
（見込）
（千円）

H23年度
事業額
（実績）
（千円）

30-(2)

「横浜みどり
アップ計画
（新規・拡充
施策）」の推
進
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３．平成２３年度実施事業一覧【都市と緑・脱温暖化連携】 団体名

支援名称
所　管
省庁等

支援額
（千円）

神奈川県横浜市

取組
番号

取組
項目

枝
番

事業名 事業概要
事業期間
（見込）

事業費総額
（見込）
（千円）

H23年度
事業額
（実績）
（千円）

1 屋上緑化助成事業
民間施設への緑化のいっそう普及を維持する方
針や方策を検討していく。

終期未定 - 2,425 - - -

2 公共施設緑化事業
市内公共施設を対象に、各区局から緑化のため
の予算要望を取りまとめ、配付等を行い、各公共
施設の緑化を進める。

終期未定 - 227,136 - - -

3
１区１ゼロカーボンプ
ロジェクト

1 すず風舗装の推進
ヒートアイランド現象の抑制策の一つとして、保水
性舗装・遮熱性舗装等を行う。

終期未定 ー

2 街路樹管理事業
維持管理の充実による道路の緑の質の向上（街
路樹、植樹帯等の良好な育成と保全）を図るた
め、剪定や除草など適切に維持管理を行う。

終期未定 -

31-(3)

エキサイトよ
こはま２２（横
浜駅周辺大
改造計画）の
推進

1
エキサイトよこはま２２
推進事業

　横浜駅周辺は、まちの骨格形成から長い時間が
経過し、脆弱な道路基盤による自動車渋滞の発
生、ヒートアイランド現象の発生など、環境負荷が
高い状態である。そこで、環境共生型まちづくりを
目指すため、CO2削減の目標値を設定し、CO2削
減ルール案およびヒートアイランド対策ルール案
を検討する。

～H41年度 - 192,000
社会資本整備総合
交付金

国土交通省 79,699

31-(4)
エコまちづく
り計画の策
定・推進

1
先導的都市環境形成
促進事業

横浜周辺地区において、集約型都市構造への転
換と鉄道駅を中心としたコンパクトな市街地の形
成を図るため、泉ゆめが丘および鶴見一丁目地
区における具体的な施策の導入検討を行った。
横浜都心部におけるコミュニティサイクル社会実
験の検証等を行った。

終期未定 - 8,308
先導的都市環境形
成促進事業費補助
金

国土交通省 4154

31-(1)
屋上・壁面緑
化の推進

6-(3)-1に掲出

31-(2)

道路における
ヒートアイラ
ンド対策及び
地表面緑化
の推進

調整中

調整中
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３．平成２３年度実施事業一覧【都市と緑・脱温暖化連携】 団体名

支援名称
所　管
省庁等

支援額
（千円）

神奈川県横浜市

取組
番号

取組
項目

枝
番

事業名 事業概要
事業期間
（見込）

事業費総額
（見込）
（千円）

H23年度
事業額
（実績）
（千円）

32-(1)
環境モデル
都市プロジェ
クト

1
環境モデル都市推進
事業

33-(1)、33-(2)、34-(1)、34-(2)、35-(1)、35-(2)に
掲出

H21～25 - - - - -

1
国内外地域連携推進
事業

　C40へ加盟し、情報発信と海外関係者とのネット
ワーク構築を進める。
　横浜スマートシティプロジェクト（YSCP、H22年度
から開始した5年間の実証プロジェクト、経済産業
省が選定した「次世代エネルギーインフラストラク
チャー社会システム」のひとつ)の今後の海外展開
を視野に、YSCP関連の情報発信の拡大と海外関
係者とのネットワーク構築を進めていく。

終期未定 ー 調整中 ー ー ー

2
横浜スマートシティプ
ロジェクト

33-(2)

低炭素都市
推進協議会
等団体との
連携

1
国内外地域連携推進
事業

　「低炭素都市推進協議会」及びこの下に設置さ
れた「グリーン・エコノミーワーキンググループ」を
通じて、先進的な政策アイデアの共有を図るととも
に、その成果の国内外へ発信する。

終期未定 ー 調整中 ー ー ー

33-(3)
都市間政策
連携の強化

1

広域環境政策推進事
業
（九都県市共同普及
啓発事業）

　九都県市が共同し、快適な地域環境の創造や、
地球環境の保全に貢献する取組を進める（九都
県市環境問題対策委員会：埼玉県、千葉県、東京
都、神奈川県、横浜市、川崎市、千葉市、さいたま
市、相模原市の首長で構成）。

終期未定 ­ 調整中 ­ ­ ­

33-(1)
国際連携の

推進

19-(1)-1に掲出
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３．平成２３年度実施事業一覧【都市と緑・脱温暖化連携】 団体名

支援名称
所　管
省庁等

支援額
（千円）

神奈川県横浜市

取組
番号

取組
項目

枝
番

事業名 事業概要
事業期間
（見込）

事業費総額
（見込）
（千円）

H23年度
事業額
（実績）
（千円）

1
国際協力事業の推進
（アフリカ研修員受入
事業、地域別研修）

　ＪＩＣＡベトナム中部地区技術協力プロジェクト、
同アフリカ研修、ベトナム３機関との覚書に基づく
技術協力などをはじめとする事業に取り組んだ。

終期未定 ­ 1,515 ­ ­ ­

2 シティネット事業
アジア太平洋都市間協力ネットワーク（CITYNET)
と連携し、研修員の受入、専門家の派遣、セミ
ナー開催の支援を行っている。

終期未定 ­ 258 ­ ­ ­

3
野生動物の飼育繁殖
に関する技術協力事
業

平成20年度より、国際協力機構ＪＩＣＡの協力のも
と、ウガンダ野生生物教育センターとの野生動物
の飼育繁殖に関する技術協力を行っています。野
生生物教育センターは同国唯一の動物園であり、
本市動物園が、外科手術等の動物獣医療や、鳥
類の人工孵化、環境教育等に関して技術協力を
行っています。

H20-25

H20-23：
7443（実

績）
H24-25：
6000（見

込）
※JICA負

担

2,452
JICA草の根技術協
力事業

JICA 2452

34-(2)
環境教育を
通じた国際貢
献

1
・国際協力平和推進
事業
・シティネット事業

本市が誘致した国際機関（ITTO、WFP、FAO、
CITYNET、UNU－IAS）は地球規模の課題や国際
協力の必要性について、市民の理解を促進する
活動を展開しており、こうした各機関の活動を支援
する。

終期未定 － 1,200 － － －

34-(3)

植林活動を
通じた環境教
育プログラム
の実施

1
横浜型ライフスタイル
推進事業（子ども省エ
ネ大作戦）

35-(1)
山梨県・道志
村との連携

1
国内外地域連携推進
事業

　地球温暖化対策に関する山梨県・道志村・横浜
市合同研究会を開催し、温暖化対策に係る施策
について検討を行う。
　・森林保全によるカーボン・オフセット手法の活
用
　・木質バイオマス等を活用した事業開発
　・その他地球温暖化対策

終期未定 ー 調整中 ー ー ー

34-(1)
技術移転の
推進

　6-(2)-1に掲出
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３．平成２３年度実施事業一覧【都市と緑・脱温暖化連携】 団体名

支援名称
所　管
省庁等

支援額
（千円）

神奈川県横浜市

取組
番号

取組
項目

枝
番

事業名 事業概要
事業期間
（見込）

事業費総額
（見込）
（千円）

H23年度
事業額
（実績）
（千円）

35-(2)
他市町村と
の連携

1
国内外地域連携推進
事業

　「低炭素都市推進協議会」及びこの下に設置さ
れた「グリーン・エコノミーワーキンググループ」に
おいて、カーボンオフセットについて国、企業、自
治体を交えた検討を行う。

終期未定 ー 調整中 ー ー ー

※2 取組番号、取組項目については、個別票と同様に記載すること。
※3 事業ごとに行を作成し、枝番を振って、事業名、事業概要、事業期間、事業費総額等を記載すること。
※4 「事業期間（見込）」「事業費総額（見込）」については、現時点で見込んでいる額を記載すること。

※1 アクションプラン上、平成23年度に取り組む（検討を含む。以下同じ。）こととしていた事業のうち、平成23年度に取り組む予定であったが取り組まなかった事業を除く全てについて
　記載すること。平成24年度以降に取り組むこととしていた事業で平成23年度に前倒しで行った事業についても記載すること。
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４．平成２４年度主要事業一覧（予定） 団体名

支援名称
（想定）

所　管
省庁等

支援額
（百万円）

1-(4)
省エネル
ギー型住宅
の普及

1
脱温暖化モデル住宅
推進事業

　完成したモデル住宅への入居開始。入居者には、住宅設
計や設備の省エネ効果、住まい方の実証実験に協力いただ
く。事業内容や実験結果を広く情報発信し、脱温暖化に向け
た普及啓発活動を行う。

3 H21～H25 94 14 - - -

3-(1)

高効率給湯
器・高効率照
明（LED照
明）及び家庭
用燃料電池
の普及

1
燃料電池システム設
置費補助事業

　家庭用燃料電池システムの普及促進を図るため、個人住
宅等（新築・既築）へのシステム設置に対する補助を行う。
（500件）

- 終期未定 - 41 - - -

6-(1)

ヨコハマ・エ
コ・スクール
（ＹＥＳ）の推
進

1
脱温暖化行動推進事
業
（ＹＥＳの運営）

　市民、市民活動団体、事業者、大学、行政などが実施する
環境・地球温暖化問題に関連する様々な講座、イベントなど
の活動・取組を、ヨコハマ・エコ・スクール（ＹＥＳ）という統一的
なブランドのもとに市民に提供する（登録講座数250）。

1 終期未定 - 15 - - -

7-(1)
地球温暖化
対策計画書
制度の強化

1
事業者温暖化対策促
進事業

　市内で一定規模以上の温室効果ガスを排出する事業者に
対し、排出抑制計画の作成及び市への提出、また、この計画
の実施状況について、市へ報告することを義務づけている制
度である「地球温暖化対策計画書制度」を適正に運用する。

1 終期未定 - 39 - - -

1
横浜グリーンバレー
（電気自動車の利活用
モデルの構築）

　電気自動車によるカーシェアリングを継続し、交通分野にお
ける温室効果ガス削減に努める。さらに、本事業に対する利
用者アンケートや走行実績に基づいた環境及び経済効果な
どを分析し、実用化に向けたスキーム作りを検討する。

3

2
横浜グリーンバレー
（海洋資源を用いた地
球温暖化対策）

　臨海部における地球温暖化対策に資する技術やスキーム
を検証する。平成24年度は、貝類や藻類を育成することによ
る二酸化炭素の固定化を行う過程において、育成海域の環
境変化を観察し、また、育成後の貝類・藻類を活用すること
で、LC-CO2の観点で評価を行い、カーボンオフセット等の経
済的価値への転換を継続検討する。

5

1
電動車両によるCO2
削減事業

　電気自動車（EV）、プラグインハイブリッド車（PHV）の低燃
費車の普及を促進するため、EV及びPHV併せて300台の導
入補助を行う。

1 終期未定 - 110 - - -

2
低公害車民間普及促
進事業

　九都県市指定低公害車、CNG自動車等の低燃費・低排出
ガス車の導入補助制度により、低公害車の普及を促進する。
（補助件数100）

2 終期未定 - 25 - - -

神奈川県横浜市

取組
番号

取組
項目

枝
番

事業名 事業概要

9-(4)

横浜グリーン
バレーの推
進（省エネ・
再エネ・未利
用エネの導
入推進・連
携・環境教

育）

H22～H25 454

事業費総額
（見込）

（百万円）

H24年度
事業額
（見込）

（百万円）

国土交通省 1940
先導的都市環境形
成促進事業

Ｈ
23
枝
番

事業期間
（見込）

12-(1)
導入インセン
ティブ
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支援名称
（想定）

所　管
省庁等

支援額
（百万円）

取組
番号

取組
項目

枝
番

事業名 事業概要
事業費総額

（見込）
（百万円）

H24年度
事業額
（見込）

（百万円）

Ｈ
23
枝
番

事業期間
（見込）

18-(1)

産官学連携
による都心部
交通システム
の研究

1
低炭素型次世代交通
推進事業

低炭素都市を目指した次世代交通の実現に向けて、電気自
動車やエコ運転の普及をはじめとした総合的な自動車交通
施策推進のための検討を行う。

1 終期未定 － 20 － － －

20-(1) 経済的手法 1
住宅用太陽光発電シ
ステム設置費補助事
業

　太陽光発電設備の普及を促進するため、個人住宅等（新
築・既築）への設備設置に対する補助を行う。（4,000件）

1 終期未定 - 399 - - -

22-(1)

事業主体の
設置（横浜グ
リーンパ
ワー）

1
横浜スマートシティプ
ロジェクト

　経済産業省の「次世代エネルギー社会システム実証」とし
て平成22年に選定された「横浜スマートシティプロジェクト
（YSCP)」において、市民・事業者・行政が一体となって、再生
可能エネルギーの導入拡大、エネルギーマネジメント、次世
代交通システムの構築によって、横浜型の持続可能な低炭
素都市（横浜スマートシティ）を目指す。
【H24年度の主な取組】
（１）再生可能エネルギー等集中導入事業
　横浜グリーンパワーモデル事業において、家庭におけるエ
ネルギーマネジメントの更なる推進のため、HEMS及び太陽
光発電システム等の設置にあたり、補助対象エリア（5区→全
市18区）及び補助件数（1,000件→1,400件）を拡大する。
（２）YSCPの推進
　・YSCP全体総合調整役として、今後の新規プロジェクトや
東日本大震災被災地への展開・活用も含め、YSCPに参加す
る事業者と連携し実証の推進を図る。
　・YSCPの進捗状況に合わせたフォーラム開催による最新
情報の発信や、市内中小企業の参画促進を図る。

1 H22～H26 - 156 - - -

33-(1)
国際連携の
推進

1
国内外地域連携推進
事業

　C40の会議に参加し、情報発信と海外関係者とのネット
ワーク構築を進める。
　横浜スマートシティプロジェクト（YSCP)の今後の海外展開
を視野に、YSCP関連の情報発信の拡大と海外関係者との
ネットワーク構築を進めていく。
　今年度は、ブラジル・リオデジャネイロで開催される国連持
続可能な開発会議（リオ＋２０）における日本政府パビリオン
にブース出展し、環境未来都市やYSCP等の本市施策のPR
を行う。

1 終期未定 - 2 - - -

※2 取組番号、取組項目については、個別票と同様に記載すること。
※3 事業ごとに行を作成し、枝番を振って、事業名、事業概要、事業期間、事業費総額等を記載すること。

※1 平成24年度に取り組む事業のうち、主要事業（温室効果ガス削減効果が大きい、特に先導性・モデル性に優れている等）について記載すること。
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支援名称
（想定）

所　管
省庁等

支援額
（百万円）

取組
番号

取組
項目

枝
番

事業名 事業概要
事業費総額

（見込）
（百万円）

H24年度
事業額
（見込）

（百万円）

Ｈ
23
枝
番

事業期間
（見込）

※4 「事業期間（見込）」「事業費総額（見込）」「平成24年度事業額（見込）」については、現時点で見込んでいる額を記載すること。
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